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１．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成す

るためとるべき措置 

 

（１）訪日プロモーション業務 

＞① 海外事務所を活用した市場動向の収集・調査・分析・提供＜ 

【中期目標】 

海外現地に常在する職員が長年にわたり構築・拡大を図ってきたネットワークや社会的ステイタス等海

外事務所の機能を最大限活用し、変化の激しい市場動向をリアルタイムで把握・分析することにより、調

査・研究を始めとするマーケティング業務を充実するとともに、その結果について事業パートナーを始め

とする日本のインバウンド関係者と密接に情報共有を行う等、インバウンドビジネスを支援するサービス

の向上を図り、国内外におけるネットワークを形成・発展させる。また、これを基盤として、観光庁と共同

で、市場ごとに海外の市場動向等の情報に基づく効率的・効果的な訪日プロモーション方針を策定・公表

し、地方自治体や民間事業者が独自に取り組む事業・活動との連携を図りやすい環境を整える等、オー

ルジャパン体制で国としての日本の観光魅力を発信し、訪日に結びつける取組を強力に推進する。 

【中期計画】 

海外事務所の海外現地におけるネットワークや社会的ステイタスを最大限に活用して、世界の主要な

市場国・地域における一般消費者の旅行動向、ニーズ等のマーケティング情報をリアルタイムで収集し、

市場別に分析を行う。また、その結果について、ウェブサイト、ニュースレター、出版物、セミナー、個別コ

ンサルティング等の様々な方法を通じて、事業パートナー等へ提供することにより、インバウンドビジネス

を支援するサービスの向上を図る。 

数値目標 

事業パートナーに対し、海外事務所員や本部職員による面談方式の個別コンサルティングを年間延べ

１，５００件以上実施し、インバウンド関係者の育成とインバウンドビジネスの活性化を目指す。 

事業パートナーに対する調査において、機構からの情報提供が、４段階評価で上位２つの評価を得る

割合が７割以上となることを目指す。 

【年度計画】 

海外事務所の海外現地におけるネットワークや社会的ステイタスを最大限に活用して、世界の主要な

市場国・地域における一般消費者の旅行動向、ニーズ等のマーケティング情報をリアルタイムで収集し、

市場別に分析を行う。また、その結果について、ウェブサイト、ニュースレター、出版物、セミナー、個別コ

ンサルティング等の様々な方法を通じて、事業パートナー等へ提供することにより、インバウンドビジネス

を支援するサービスの向上を図る。平成２５年度は、パートナー情報のデータベース化を行い、パートナ

ーのニーズを把握して事業へ反映するとともに、インバウンド旅行振興フォーラム、個別相談会等におけ

る相談対象市場を拡大する。 

数値目標 

事業パートナーに対し、海外事務所員や本部職員による面談方式の個別コンサルティングを年間延べ
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１，２７２件以上実施し、インバウンド関係者の育成とインバウンドビジネスの活性化を目指す。 

事業パートナーに対する調査において、機構からの情報提供が、４段階評価で上位２つの評価を得る

割合が７割以上となることを目指す。 

 

年度計画における目標値設定の考え方 

インバウンド関係者の育成とインバウンドビジネスの活性化を図るため、個別コンサルティングの実施

状況を組織全体で把握・共有し、様々な事業パートナーのニーズに応えることとした。 

また、機構からの情報提供に関して、事業パートナーに調査を行い、満足度を測ることで情報提供の

質を高めていく。 

 

実績値と取組状況 

数値目標の達成状況 

【個別コンサルティングの件数】 

事業パートナーに対する面談方式の個別コンサルティングの実施件数は、数値目標である年間延べ

１，２７２件の２倍以上にあたる２，９０５件となった。実績が目標を大きく上回った理由として、平成２５年

７月に機構内に地域コンサルティング窓口を設置したこと、９月に２０２０年オリンピック・パラリンピックの

東京開催が決定したこと、また同年１２月に年間の訪日外国人数が初めて１，０００万人を超えたこと等

を機に、機構にコンサルティングを求める来訪者が大幅に増えたことが挙げられる。機構では、これに応

える形で本部各部及び各海外事務所が総力体制でコンサルティングを実施したほか、個別相談会等の

開催を通じて、多くの事業パートナーに情報提供・事業提案を行い、インバウンド関係者の育成とインバ

ウンドビジネスの活性化に取り組んだ。 

 

【機構からの情報提供に対する評価】 

平成２５年５月に開催したムスリム・ツーリズムセミナー、平成２５年９月に開催した個別相談会及び平

成２６年１月に開催したインバウンド旅行振興フォーラムにおいて参加者にアンケート調査を実施したと

ころ、４段階評価で上位２つの評価が、約９７％となり、目標である７割以上を大きく上回った。 

 

＜機構からの情報提供に対する評価－参加者アンケート調査＞ 

（単位：％） 

  
ムスリム・ツーリズム

セミナー（５月） 

個別相談会（９月） インバウンド・ 

フォーラム（１月） 
平均評価 

東京 神戸 合計 

大変役立った ３５．０ ４１．３ ６９．４ ４６．８ ４８．０ 
９６．９ 

役立った ５９．０ ５６．０ ２７．８ ５０．５ ５１．４ 

あまり役立たなかった ４．８ ２．７ ２．８ ２．７ ０．６ ２．７ 

全く役立たなかった １．２ ０ ０ ０ ０ １．２ 
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取組状況 

海外事務所のネットワークを通じて収集した主要市場のマーケティング情報をリアルタイムで収集し、

市場別に分析を行った上で、ウェブサイト、ニュースレター、出版物、セミナー、個別コンサルティング等

の様々な方法を通じて、事業パートナー等へ提供することにより、インバウンドビジネスを支援するサー

ビスの向上を図った。 

 

（１） ウェブサイトを通じた情報提供 

国籍別、目的別訪日外国人旅行者数（訪日外客数の推計値及び暫定値）、出国日本人数などの統計

情報を毎月集計・分析し、報道発表を行うとともに、その内容をウェブサイトにも掲載した。 

また、「機構賛助団体・会員専用サイト」を通じて、市場別の最新動向やマーケットデータ、主要旅行会

社・メディアリスト、見本市・商談会等の事業参加案内等を提供した。 

 

（２） ニュースレターを通じた情報提供 

海外事務所が収集した市場の最新動向や各種調査報告、各市場に於ける事業の参加案内等の情報

を提供するメールマガジン「ＪＮＴＯニュースフラッシュ」を毎週金曜日に配信した。平成２５年度は、臨時

号を含めて合計５５号を情報発信した。 

 

（３） 出版物を通じた情報提供 

① ＪＮＴＯ日本国際観光統計２０１２ 

訪日外国人旅行者数の月別、年別、国・地域別、目的別の統計や世界各国の旅行者に関する統

計データをまとめた出版物「ＪＮＴＯ日本国際観光統計２０１２」を発行した。（発行時期：平成２５年９

月、発行部数：６００部） 

 

② ＪＮＴＯ訪日旅行誘致ハンドブック２０１４（欧米豪６市場編） 

訪日外国人旅行者の誘致戦略の立案に不可欠な各国の市場動向、宣伝活動の手法、現地の流

通構造等をまとめた出版物「ＪＮＴＯ訪日旅行誘致ハンドブック２０１４（欧米豪６市場編）」を発行した。

（発行時期：平成２６年３月、発行部数：８００部） 

 

（４） セミナー・イベント等を通じた情報提供 

① ＪＮＴＯ個別相談会 

平成２５年９月４日に東京都内において、また９月６日に神戸市内において個別相談会を開催し、

参加者は、東京会場が３８２人、神戸会場が５１人となった。最新の市場動向が知りたいという参加

者の声をふまえ、東京会場では個別相談会に加え、セミナー形式で訪日旅行者数の増加が著しい

タイ市場の動向や同市場に対する効果的な取組事例を説明したほか、中国及び香港で実施したＦＩ

Ｔ市場の調査報告等を行った。 
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② インバウンド旅行振興フォーラム 

賛助団体・会員を対象に、平成２６年１月３０日～３１日に東京都内において、インバウンド旅行振

興フォーラムを開催、参加者は日本各地の地方公共団体、観光・コンベンション推進機関、宿泊施

設、旅行会社、運輸機関等、機構の賛助団体及び会員を中心に９１９人（２日間延べ人数）となっ

た。 

２日間にわたり、セミナー形式の海外旅行市場の説明と、事前アポイントメント制の個別相談会を

同時並行で運営した。セミナーでは、地域別の各主要市場の最新動向の説明のほか、新たにイン

バウンド関係者の関心を集めている「ムスリム市場」や「ＭＩＣＥの現状と取組」のほか、ユネスコ無

形文化遺産に登録された「和食」についても講演を行うなど、セミナー数を拡充した。また、個別相

談会では、訪日旅行者数の増大が顕著な東南アジア市場について、「インドネシア」デスクと「ＡＳＥ

ＡＮ」デスクを新たに設置することにより個別相談枠の拡大を図り、より多くの参加者のニーズに応

えるように努めた。 

 

＜インバウンド旅行振興フォーラム・個別相談会の開催実績＞ 

 セミナー数 個別相談設定数 来場者数 

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２４ Ｈ２５ 

インバウンド旅行振興フォーラム １３本 ２０本 ４８６枠 ５７３枠 ５９０人 ９１９人 

個別相談会（東京・神戸） ３本 ６本 ３７７枠 ４０５枠 ３７２人 ５４２人 

【参考資料１ 第１１回ＪＮＴＯインバウンド旅行振興フォーラム開催報告】 

 

③ ムスリム・ツーリズムセミナー 

平成２５年５月１７日に東京都内においてムスリム・ツーリズムセミナーを開催した。参加者数は、

日本各地の地方公共団体、観光・コンベンション推進機関、宿泊施設、旅行会社、運輸機関等１０６

人となった。セミナーでは、ハラル食材を用いた弁当の試食と説明、ムスリム層旅行動向調査概要

報告、インドネシア及びマレーシアの旅行会社担当者による講演が行われ、多くの報道関係者が取

材に会場を訪れるなど、日本国内におけるムスリム層の訪日旅行者誘致・受入に対する関心の高

さがうかがえた。 

【参考資料２ ムスリム・ツーリズムセミナー開催報告】 

 

（５） 個別コンサルティングの実施 

① 地域コンサルティング窓口の設置 

機構による地域の観光資源の掘り起こし・海外展開を進めるため、平成２５年８月に、公共団体、

観光協会、民間事業者等幅広い方々から訪日旅行促進に関する相談を受け付ける地域コンサルテ

ィング窓口を事業連携推進部内に設置した。 
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② 地域の海外プロモーション・コンサルティング事業 

地域コンサルティング事業の初の試みとして、富山県南砺市から委託を受け、同市の外国人宿

泊者増加を目指した有力ターゲット市場の選定と効果的なプロモーション手段の提案や事業計画を

策定するためのコンサルティングを実施した。 

 

③ 地方の個別相談会の開催 

地域資源の海外展開を支援する取組の一環として、平成２５年９月に、海外事務所長等が訪日

旅行誘致に関する相談に対応する個別相談会を、東京及び及び神戸で開催した。 

また、新たな試みとして、各地方運輸局等と共催するマーケット研究会に合わせて、地方連携ミニ

個別相談会を９ヶ所で実施し、合計６７件の個別相談を実施した。 

 

＜地方連携ミニ個別相談会 開催実績＞ 

開催地  派遣事務所長（/本部市場担当）及び個別相談実施件数 

札幌市 ９月 ２日  上海 ４件 ロンドン ４件  

仙台市 ９月 ２日  シドニー ２件 台北 ３件  

富山市 ９月 ２日  香港 ４件 ニューヨーク ３件  

名古屋市 ９月 ２日  シンガポール ５件 フランクフルト ４件  

大阪市 ９月 ３日  ソウル ４件 パリ ４件  

広島市 ９月１９日  台湾（本部） ４件 アセアン（本部） １０件  

高松市 ９月 ３日  シドニー ３件 台湾（本部） ４件  

福岡市 ９月 ３日  シンガポール ４件 フランクフルト ２件  

那覇市 ９月 ２日  バンコク ２件 トロント １件  

    合計 ６７件  

 

その他適切な評価を行う上で参考となり得る情報  

  平成２５年度に事業パートナー情報のデータベース化を行い、本部各部及び各海外事務所がリ

アルタイムで各事業パートナーへのコンサルティング状況や連携実績が共有できるシステムを整

備した。今後本データベースを活用して各事業パートナーの強みやニーズを把握した上でマーケテ

ィングの高度化や、より市場に適した連携を行っていく。 

 

  平成２５年１０月～平成２６年３月にかけて、首都大学東京インバウンド研究会等と共同で、「訪日

ムスリム旅行者に対する食に関する調査」を実施し、具体的にはインドネシア及びマレーシアの旅

行フェアにおける対面調査、インドネシア、マレーシア、シンガポールにおけるウェブ調査での実施

となり、訪日ムスリム旅行者が求める適切な食に関する適切な情報に関する解決策を講じる必要

性を示した。 
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＞② 訪日外国人旅行者誘致のための業務＜ 

【中期目標】 

海外現地に常在する職員が長年にわたり構築・拡大を図ってきたネットワークや社会的ステイタス等海

外事務所の機能を最大限活用し、変化の激しい市場動向をリアルタイムで把握・分析することにより、調

査・研究を始めとするマーケティング業務を充実するとともに、その結果について事業パートナーを始め

とする日本のインバウンド関係者と密接に情報共有を行う等、インバウンドビジネスを支援するサービス

の向上を図り、国内外におけるネットワークを形成・発展させる。また、これを基盤として、観光庁と共同

で、市場ごとに海外の市場動向等の情報に基づく効率的・効果的な訪日プロモーション方針を策定・公表

し、地方自治体や民間事業者が独自に取り組む事業・活動との連携を図りやすい環境を整える等、オー

ルジャパン体制で国としての日本の観光魅力を発信し、訪日に結びつける取組を強力に推進する。 

【中期計画】 

海外事務所の機能を最大限に活用し、海外の市場動向、競合国の活動事例や日本における成功事例

等の情報を積極的・機動的に収集・分析することにより、マーケティングの高度化を図るとともに、その結

果に基づき、観光庁と共同で効率的・効果的な訪日プロモーション方針を策定・公表し、日本の観光魅力

の発信や訪日旅行商品の造成・販売支援等を推進する。また、訪日プロモーション事業の海外現地にお

ける事業実施の推進機関として、国内外におけるネットワークを形成・発展させ、関係者との連携を図る

ことによりオールジャパン体制を確立し、同事業を機動的・効果的に推進する。 

【年度計画】 

海外事務所の機能を最大限に活用し、海外の市場動向、競合国の活動事例や日本における成功事例

等の情報を積極的・機動的に収集・分析することにより、マーケティングの高度化を図るとともに、別添１

の各市場別の訪日プロモーション方針・事業計画概要に基づき、観光庁と連携して日本の観光魅力の発

信や訪日旅行商品の造成・販売支援等を推進する。また、訪日プロモーション事業の海外現地における

事業実施の推進機関として、国内外におけるネットワークを形成・発展させ、関係者との連携を図ること

によりオールジャパン体制を確立し、同事業を機動的・効果的に推進する。 

 

年度計画における目標設定の考え方 

機構の海外事務所ネットワークを活用して収集した各種情報を元に、各海外市場別にターゲットとな

る訪日層の年齢、性別、地域別、セグメント別のプロモーション計画を立て、ビジット・ジャパン事業や機

構事業を組み合わせて効果的な事業実施を目指す。その際には、地方運輸局や地方公共団体、民間

企業等の事業パートナーとの協力連携に努める。 

 

当該年度における取組 

（１） 海外の市場動向の収集・分析とマーケティングの高度化 

機構の海外事務所のネットワークを活用して海外現地の最新の市場動向を把握するとともに、月次で

訪日客数の増減に影響を与えたと思われる要因や事業の成果の分析、さらには将来予測のデータを訪

日外客数動向分析シートとしてとりまとめた。月例の観光庁・機構の連絡会議において、これら海外市場



 9 

の最新動向と分析を含めての情報共有を行うとともに、今後のプロモーション方針などについて意見交

換を行い、事業へ反映させることにより、効果的・機動的な事業実施を図った。 

また、訪日ＪＮＴＯインバウンド旅行振興フォーラム等の機会において、各市場におけるプロモーション

の成功事例の事業パートナーへの紹介に努めた。 

 

（２） 各市場共同での訪日プロモーション方針・事業計画概要に基づく事業執行 

観光庁と機構が共同で策定した各市場別の訪日プロモーション方針及び事業計画概要を観光庁と機

構のウェブサイトで公表するとともに、これら訪日プロモーション事業の海外現地における事業の推進機

関として、観光庁と連携して日本の観光魅力の発信や訪日旅行商品の造成・販売支援等を推進した。

具体的には、地方公共団体や日本国内及び海外現地の民間事業者等事業パートナーとの調整やアド

バイスを行うなど、事業実施にあたっての海外現地の状況を踏まえた円滑かつ効果的なビジット・ジャパ

ン事業の推進に貢献した。 

【参考資料３ 機構が関与したビジット・ジャパン事業の実績】 

 

＜訪日プロモーション事業における機構海外事務所による海外マネジメント等の例＞ 

 中国における主要旅行博出展・商談会開催事業 

旅行博出展計画についての具体的な提案、共同出展者・商談会参加者の呼びかけ、ブース運

営、受託事業者決定までの期間の主催者側との交渉等の業務を実施した。結果、中国で開催され

た主要な旅行博（北京旅游博覧会：共同出展者１１社／団体、来場者数：１５．３万人、広州国際旅

游産業博覧会：共同出展者１０社／団体、来場者数：８．５万人）や商談会（日本側出展者９団体、

中国旅行会社９団体）で多数の事業パートナーと連携して円滑な事業実施にこぎつけた。 

 

 英国における旅行博出展事業 

ビジット・ジャパン事業の一環であるＷＴＭ（Ｗｏｒｌｄ Ｔｒａｖｅｌ Ｍａｒｋｅｔ）旅行博出展にあたり、共

同出展者への呼びかけ、ブース運営、受託事業者決定までの期間の主催者側との交渉等、会場

内での配布パンフレットの手配等の業務を実施した。共同出展者１３社／団体と連携して、来場し

た旅行業界関係者へ対応を行い、訪日旅行商品の造成・販売促進を働きかけた。 

 

 豪州におけるスノー博出展とセミナー・商談会開催事業 

旅行博出展事業の一つとして、メルボルンとシドニーのスノーエキスポに出展し、日本のスノーリ

ゾートの魅力と多様性を広くアピールした。エキスポ総来場者数は、メルボルンで６，０００人、シド

ニーで７，０００人だった。併せて開催したスノーセミナーと商談会では、各リゾートからのＰＲが行

われると共に、参加旅行会社との商談が行われた。メルボルンでの参加者数は７０人、日本側の

参加者は１４人、シドニーでの参加者数は１１５人、日本側参加者は４６人。 
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（３） 国内外における関係者との連携とオールジャパン体制の確立 

訪日プロモーション事業の海外現地における事業実施の推進機関として、在外公館を始めとする関

係省庁・政府関係法人、インバウンドへの取組を強化する地方公共団体、日本ブランドを海外展開する

経済界等との国内外におけるネットワークの形成や発展に努め、関係者との連携を図ることによりオー

ルジャパン体制を構築し、訪日プロモーション事業を機動的・効果的に推進した。 

 

＜国内外の関係者と連携した事業例＞ 

  平成２５年１０月６日～８日にかけて、シンガポール随一の商業地区オーチャードロードに位置す

るシンガポール高島屋にて、訪日旅行に特化した旅行フェア「Ｍｙ Ｊａｐａｎ Ｈｏｌｉｄａｙ－Ｊａｐａｎ Ｔｒａ

ｖｅｌ Ｆａｉｒ ２０１３」を開催した。今回で第３回目を迎える本フェアでは、昨年を上回る現地旅行代理

店１０社とシンガポール航空が出展して訪日旅行商品を販売したほか、日本からの参加者である

（株）オリエンタルランドと沖縄県による特設ブースでのＰＲ、そしてビジット・ジャパン・機構ブースで

日本各地の最新情報を提供した。会期中には５.７万人（推計）が来場し、５７７人が訪日旅行商品を

購入した。 

 

  平成２５年度米国における海外進出日系企業と連携した訪日旅行促進事業として、日本の旅行

地としての認知度向上と訪日観光促進を目的とし、ニューヨークのグランドセントラル駅構内にて「Ｊ

ａｐａｎ Ｗｅｅｋ」を実施した。現地の日本食レストランに加え、地方公共団体、航空会社、鉄道、日系

メディア、通信事業者、印刷会社、宿泊施設、旅行会社等２３社・団体が共同出展、旅行会社等に

よる訪日旅行商品の紹介のほか、１６地域の日本酒試飲、飴細工の実演、映像上映によるヴァー

チャルツアーなど様々な日本の魅力を紹介した。来場者数４２万人（会場調べ）、メディア・リーチ数

５，０００万（推計）に達するまさに官民挙げての訪日ＰＲ事業となり、日本の旅行地としての認知度

向上と訪日観光促進に貢献した。 

【参考資料４ 訪日旅行に特化したフェア開催（タイ）】 
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＞② 訪日外国人旅行者誘致のための業務＜ 

ア 多様なメディアを活用した日本の観光魅力の発信 

【中期目標】 

海外現地に常在する職員が長年にわたり構築・拡大を図ってきたネットワークや社会的ステイタス等海

外事務所の機能を最大限活用し、変化の激しい市場動向をリアルタイムで把握・分析することにより、調

査・研究を始めとするマーケティング業務を充実するとともに、その結果について事業パートナーを始め

とする日本のインバウンド関係者と密接に情報共有を行う等、インバウンドビジネスを支援するサービス

の向上を図り、国内外におけるネットワークを形成・発展させる。また、これを基盤として、観光庁と共同

で、市場ごとに海外の市場動向等の情報に基づく効率的・効果的な訪日プロモーション方針を策定・公表

し、地方自治体や民間事業者が独自に取り組む事業・活動との連携を図りやすい環境を整える等、オー

ルジャパン体制で国としての日本の観光魅力を発信し、訪日に結びつける取組を強力に推進する。 

【中期計画】 

各市場のターゲット･セグメントに対する日本の観光魅力の発信に当たっては、様々な媒体（ウェブサイ

ト、テレビ、新聞・雑誌等）を効果的に組み合わせることで相乗効果を上げるよう努力する。 

特に、ウェブサイトはプロモーションだけでなく、重要なマーケティング手段としても位置づけ、媒体トレ

ンドの変化やＩＣＴの技術革新を踏まえながら各種ソーシャルメディアの活用を図るとともに、一般消費

者、旅行会社、メディア等に向けて、良質の情報を効率的に提供する。 

また、機構のウェブサイトにおいて、訪日外国人旅行者や海外の送客旅行会社等の対象に応じた情

報コンテンツの充実や機能の改善を行う。 

海外メディアを通じた情報発信に当たっては、海外の有力なメディア（在日外国人メディアを含む。）に

対し、ウェブサイトやニュースレターによる日本観光情報の提供等を通じて日本特集記事の掲載等を働

きかける。 

訪日取材に際しては、日本のインバウンド関係者のニーズや訪日旅行商品の造成・販売に連動した適

切な取材対象の選定・アレンジ、取材経費の一部負担の支援等を行うことにより、訪日促進効果の高い

記事の掲載を促すとともに、機構のウェブサイトへの誘引を働きかける。 

数値目標 

中期目標期間中に、機構のウェブサイトのアクセス数を年間６億ページビューにする。 

【年度計画】 

各市場のターゲット･セグメントに対する日本の観光魅力の発信に当たっては、様々な媒体（ウェブサイ

ト、テレビ、新聞・雑誌等）を効果的に組み合わせることで相乗効果を上げるよう努力する。 

特に、ウェブサイトはプロモーションだけでなく、重要なマーケティング手段としても位置付け、媒体トレ

ンドの変化やＩＣＴの技術革新を踏まえながら各種ソーシャルメディアの活用を図るとともに、一般消費

者、旅行会社、メディア等に向けて、良質の情報を効率的に提供する。 

また、機構のウェブサイトにおいて、訪日外国人旅行者や海外の送客旅行会社等の対象に応じた情

報コンテンツの充実や機能の改善を行う。 
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平成２５年度は、インドネシア語ウェブサイト及びＦａｃｅｂｏｏｋページを新規に開設し、有望新興市場で

ある東南アジア向けのソーシャルネットワークサービスを活用した情報発信を強化する。さらに、訪日需

要喚起や旅行者支援に資する記事で構成したマンスリーウェブマガジンの４言語（英語、中文簡体、中文

繁体、韓国語）での発行、スマートデバイス向けコンテンツの拡充等により、ウェブサイトへのアクセス増

を図る。 

海外メディアを通じた情報発信に当たっては、海外の有力なメデイア（在日外国人メディアを含む。）に

対し、ウェブサイトやニュースレターによる日本観光情報の提供等を通して日本特集記事の掲載等を働

きかける。 

訪日取材に際しては、日本のインバウンド関係者のニーズや訪日旅行商品の造成・販売に連動した適

切な取材対象の選定・アレンジ、取材経費の一部負担の支援等を行うことにより、訪日促進効果の高い

記事掲載を促すとともに、機構のウェブサイトへの誘引を働きかける。 

数値目標 

機構のウェブサイトのアクセス数を３億４，２００万ページビューにする。 

 

年度計画における目標値設定の考え方 

前中期計画最終年の平成２４年度アクセス数（２億９，７００万ページビュー：算定時の見込み数）から、

一定の割合で増加し、今中期計画期間最終年（平成２９年度）に６億ページビューに達すると想定した場

合、１年分の伸び率は概ね１５．１％程度となる。平成２４年度のアクセス数にこの伸び率を適用した約３

億４，２００万ページビューを、平成２５年度の数値目標として設定した。 

 

実績値と取組状況 

数値目標の達成状況 

【ウェブサイトアクセス数（ページビュー数）】 

平成２５年度の機構が運用するウェブサイト（※）のアクセス数は、平成２４年度実績（３億２，６６０万

ページビュー）から約４１％増の４億６，１００万ページビューとなり、平成２５年度計画の数値目標である

３億４，２００万ページビューを大きく上回った。 

こうした大幅なアクセス増加は、台湾、タイ、シンガポールや米国向けＦａｃｅｂｏｏｋページのファン数増

加、中国ミニブログの微博などから中国語簡体字ウェブサイトへの誘導など、ＳＮＳ（ソーシャルネットワ

ーキングサービス）との連携強化が大きな要因と考えられる。 

※Ｆａｃｅｂｏｏｋ等、第三者が運用するサイト内で、機構が管理を行うページへのアクセスを含む。 
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◎ 数値目標の達成状況：ウェブサイトアクセス数（ページビュー数：ｐｖ数） 

中期計画目標値 

（ｐｖ） 

平成２４年度 

実績（ｐｖ） 

平成２５年度

実績（ｐｖ） 

平成２５年度 

目標値（ｐｖ） 

平成２４年度 

に対する増加率 

６億 ３億２，６６０万 ４億６，１００万 ３億４，２００万 ４１．２％増 

【参考資料５ ウェブサイトの言語／事務所別アクセス数の推移】 

 

取組状況 

（１） 媒体トレンドの変化やＩＣＴの技術革新を踏まえた情報発信 

世界の登録者数が１２億８，０００万人を超え（平成２６年３月時点）、多くの国で人々の日常の情報交

換に利用されているＦａｃｅｂｏｏｋを訪日情報の発信ツールとしてさらに活用するため、平成２５年度は、

新たに、ベトナム、インドネシア版のＦａｃｅｂｏｏｋページを開設し、平成２４年度までに運用を開始した１３

市場（米国、カナダ、英国、フランス、ドイツ、タイ、インド、シンガポール、香港、台湾、韓国、豪州、グロ

ーバル）とあわせて１５カ所のＦａｃｅｂｏｏｋページからの情報発信を行った。写真を活用した日本の多様

な観光魅力の紹介に加え、当該国における日本フェアなどのイベント情報や日本関連のテレビ放映情

報など、市場に応じたタイムリーな情報を日替わりで掲載するとともに、ウェブサイト、テレビ、新聞・雑誌

等の広告宣伝事業等とも積極的に連携した結果、平成２６年３月末時点でのファン数は合計約１２８万４

千人に達し、平成２５年３月時点（約６６万２千人）からほぼ倍増した。 

また、Ｆａｃｅｂｏｏｋの利用が禁止されている中国向けには、主流ソーシャルメディアである「微博（ファン

数２７万８，８０６人）」をプロモーションに活用するため、北京、上海事務所それぞれが「新浪微博」上の

独自サイトを引き続き運用し、日本の観光情報の発信を行った。このように、媒体トレンドの変化やＩＣＴ

の技術革新を踏まえながら各種ソーシャルメディアの活用を図り、一般消費者、旅行会社、メディア等に

向けて、市場に応じたタイムリーな情報を日替わりで掲載するなど、良質の情報を効率的に提供し、日

本の観光情報の発信を行った。 

【参考資料６ 各市場向けＦａｃｅｂｏｏｋ及び微博の運用状況】 

 

（２） 情報コンテンツの充実と機能改善 

① インドネシア市場向けウェブサイトの開設 

今後の有望な訪日旅行市場の一つであるインドネシア市場向けに観光情報を提供するため、ジ

ャカルタ事務所開設にあわせ、機構ウェブサイトで１３言語目となるインドネシア語サイトを開設した。

本サイトは、当該市場の潜在的な旅行者層向けに、ビジュアル写真を交えた日本の主要観光スポッ

トや各地の観光魅力、ショッピングや料理、交通などの実用情報、訪日旅行の準備に役立つ基本情

報などのほか、イスラム文化圏のインドネシアの宗教や生活習慣に配慮して、ムスリム向けのレス

トランや料理選択のヒント、日本滞在中に礼拝する際の実用情報、旅行時の言語障壁を軽減するた

めにインドネシア語・日本語で併記した会話集等も掲載した。 

（インドネシア語サイト：http://www.jnto.or.id/） 

【参考資料７ インドネシア市場向けウェブサイトを開設】 
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② マンスリーウェブマガジンの発行 

訪日旅行需要喚起を念頭に、「日本の今」を伝える旬な情報や日本ならではのクールでユニーク

なテーマの特集記事を毎月３本程度制作し、「ＪＮＴＯ Ｍｏｎｔｈｌｙ Ｗｅｂ Ｍａｇａｚｉｎｅ」として英語、中

国語簡体字、中国語繁体字（香港版・台湾版）、韓国語の５言語で発行した。平成２５年度は、日本

の多様な自然景観や行祭事の他、ユネスコ無形文化遺産に登録された和食、忍者体験、ユニーク

レストラン、昇龍道モデルルート、大相撲観戦、世界遺産となった富士登山、四国遍路等、様々なテ

ーマの特集記事を４８本掲載した。 

 英語版      http://www.jnto.go.jp/eng/indepth/exotic/JapanesQue/ 

 中国語簡体字版     http://www.welcome2japan.cn/indepth/exotic/JapanesQue/ 

 中国語繁体字（香港）版   http://www.welcome2japan.hk/indepth/exotic/JapanesQue/ 

 中国語繁体字（台湾）版   http://www.welcome2japan.tw/indepth/exotic/JapanesQue/ 

 韓国語版      http://www.welcometojapan.or.kr/indepth/exotic/JapanesQue/ 

【参考資料８ マンスリーウェブマガジンの記事事例】 

 

③ 地域産品紹介コンテンツの整備 

日本全国の地域特産品をジャパンブランドの観光資源と位置付け、その特長や魅力を紹介する

とともに、訪日外国人による購買促進につながるようなコンテンツを英語、中国語（簡体字・繁体字）、

韓国語の４言語で制作した。平成２５年度は４７都道府県の工芸品、食品、日本酒など主要な１００

品目を掲載するとともに、外国語対応の通販サイトと連携し、紹介した地域産品を海外から購入す

ることを可能とした。（地域産品サイト：http://japan-brand.jnto.go.jp） 

【参考資料９ 地域産品サイトを開設】 

 

④ スマートデバイス向けコンテンツの拡充 

世界中でスマートフォンやタブレット等の利用者が急増しており、こうしたスマートデバイスを持参

して訪日する旅行者向けに、各種の観光施設、案内所、宿泊施設、飲食店の情報検索サービス、

旅行先での天気情報などを英語、中国語（簡体字・繁体字）、韓国語の４言語で運用した。 

平成２５年度は、インターネット接続時にあらかじめ必要情報をダウンロードしておくことにより、オ

フライン時でも情報が参照可能となる機能を整備した。 

【参考資料１０ スマートデバイスによる情報提供事例】 

 

（３） メディア向け広報活動 

各市場での旅行目的地としての日本の認知度を向上させ、訪日旅行意欲を醸成するため、主要な媒

体の記者等の招請、取材を予定している記者の訪日取材協力（旅程策定、取材許可の申請、一部負担

の支援等）、ニュースレター等による情報提供を以下のとおり実施した。 

 

 

http://www.welcometojapan.or.kr/indepth/exotic/JapanesQue/
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＜平成２５年度実施した訪日取材協力件数＞ 

事業の内容 実施件数 記事掲載・番組放映件数※ 

海外有力メディア関係者の訪日取材協力 ８８件 ２５４件 

海外事務所のニュースレター発行、情報提供、 

各種アレンジ等による訪日旅行情報の提供 

３５３件 

（ニュースレター類

の発行件数のみ） 

１，３１６件 

ビジット・ジャパン事業での招請・取材協力 ９４件 ２１７件 

※記事掲載・番組放映件数は平成２５年度中に掲載・放映を確認した件数である。 

 

各海外事務所におけるニュースレター発行等の情報提供活動、並びに有力メディアに対する訪日取

材の働きかけ等の的確なセールス活動が奏功した結果、全体で１，７８７件ものメディアへの露出が実

現した（広告費換算額は約１６９億円）。 

【参考資料１１ メディア取材支援実績の内訳】 

【参考資料１２ 海外事務所発行のニュースレターの例（ニューヨーク事務所発行）】 

 

【メディア訪日取材支援活動の主な実績】 

 韓国 

韓国地上波ＫＢＳの人気番組「スーパーマンが帰ってきた」を箱根、東京、沖縄に招請し、震災の

影響を受けた日本のブランド価値の向上や、訪日旅行への抵抗感を払しょくしたほか、旅行需要の

回復を図り、特に沖縄への訪日韓国人数増加に貢献した。 

 

 中国 

上海から、テレビ番組、旅行専門誌、旅行ウェブサイト、旅行アプリの複合媒体である「旅行者」

グループを招請し、京都での個人旅行をテーマにした取材への協力を行った。機構が取材先旅程

のアドバイス及び取材のアテンド等支援を行った結果、有力な旅行専門誌「旅行者」（発行部数６０

万部）での１００ページの京都特集記事掲載、ウェブサイト上での京都特集掲載、スマートフォン向

けアプリの公開がなされ、また、上海の主要テレビ局である上海電視台の旅行番組「旅行者」での

３０分番組４回放映も予定されており、ＦＩＴ（個人旅行）需要が高まりつつある上海地域での効果的

な情報発信と旅行需要の喚起につながった。 

 

 香港 

香港で最も視聴されているテレビ局、ＴＶＢの番組招請を行い、１時間の特別番組「最瀛自由行」

を制作、計４回（６月・九州・中部、１１月・北陸・四国）の放映に結び付けた。番組では著名タレント２
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人が鉄道やレンタカーを使った地方への旅を楽しむ様子が描かれ、各回１８～２２％の高視聴率を

獲得した。 

 

 シンガポール 

シンガポールのテレビ局（Ｍｅｄｉａｃｏｒｐ）を日本に招請し、関東・関西・中部・九州・沖縄での取材

を通じて日本全国の食、自然、日本ならではの体験を平成２５年１０月～１２月にかけて全１０回同

媒体のオンライン放送（接触媒体数：約５万世帯）で紹介した。２０代女性のレポーター２人による若

者目線で見た日本の魅力紹介となっており、ターゲットである２０、３０代独身女性の訪日意欲喚起

を促した。 

（同市場では通常インターネットＴＶで放映後に地上波（接触媒体数：約１３．１万世帯）で放映。地

上波でも平成２６年９月頃放送予定。） 

 

 タイ 

平成２６年３月１８日～２３日、タイの高級雑誌 「ＰＲＡＥＷ」（隔週発行・発行部数：２５万

部）を招請して東北特集の撮影・取材を行った。モデルにはタイのスーパースター「バード・トンチャ

イ氏」を起用、宮城県の人気観光地で、表紙を含む、ファッションページの撮影を行った。また、３月

２３日～２８日には編集チームによる東北地方の観光地を取材、東北地方の魅力の露出を図ること

で（８月掲載予定）、更なる訪日促進への効果を高めた。 

 

 マレーシア 

マレーシアのケーブルチャンネルであるＡｓｔｒｏ Ｏａｓｉｓ ＴＶのテレビ番組「Ｒａｓａ Ｈａｌａｌ Ｔｒａｖｅｌ

ｏｇｕｅ Ｐｒｏｇｒａｍ」の取材支援を行った。各地域で撮影した内容は、平成２５年７月～９月にかけて

各３０分全７話（合計２１０分）の放映につなげた。関西及び東京の観光地やムスリム向けレストラ

ンを紹介するなど、快適で安心な日本をアピールし、平成２５年５月より単月で毎月過去最高を記

録している訪日マレーシア人増加（２０１３年は前年度比３５．６％増の１７．６万人）に貢献した。 

 

 米国 

全米ネットワークテレビ局ＣＢＳで放送されている人気番組「Ａｍａｚｉｎｇ Ｒａｃｅ」（視聴者数：約１，

０００万人）に対し、取材先の提案・仲介等の支援を行った。同番組は、２人一組のチームが、与え

られたヒントを頼りに、次の目的地となる場所や施設を探しながら諸外国を冒険し、順位を競う内容

となっているが、今回は、成田空港、豪徳寺、砧公園、新宿中央公園、金王八幡宮、Ｔｏｋｙｏ Ｍｅｄｉ

ａ Ｃｉｔｙにて撮影が行われ、平成２５年１２月４日に米国にて放送された。普段取り上げられることが

少ないスポットが放送されたことにより、日本の新たな魅力をＰＲすることができた。 
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 メキシコ 

日墨交流４００周年事業の一環として、メディア５社と旅行会社２社の招請事業を実施し、仙台、

石巻、松島、東京の視察を行った。屋形船での文化体験や、築地市場の見学なども喜ばれたが、

科学未来館など近代技術・科学施設の人気が非常に高く、米国市場との違いが感じられた。また、

本招請については現地主要紙「Ｒｅｆｏｒｍａ」の日曜旅行版である「Ｄｅ Ｖｉａｊｅ」、「Ｅｘｃｅｌｓｉｏｒ」日曜旅

行版である「Ｂｏｎ Ｖｏｙａｇｅ」、「Ｅｌ Ｕｎｉｖｅｒｓａｌ」系列のライフスタイル雑誌「Ｄｏｍｉｎｇｏ」に記事が掲

載され、外国旅行先としての日本を効果的にＰＲすることができた。 

 

 ブラジル 

サンパウロの日本祭りに日本ブースを出展するのに合わせ、現地旅行会社及びメディアに対し

て訪日旅行情報を提供したところ、在サンパウロの日系紙「サンパウロ新聞（Ｊｏｒｎａｌ Ｓãｏ Ｐａｕｌｏ 

Ｓｈｉｍｂｕｎ）」（７月３１日付、３万部発行）と「ニッケイ新聞（Ｎｉｋｋｅｙ Ｓｈｉｍｂｕｎ）」（８月２日付、１万

部発行）に出展や取組の様子が記事掲載された。また、ブース来場者を対象とした訪日動態調査

の結果が、１１月２２日付「サンパウロ新聞」に追加で記事掲載された。 

 

 カナダ 

エア・カナダ機内誌「ｅｎ Ｒｏｕｔｅ」（発行部数：１２万部、読者数１０７．５万人）の取材協力を行い、

カナダ人建築家がデザインした青森「ねぶたの家ワ・ラッセ」を切り口として、青森の魅力が２ペー

ジにわたって紹介され、日本の地方の魅力のＰＲにつながった。 

 

 豪州 

土曜日夜に放送されている民放ＴＶの１時間番組であるＣＨ９「Ｔｈｅ Ｇuｒｕｓ Ｅｘｐｌｏｒｅ」の訪日ロ

ケ支援を実施し、東京、和歌山、沖縄の各地を紹介した。番組では、沖縄のビーチリゾートの魅力

や「美ら海水族館」の紹介、和歌山の自然と歴史文化、東京では高尾山・浅草等観光地とあわせ、

食の魅力が多面的に紹介された。放映時は、豪州５大都市（シドニー、メルボルン、キャンベラ、ブ

リスベン、パース）の総数で約５６．８万人、また翌日の再放送では、約２３．７万人が視聴するなど、

同市場での訪日旅行者増加に向けて効果的なＰＲを行った。 

 

 英国 

平成２４年度に取材協力を実施した日刊紙「Ｔｈｅ Ｄａｉｌｙ Ｔｅｌｅｇｒａｐｈ」（発行部数：５５.９万部）に

て、ＢＢＣの番組で一躍脚光を浴びた人気シェフ、Ｔｉｍ Ａｎｄｅｒｓｏｎ氏による日本の各地方の食文

化を取り上げた記事が掲載された。記事は新聞３ページ（1.５ページ分の記事内容）に渡って展開さ

れ、浜名湖のウナギや松阪牛、九州のストリートフード等、ご当地ならではの食を紹介。日本のブラ

ンド食材や地域ごとの食文化を絡めた日本の魅力をＰＲすることに繋がった。 

有力なジャーナリストの取材協力を実施した結果、ｉＰａｄ トラベルマガジンの「ＴＲＶＬ」（ダウンロ

ード数：３０万件／月）にて４８ぺージに渡り沖縄が特集された。食事、空手、生活スタイルを軸に琉
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球王国の歴史的説明も交えて紹介。写真集のような人目を惹く誌面も印象的で沖縄の長寿や生活

スタイルなどにも触れており、非常に深掘りした内容となった。随所にｉＰａｄマガジンならではの映

像紹介もあり、沖縄の魅力が存分に表現された。 

 

 ロシア 

ロシア最大規模の旅行博・ＭＩＴＴ出展に連動したメディア招請事業を１１月に実施。その成果とし

て、日本の記事がロシアの有力日刊紙コムソモリスカヤ・プラウダ紙のオンライン版に掲載された。

日本の美について触れている内容で、もみじや温泉、日々の暮らしなどについて写真とともに紹介。

訪日を喚起するＰＲ記事となった。 

 

 フランス 

Ａｉｒ Ｆｒａｎｃｅ機内誌「Ａｉｒ Ｆｒａｎｃｅ Ｍａｇａｚｉｎｅ」（発行部数：４１万部）の取材協力を行い、「福岡

を訪れる１０の理由」をテーマに福岡の観光地やお勧めスポットを１４ページにわたって紹介した。

フランスのナショナルフラッグキャリアの機内誌に欧州市場ではあまりなじみがない九州（福岡）が

取り上げられる自体、非常にインパクトがあることであり、平成２５年４月に就航したＫＬＭオランダ

航空・アムステルダム－福岡便ＰＲとの相乗効果もあり、日本の地方の魅力の更なるＰＲにつなが

った。 

 

 スペイン 

スペイン最大規模旅行博・ＦＩＴＵＲ出展と連動したメディア招請事業で、有力一般紙Ｅｌ Ｍｕｎｄｏ

（発行部数：１４０万部）の記者及びカメラマンを招請し、訪日旅行者にとっての定番の東京・京都以

外に、（サンティアゴ・デ・コンポステーラへの巡礼道と姉妹道提携がある熊野古道を有する）スペイ

ン人にとって親しみを感じやすい和歌山県・高野山のほか、パリ事務所に問い合わせが少しずつ

増えている馬篭・妻籠の取材を行った。その結果、旅行博前後に同紙の旅行特集や旅行ポータル

サイト上で、写真や記事の掲載に結び付け、春のイースター休暇や夏の旅行への需要喚起に寄与

した。 

 

 イタリア 

イタリアの主要な旅行雑誌「Ｖｉａｇｇｉａｎｄｏ」（発行部数：４．６万部）の招請を行った。地方への誘

客を図るべく、平成２５年４月に就航したＫＬＭオランダ航空・アムステルダム－福岡便の利用促進

も念頭において九州（福岡・熊本・別府）と訪日旅行者には欠かせない東京の取材を訪問、各地で

の現代的・伝統的な魅力、食文化、温泉文化、お勧めのお土産等を紹介した。九州については、さ

っそく同媒体のウェブ版（月刊ユニークユーザー数：９．２万人）ほか、旅行博ＢＩＴ直後に誌面で１６

ページの掲載も図られ、日本の地方の魅力紹介につながった。 
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 ドイツ 

平成２５年４月にアムステルダム－福岡便を就航したＫＬＭオランダ航空と共同で、Ｆｒａｎｋｆｕｒｔｅｒ 

Ａｌｌｇｅｍｅｉｎｅ Ｚｅｉｔｕｎｇ（発行部数：３５．４万部）やＳｕｅｄｄｅｕｔｓｃｈｅ Ｚｅｉｔｕｎｇ（発行部数：４２万部）

など全国紙と有力旅行雑誌の記者６人の九州各地の取材協力を行い、ドイツ市場ではまだなじみ

の薄い九州の魅力が様々な媒体で紹介され、日本の地方の魅力の更なるＰＲにつながった。 

 

その他適切な評価を行う上で参考となり得る情報 

英国で最も権威ある旅行賞の１つガーディアン・トラベル・アワードにおいて、日本が長距離国別部門

で３年連続第１位、また、東京が海外都市別部門で４年連続第１位となり、長距離国別部門及び海外都

市別部門の双方で第１位に選出される快挙を遂げた。全部門の各賞は、いずれも読者の満足度投票で

決定され、日本が提供する多様な体験が読者に高い評価を得た。 
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＞② 訪日外国人旅行者誘致のための業務＜ 

イ 訪日旅行商品の造成・販売支援 

【中期目標】 

海外現地に常在する職員が長年にわたり構築・拡大を図ってきたネットワークや社会的ステイタス等海

外事務所の機能を最大限活用し、変化の激しい市場動向をリアルタイムで把握・分析することにより、調

査・研究を始めとするマーケティング業務を充実するとともに、その結果について事業パートナーを始め

とする日本のインバウンド関係者と密接に情報共有を行う等、インバウンドビジネスを支援するサービス

の向上を図り、国内外におけるネットワークを形成・発展させる。また、これを基盤として、観光庁と共同

で、市場ごとに海外の市場動向等の情報に基づく効率的・効果的な訪日プロモーション方針を策定・公表

し、地方自治体や民間事業者が独自に取り組む事業・活動との連携を図りやすい環境を整える等、オー

ルジャパン体制で国としての日本の観光魅力を発信し、訪日に結びつける取組を強力に推進する。 

【中期計画】 

海外の旅行会社の訪日旅行商品造成を支援するため、要望に基づく提案や情報・販促素材等の提

供、モデル的な訪日旅行商品の素材提供等による企画コンサルティング、旅行博覧会や展示会等への

参加、現地有力旅行会社キーパーソンの日本への招請、日本における商談会の開催等の支援を行う。

一般消費者向けに日本の観光プロモーションをあわせて行う際には、地方自治体、民間事業者等と連携

することで、効率的・効果的な事業展開を図るべく努力する。 

また、現地旅行会社等のスタッフを対象とした研修・セミナーの実施、現地有力旅行会社との共同広

告、訪日旅行販売担当のスキルアップを目的とするＪＴＳ（Ｊａｐａｎ Ｔｒａｖｅｌ Ｓｐｅｃｉａｌｉｓｔ）育成事業等によ

り訪日旅行商品販売支援を行う。 

数値目標 

中期目標期間中に、機構が造成・販売支援を行った旅行商品により訪日した外国人旅行者の数を年

間９０万人とする。 

【年度計画】 

海外の旅行会社の訪日旅行商品造成を支援するため、旅程等の提案や情報・販促素材等の提供、モ

デル的な訪日旅行商品の素材提供等による企画コンサルティングや、観光庁等と連携し、旅行博覧会や

展示会等への参加、有力旅行会社キーパーソンの日本への招請、日本における商談会の開催等の支

援を行う。一般消費者向けに日本の観光プロモーションをあわせて行う際には、地方自治体、民間事業

者等と連携し、オールジャパン体制による効果的・効率的な事業展開を図る。 

また、現地旅行会社等のスタッフを対象とした研修・セミナーの実施、現地有力旅行会社との共同広

告、訪日旅行販売担当者のスキルアップを目的とするＪＴＳ（Ｊａｐａｎ Ｔｒａｖｅｌ Ｓｐｅｃｉａｌｉｓｔ）育成事業等に

より訪日旅行商品販売支援を行う。 

数値目標 

機構が造成・販売支援を行った旅行商品により訪日した外国人旅行者の数を６５万人とする。 
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年度計画における目標値設定の考え方 

前中期計画最終年の平成２４年度実績から、機構が造成・販売支援を行った旅行商品により訪日した

外国人旅行者の数が前年度比一定の割合で増加し、今中期計画期間最終年（平成２９年度）に９０万人

に達すると想定した場合、１年分の伸び率は概ね８．４％となる。平成２４年度の実績にこの伸び率を適

用した６５万人を、平成２５年度の数値目標として設定した。 

 

実績値と取組状況 

数値目標の達成状況 

【機構が造成・販売支援を行った旅行商品により訪日した外国人旅行者の数】 

 平成２５年度に機構が造成・販売支援を行った旅行商品により訪日した外国人旅行者の数は、目標の

６５万人を大きく上回り、過去最高の９１万人６，２１７人となった。 

数値目標 平成２５年度実績 

６５万人 ９１万６，２１７人 

 

実績が目標を大きく上回った主な要因としては、訪日外客数全体の増加に加えて、東南アジア諸国の

査証緩和や格安航空会社などの新規就航等と連動した販売・造成支援や訪日外客１，０００万人達成に

向けて第３四半期に実施したプロモーション事業が奏功したことが挙げられる。 

 

取組状況 

以下の取組を通じて海外の旅行会社の訪日旅行商品造成を支援し、訪日外国人旅行者１，０００万人

の目標達成に貢献した。事業の実施にあたっては、首都圏空港の発着枠の拡大、査証の緩和等と施策

と連動を図るとともに、地方自治体、民間事業者等と連携し、オールジャパン体制による効果的・効率的

な事業展開を図った。 

 

（１） 訪日旅行商品造成 

訪日旅行商品造成を支援するため、海外の旅行会社の要望に基づく提案や情報・販促素材等の提供、

モデル的な訪日旅行商品の素材提供等による企画コンサルティング、旅行博覧会や展示会等への参加、

現地有力旅行会社キーパーソンの日本への招請、日本における商談会の開催等の支援を行った。平成

２５年度の主な実績は以下のとおり。 

 

① 旅行博覧会・展示会等への参加 

世界各地で開催される主要な旅行博覧会・展示会に地方公共団体、民間事業者等と共同で出展

し、訪日旅行の認知度向上、需要喚起に貢献した。 
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日程 開催地 旅行博・展示会名 対象 実績 

韓国 

平成２５年 

５月２４日 

～２６日 

ソウル 
ハナツアー 

博覧会（HITS2013） 

一 般 ・ 旅 行

業界 

・来場者数８５，０００人 

・日本ブース共同出展者数：５２団体・企業 

・日本ブース来場者数：６８，０００人 

平成２５年 

５月３０日 

～６月２日 

ソウル 

第２６回 

韓 国 国 際 観 光 展

（KOTFA2013） 

一 般 ・ 旅 行

業界 

・来場者数１２０，６４１人 

・日本ブース共同出展者数：１５団体・企業 

・日本ブース来場者数：９６，５１３人 

平成２５年 

９月６日 

～９日 

釜山 

第１６回 

釜 山 国 際 観 光 展

（BITF2013） 

一 般 ・ 旅 行

業界 

・来場者数：９４，４８４人 

・日本ブース共同出展者数：２０団体・企業 

・日本ブース来場者数：７５，５８８人 

台湾 

平成２５年 

５月１０日 

～１３日 

高雄 
2013 高雄国際旅行

展（KTF） 

一 般 ・ 旅 行

業界 

・来場者数：１２．８万人 

・日本ブース共同出展者数：７団体・企業 

平成２５年 

１０月４日 

～７日 

台中 
2013 台中国際旅展

（TTF） 

一 般 ・ 旅 行

業界 

・来場者数：１３．１万人 

・日本ブース共同出展者数：７団体・企業 

平成２５年 

１０月１８日 

～２１日 

台北 
台北国際旅展（ITF）

2013 

一 般 ・ 旅 行

業界 

・来場者数：３１．５万人 

・日本ブース共同出展者数：４８団体・企業 

中国 

平成２５年 

６月２１日 

～２３日 

北京 
北 京 旅 游 博 覧 会

（BITE）2013 

一 般 ・ 旅 行

業界 

・来場者数：１５．３万人 

・日本ブース共同出展者数：１１団体 

平成２５年 

８月３０日 

～９月１日 

広州 

中国（広州 

国際旅游産業博覧

会（CITE）2013 

一 般 ・ 旅 行

業界 

・来場者数：約５０万人 

・日本ブース共同出展者数：１０団体 

・日本ブース来場者数：５２，６００人 

香港 

平成２５年 

６月１３日 

～１６日 

香港 
第２７回香港国際旅

游展（ITE）2013 

一 般 ・ 旅 行

業界 

・来場者数：８５，０７２人  

・日本ブース共同出展者数：１９団体 

・日本ブース来場者数：約２０，０００人  
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タイ 

平成２５年 

８月１５日 

～１８日 

バンコク 

Thai International 

Travel Fair #13 

（TITF） 

一 般 ・ 旅 行

業界 

・日本ブース共同出展者数：２４団体 

・連携した旅行会社での訪日旅行商品購入

者数：３，２４９人（前年２，０６０人、５７．

７％増） 

平成２６年 

２月２０日 

～２３日 

バンコク 

Thai International 

Travel Fair #14 

（TITF） 

一 般 ・ 旅 行

業界 

・日本ブース共同出展者数：５９団体 

・連携した旅行会社での訪日旅行商品購入

者数：６，６２７人（前年５，２４７人、２６．

３％増） 

シンガポール 

平成２５年 

８月１６日 

～１８日 

シンガポール 
NATAS Holidays 

2013 

一 般 ・ 旅 行

業界 

・来場者数：６３，７４４人 

・日本ブース共同出展者数：１９団体 

・連携した旅行会社での訪日旅行商品購入

者数：５，３２３人（前年比）５６．６％増。 

※購入者数は、ジャパンパビリオンでのギ

ブアウェイ引き換え人数を基に記載。 

平成２６年 

２月２８日 

～３月２日 

シンガポール 
NATAS Travel 

2014 

一 般 ・ 旅 行

業界 

・来場者数：５４，２７５人 

・日本ブース共同出展者数：１８団体 

・連携した旅行会社での訪日旅行商品購入

者数：２，７４１人 

※購入者数は、ジャパンパビリオンでのギ

ブアウェイ引き換え人数を基に記載。 

ギブアウェイ引き換え人数とは別途、機構

が旅行会社へ独自ヒアリングをした結果

は、（前年比）１５～２０％増であった。 

マレーシア 

平成２５年 

７月６日 

～７日 

ペナン 

Malaysia 

International Travel 

Mart 2013 

一 般 ・ 旅 行

業界 

・来場者数：約３万人 

・連携した旅行会社での訪日旅行商品予約

人数：約５３０人 

・査証免除の情報発信 
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平成２５年 

９月６日 

～８日 

 

マレーシア 

クアラルンプー

ル 

MATTA FAIR 

2013 

一 般 ・ 旅 行

業界 

・来場者数：８６，８６７人 

・日本ブース共同出展者数：１８団体 

・査証免除案内：２，５００件対応 

・連携した旅行会社での訪日旅行商品購入

者数：２４４７人 

平成２６年 

３月１４日 

～１６日 

マレーシア 

クアラルンプー

ル 

MATTA FAIR 

2014 

一 般 ・ 旅 行

業界 

・来場者数：９０，２７３人 

・日本ブース共同出展者数：１３団体 

・連携した旅行会社での訪日ツアー購入者

数：１，７３３人 

インドネシア 

平成２６年 

３月２１日 

～２３日 

インドネシア 

ジャカルタ 

Astindo Fair 

2014 

一 般 ・ 旅 行

業界 

・来場者数：７５，０００人 

・日本ブース共同出展者数：７団体 

フィリピン 

平成２６年 

２月１４日 

～１６日 

マニラ Travel Tour Expo 一般 

・来場者数：７０，１１６人 

・日本ブース共同出展者数：４団体 

・日本ブース来場者数：１，２６９人 

豪州 

平成２５年 

５月１９日 
メルボルン 

Melbourne Snow 

Travel Expo 2013 
一般 

・来場者数：６，０００人 

・日本ブース出展者数：７団体 

・日本ブース来場者数：約２，２００人 

平成２５年 

５月２６日 
シドニー 

Sydney Snow Travel 

Expo 2013 
一般 

・来場者数：７，０００人 

・日本ブース出展者数：１４団体 

・日本ブース来場者数：約２，５００人 

米国 

平成２５年 

１１月６日 

～９日 

オーランド 

（フロリダ） 
DEMA Show 旅行業界 

・来場者数：８，１７６人 

・日本ブース共同出展者数：１団体 

・日本ブース来場者数：８００人 

平成２６年 

２月８日 

～９日 

ロサンゼルス 
Los Angeles Travel & 

Adventure Show 
一般 

・来場者数：３２，１８１人 

・日本ブース共同出展者数：１９団体・社 

・日本ブース来場者数：８，４００人 

平成２６年 

２月２８日 

～３月２日 

ニューヨーク 
The New York Times 

Travel Show 
一般 

・来場者数：２３，７１８人 

・日本ブース共同出展者数：１８団体・社 

・日本ブース来場者数：６，５００人 
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カナダ 

平成２５年 

１０月２５日 

～２７日 

モントリオール 
Salon International 

Tourisme Voyages 

一 般 ・ 旅 行

業界 

・来場者数：３３，０００人 

・日本ブース共同出展者数：１６社 

・日本ブース来場者数：６，６００人 

平成２６年 

２月２１日 

～２３日 

トロント 

The Outdoor 

Adventure Show 

Toronto 

一 般 ・ 旅 行

業界 

・来場者数：３０，０００人 

・日本ブース共同出展者数：６社 

・日本ブース来場者数：４，０００人 

英国 

平成２５年 

１０月３０日 

～１１月３日 

ロンドン 
Ski & Sｎowboard 

Show 2013 
一般 

・来場者数：３３，４７９人 

・日本ブース共同出展者数：３社 

・日本ブース来場者数：４，５６０人 

平成２５年 

１１月４日 

～７日 

ロンドン 
World Travel Market 

(WTM) 2013 
旅行業界 

・来場者数：５０，０００人 

・日本ブース共同出展者数：１３社 

・日本ブース来場者数：約３，５００人 

フランス 

平成２５年 

７月４日 

～７日 

パリ Japan Expo 2013 一般 
・来場者数：２３２，８７７人 

・日本ブース共同出展者数：なし 

平成２５年 

１１月８日 

～１１日 

コルマール 

（アルザス） 
SITV 2013 一般 

・来場者数：３１，１３５人 

・日本ブース共同出展者数：２社 

平成２６年 

３月２０日 

～２３日 

パリ 
MAP (Le Monde à 

Paris) 2014 
一般 

・来場者数：１０２，３３５人 

・日本ブース共同出展者数：９社 

ドイツ 

平成２６年 

１月１１日 

～１９日 

シュトゥットガル

ト 
CMT 2014 一般 

・来場者数：２４１，０００人 

・日本ブース共同出展者数：６社 

・日本ブース来場者数：３，３５０人 

平成２６年 

３月５日 

～９日 

ベルリン ITB Berlin 2014 
一 般 ・ 旅 行

業界 

・来場者数：１７４，０００人 

・日本ブース共同出展者数：１５社 
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イタリア 

平成２５年 

１０月１７日 

～１９日 

リミニ TTG Incontri 2013 旅行業界 
・来場者数：５１，１９２人 

・日本ブース共同出展者数：４社 

平成２６年 

２月１３日 

～１５日 

ミラノ 

BIT (Bolsa 

International del 

Turismo) 2014 

一 般 ・ 旅 行

業界 

・来場者数：６２，１７０人 

・日本ブース共同出展者数：１４社 

スペイン 

平成２６年 

１月２２日 

～２６日 

マドリード 

FITUR (Feria 

Internacional del 

Turismo) 2014 

一 般 ・ 旅 行

業界 

・来場者数：２１７，７８０人 

・日本ブース共同出展者数：１０社 

ロシア 

平成２５年 

１０月１０日 

～１２日 

サンクトペテル

ブルグ 

International Travel 

Trade Fair 

(INWETEX-CIS 

Travel Market 2013) 

一 般 ・ 旅 行

業界 

・来場者数：６，９３５人 

・日本ブース共同出展者数：５社 

・日本ブース来場者数：２，９４５人 

平成２６年 

３月１９日 

～２２日 

モスクワ 
MITT（モスクワ国際

旅行観光見本市） 

一 般 ・ 旅 行

業界 

・来場者数：７３，７６５人 

・日本ブース共同出展者数：１２社 

・日本ブース来場者数：４，５１２人 

スウェーデン 

平成２６年 

３月２０日 

～２３日 

ヨーテボリ TUR 2014 
一 般 ・ 旅 行

業界 

・来場者数：６０，０００人 

・日本ブース共同出展者数：２社 

・日本ブース来場者数：６，７００人 

 

② 有力旅行会社キーパーソンの日本への招請 

 主要市場の有力旅行会社の企画担当者を、日本招請または一部支援し、観光地の視察をしても

らうことで、新しい観光魅力を取り入れたツアーの新規開発やツアールートの改善を促進した。平成

２５年度は、６０件の招請事業を実施し、２０ヶ国・地域より延べ１，４５５人のキーパーソン等が機構

の支援により訪日視察を行った。 

 

【平成２５年度に実施した招請事業の例】 

  日本ＡＳＥＡＮ友好協力４０周年記念事業として東南アジアからの招請事業を実施訪日ツアー造成

と訪日外国人旅行者数の拡大を図るため、日本ＡＳＥＡＮ友好協力４０周年記念事業として、東南ア

ジア６ヶ国（タイ・シンガポール・インドネシア・マレーシア・ベトナム・フィリピン）の旅行会社の商品造
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成担当者等を招請した。５月１１日～１６日にかけて、設定された合計９本のコースへ参加した海外

バイヤー１２０社に対して、観光地等の情報を提供するとともに地元関係者との意見交換会等を実

施した。 

 （参考）招請コース一覧 

Ｒｏｕｔｅ-１： 北海道 ４泊６日コース（旭川、網走、知床、釧路、帯広） 

Ｒｏｕｔｅ-２： 北海道・東京 ５泊６日コース（札幌、旭川、富良野、余市、大沼、函館、墨田） 

Ｒｏｕｔｅ-３： 北海道・東北 ４泊６日コース（小樽、札幌、函館、弘前、鹿角、平泉、松島、仙台）  

Ｒｏｕｔｅ-４： 関東 ４泊６日コース（成田、佐原、鴨川、木更津、富津、川崎、横浜、富岡、水上）  

Ｒｏｕｔｅ-５： 東京・中部 ４泊６日コース（墨田、松本、高山、白川郷、立山） 

Ｒｏｕｔｅ-６： 中部 ４泊６日コース（名古屋、郡上、高山、白川郷、立山） 

Ｒｏｕｔｅ-７： 中国・四国 ４泊６日コース（広島、宮島、松山、高知） 

Ｒｏｕｔｅ-８： 九州・中国・四国 ４泊６日コース（阿蘇、別府、福岡、宮島、広島、尾道、松山） 

Ｒｏｕｔｅ-９： 九州 ４泊６日コース（福岡、杵築、湯布院、別府、阿蘇、熊本、鹿児島） 

 

 ドイツで旅行会社招請事業を実施 

 平成２６年２月に、冬の訪日商品の造成を目的とした視察旅行を東京、京都、直島、広島のコース

で実施し、６社が参加した。アジア旅行を専門にしている旅行会社等、日本行きの扱いが多い旅行

会社を中心に参加者の選定を行ったため、今後のツアーの新規造成及び販売増が期待できる。 

 

 中国で旅行会社販売担当者招請事業を実施 

 平成２５年６～８月に、中国１１都市４５社の旅行会社が参加して、訪日旅行商品セールスコンテス

トを開催した。参加各社のセールス成績上位者７０人（北海道＋東京視察３５人、沖縄＋東京視察３

５人）を訪日視察旅行に招請し、東京で表彰式を行った。大手旅行会社のセールス成績優秀な販売

員を招請し、実際の日本の魅力を体験してもらったため、今後の訪日ツアーの販売増が期待でき

る。 

 

③ 商談会の開催 

海外の主要市場において、日本の地方公共団体、観光事業者と海外現地の旅行会社等を対象

とした商談会を企画・開催し、国内の関係者と海外現地の関係者の適切なマッチングを行うとともに、

具体的な商談を行う場を提供した。 
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【平成２５年度に出展した主な旅行商談会（海外）】 

日程 
開催国・ 

開催地 
商談会名 実績 

平成２５年 

５月２９日 
韓国・ソウル 

2013 Visit Japan 

韓国市場商談

会 in ソウル 

・韓国国際観光展（ＫＯＴＦＡ２０１３）に参加する日本側

出展者等と、韓国の旅行会社等を対象とした旅行商談

会をソウル市内のホテルで開催。 

・日本側参加団体：３６団体・企業 

・韓国側参加団体：７１団体・企業 

平成２５年 

９月５日 
韓国・釜山 

2013 Visit Japan 

韓国市場商談

会 in 釜山 

・釜山国際観光展（ＢＩＴＦ２０１３）に参加する日本側出展

者等と、韓国の旅行会社等を対象とした旅行商談会を

釜山市内のホテルで開催。 

・日本側参加団体：３５団体・企業 

・韓国側参加団体：４６団体・企業 

平成２５年 

９月９日～ 

１１日 

マレーシア・ 

コタキナバル、

クアラルンプー

ル、ペナンの３

都市 

2013 Visit Japan 

Travel Trade 

Meet in Malaysia 

・日本の地方自治体、宿泊施設、観光関連団体と、訪日

を扱う旅行会社、ランド社、メディア関係者、学校関係者

（クアラルンプール）を対象として、教育旅行セミナー・商

談会を実施。 

【日本側】 

・コタキナバル：１９団体 

・クアラルンプール：３６団体 

・ペナン：１４団体 

【マレーシア側】 

・コタキナバル：１８団体 

・クアラルンプール：４９団体 

・ペナン：２３団体 

平成２５年 

９月１０日～ 

１２日 

アメリカ・ 

ラスベガス 

Luxury Travel 

Exchange 

・富裕層顧客向けに旅行手配を行うトラベルエージェント

を対象とした業界向け旅行展示会に参加し、商談を行う

と共に、共同出展者と共に訪日旅行セミナーを開催し

た。 

・来場者数：９００人 

・日本側参加団体：１０団体（JNTO 含む） 

・総商談数：２５１件 

・セミナー参加者数：１８０人 
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平成２５年 

１０月５日～ 

８日 

アメリカ・ 

ラスベガス 

World Routes 

2013 

・日本への新規路線の誘致・既存路線の増便について、

世界の航空会社の路線計画担当者と商談を行った。 

・参加団体、企業：航空会社２６８社、空港３９２社、観光

団体１０９団体、その他１５５社（メディア・メーカー等） 

平成２５年 

１０月１９日 
台湾・台北 

2013 台北国際

旅行博商談会 

・台北国際旅行博（ＩＴＦ）に出展する日本側出展者等と

共同で、台湾の旅行会社等を対象とした旅行商談会を

台北市内で開催。 

平成２５年 

１０月５日～ 

８日 

アメリカ・ 

ラスベガス 

World Routes 

2013 

・日本への新規路線の誘致・既存路線の増便について、

世界の航空会社の路線計画担当者と商談を行った。 

平成２６年 

３月２４日 

インドネシア・ 

ジャカルタ 

2014 Visit Japan 

Travel Trade 

Meet in Japan 

・インドネシアにおいて開催される旅行博Ａｓｔｉｎｄｏの時

期に合わせて、旅行関係者等を対象とした訪日旅行セミ

ナー・商談会を実施。 

・日本側出展者：７団体 

平成２６年 

１月１６日 
シンガポール 

企業インセンテ

ィブセミナー 

・インセンティブ旅行に特化したセミナー・商談会を開

催。 

・日本側参加者：１７団体 

・現地参加者：９１人 

平成２６年 

１月１７日 
シンガポール 教育セミナー 

・教育旅行に特化したセミナー・商談会を開催。 

・日本側参加者：９団体 

・現地参加者：９５人 

平成２６年 

３月１０日～ 

１３日 

アメリカ・ 

マイアミ 

Shipping Cruise 

Miami 

・日本への新規路線の誘致・既存路線の増便について、

世界の船会社の路線計画担当者と商談を行った。 

・日本側参加団体、企業：３０人 

・商談した船社：１１社２０人 
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平成２５年 

５月２０日、 

２７日 

豪州・ 

メルボルン、 

シドニー 

JAPAN Snow & 

Adventure 

Seminar 2013 

・スキー＆アドベンチャー型の訪日ツアー造成・販売の

促進を目的としたセミナー・商談会を開催。 

メルボルン 

・旅行会社参加者：７０人 

・日本側参加者：１４人 

シドニー 

・旅行会社参加者：１１５人 

・日本側参加者：４６人 

 

（２） 訪日旅行商品販売支援 

現地有力旅行会社との共同広告を実施し、訪日旅行商品の需要喚起を促したほか、旅行会社による

販売を支援するため、旅行会社等のスタッフを対象とした研修・セミナーの実施や、訪日旅行販売担当

者のスキルアップを目的とするＪＴＳ（Ｊａｐａｎ Ｔｒａｖｅｌ Ｓｐｅｃｉａｌｉｓｔ）育成事業、一般消費者向け旅行商品

販促イベント等を行った。平成２５年度の主な事業実績は以下のとおり。 

 

① 旅行会社等との共同広告 

旅行会社等と共同で新聞、雑誌、ウェブサイト等に広告を掲出し、訪日旅行の需要喚起と訪日旅

行商品の販売促進を行った。 

 

【平成２５年度に実施した共同広告の例】 

 タイで査証免除を契機とした共同広告を実施 

平成２５年７月１日から査証免除となったことを受けて、「祝・査証免除記念」のロゴをいれた現地旅

行会社との共同広告を実施した。査証免除を謳うことにより、さらなる訪日旅行意欲を喚起し、これま

でも好調だったタイからの訪日客数のさらなる増加につなげた。 

 

 韓国で旅行会社等との訪日旅行販売促進事業を実施 

訪日外客数１，０００万人達成に向け、平成２５年１０月～１２月までの３ヶ月間、西日本商品や格

安商品を前面に出して大手旅行会社等との大々的なタイアップを実施。訪日商品割引キャンペーン

や、ＪＡＴＡ・運輸局等の協力を得て訪日旅行客への特典提供・旅行商品の販売広告等を実施し、１

５，２４９人の送客につなげた。 

 

 マレーシアでエアアジア X と査証免除に関する共同広告を実施 

 平成２５年７月１日からの査証免除開始に伴い、７月１日～５日に、エアアジア X と共同で、新聞及

びラジオでの査証免除を告知する広告を行った。また、エアアジア X は査証免除の特別企画として、

７月１日～７日までの期間限定で、クアラルンプール－羽田便及びクアラルンプール－関空便の航
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空券を２６９マレーシアリンギットというプロモーション料金で発売し、約２，９００枚が販売された。 

 

 米国市場における個人旅行者をターゲットとした春夏の送客強化キャンペーンの実施 

平成２５年度春夏の送客を図るべく、平成２５年３月中旬に西海岸地区の消費者をターゲットとし

て現地主要紙「ロサンゼルス・タイムズ」と「サンフランシスコ・クロニクル」への広告掲載と、春夏の

訪日旅行スペシャルパッケージ紹介サイト設置による旅行商品販促ＰＲを行った。新聞広告では商

品サイトのＵＲＬをスペシャルブッキングサイトとして掲載。サイト上では３月３１日を申し込み締め切

りとした事業パートナー１８社の特別商品を紹介し、ＦＩＴ（個人旅行）層の春の駆け込み需要の取り

込みと夏の訪日旅行促進を図った。 

 

 フランスで航空会社と共同広告を実施 

平成２５年６月の「日仏間観光協力に関する共同声明」調印にあわせて、フランス観光開発機構

（Ａｔｏｕｔ Ｆｒａｎｃｅ）と作成した日・仏共同ビジュアルを使用し、平成２５年１０月２１日～２７日にかけ

てエールフランス航空と共同で、４ｍｘ３ｍの大型パネル計１５０枚を地下鉄駅構内に掲出したほか、

オンライン広告を実施し、集中的な露出・訪日誘客を行った。 

 

 豪州で旅行会社との共同広告を実施 

共同広告事業の一環として、ＮＳＷ（ニューサウスウェルズ）州で発行されている一般紙Ｓｙｄｎｅｙ 

Ｍｏｒｎｉｎｇ Ｈｅｒａｌｄ及びＶＩＣ（ヴィクトリア）州で発行されているＴｈｅ Ａｇｅで１２ページにわたる日本

特集号を掲載した。同紙では、訪日商品を取り扱っている旅行会社６社の広告を掲載し、記事に合

わせ、訪日旅行の需要拡大を図った。 

 

② 研修・セミナーの実施 

海外において現地旅行会社等を対象に、訪日旅行の基本情報や新たな観光素材を発信するセミ

ナーを実施した。平成２５年度は、９６件のセミナーを実施し、延べ５，３４８人が参加した。 

 

【平成２５年度に実施した研修・セミナーの例】  

  台湾では平成２５年１２月及び平成２６年３月に、台北・台中・高雄の３都市にて、現地旅行会社向

けの勉強会を開催した。旅行会社約３００人に対して、バスなどの訪日旅行手配や商品企画につい

ての説明を行い、適切な旅行手配や高付加価値の旅行商品造成を促した。 

 

  豪州では平成２５年７月２３日に、ゴールドコーストにて事業パートナー（日本側自治体）８団体と共

同で、現地日本語教師と教育旅行取扱旅行会社社員合計８５人を対象にしたセミナーを主催した。

前半は各自治体からのプレゼンテーションを実施、後半は日本語教師や旅行会社社員など参加者

とのネットワーキングセッションを実施し、受入自治体の情報提供や訪日旅行に必要な情報の提供

を行い、訪日旅行商品の販売支援を行った。 
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③ ＪＴＳ（Ｊａｐａｎ Ｔｒａｖｅｌ Ｓｐｅｃｉａｌｉｓｔ）育成事業 

現地旅行会社のコンサルティング能力の向上と訪日旅行商品の販売促進を目的に、訪日旅行の

販売のために必要な知識をウェブサイト上で学習できるＥラーニングシステムを運営し、訪日旅行専

門家：ＪＴＳ（Ｊａｐａｎ Ｔｒａｖｅｌ Ｓｐｅｃｉａｌｉｓｔ）の育成を行った。 

 

 ＜中国＞ 

平成２５年度に開講した「訪日旅行スペシャリスト育成Ｅ－ラーニング」において、訪日旅行基礎

知識の習得を目的として、４３２人が受講し、うち３５７人が訪日旅行スペシャリスト（ＪＴＳ）として認定

を受けた。また、認定者のうち成績優秀者７０人を選定し、ゴールデンルートの視察旅行に招請し

た。 

 

＜米国＞ 

 訪日旅行商品を販売する旅行会社（リテーラーエージェント）を対象に、日本各地の観光情報・トピ

ックス、顧客に対するセールスポイント等に関する知識の習得を目的としたＥラーニング「Ｊａｐａｎ Ｔ

ｒａｖｅｌ Ｓｐｅｃｉａｌｉｓｔ（ＪＴＳ）」事業を実施した。平成２５年度は新たに９２５人の新規登録を獲得し、平

成２６年３月末までに合計２，８４４人をＪＴＳとして認定した。 

 

＜英国＞ 

旅行会社社員が訪日旅行商品販売にかかわる知識を身につけ、旅行商品の円滑な販売を促進

するために、Ｅラーニング事業を実施した。平成２５年度末までに、受講者が７８８人、うち４５７人が

ＪＴＳに認定された。 

 

＜フランス＞ 

フランスのＥラーニング事業では、基礎情報、ゴールデンルートに関する初級に加え、地方に特化

した中級コースによって構成されたＥラーニングを実施し、平成２５年度末までに３，２３１人の受講と、

修了した２９６人のＪＴＳ認定を行った。 

 

＜ドイツ＞ 

ドイツでは、平成２３年度末に旅行業界誌ＦＶＷが実施するＥラーニングシステムに開設した新し

いプラットフォームを利用したＥラーニング事業を実施した。平成２５年度の受講者は５８２人、修了

者４８１人をＪＴＳとして認定した。 

 

＜豪州＞ 

豪州では平成２５年８月に訪日旅行商品を取り扱う旅行会社を対象にイントラネットを活用したＥ

ラーニングを実施した。約３，０００店舗以上の１１，２００人の旅行コンサルタント向けに訪日に関す

る基本情報を配信し、５１２人が受講し、２５７人が修了した。 
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＜カナダ＞ 

カナダでは、訪日旅行商品を扱う旅行会社の社員を中心に、訪日旅行に関する知識の習得を目

的として英語と仏語の２言語でＥラーニングを実施しており、新たに１９５人が受講・１２８人が認定さ

れた。（英語受講１３５人・認定９８人、フランス語受講６０人・認定３０人） 

 

（３） 一般消費者向け旅行商品販促イベント 

旅行会社と共同で、一般消費者を対象にしたイベントを開催し、訪日旅行に関する情報提供及び、事

業パートナーによる訪日旅行商品の販売促進を行った。 

 

＜中国＞ 

中国上海のショッピングセンター龍之夢において、１２月９日～１５日の期間、上海の一般消費者に訪

日観光魅力をＰＲするイベント「精彩無限 日本旅遊節」を開催した。訪日観光相談カウンター、九州・沖

縄観光ＰＲブース、旅行会社５社による訪日旅行商品相談コーナーを設置し、ステージイベントや抽選会

を実施した。来場者数は約３万人で、旅行会社５社の訪日旅行商品販売数は２９件、具体的な質問等を

伴った有望な相談件数は６６０件となった。 

その他にも、以下４件の一般消費者向けイベントを開催した。 

 日本旅遊展（北京）： 旅行会社２社参加 

 南湖国旅販促イベント（広州）： 旅行会社１社参加 

 伊勢丹ジャパンウィーク（上海）： 旅行会社５社参加 

 Ｃｔｒｉｐ顧客販促イベント（上海）： 旅行会社１社参加 

 

その他適切な評価を行う上で参考となり得る情報 

 平成２６年２月１４日～１６日、フィリピン・マニラにおいて開催された「Ｔｒａｖｅｌ Ｔｏｕｒ Ｅｘｐｏ ２０１４」

において、日本ブースは、日本のイメージとして定着している“桜”を中心とした装飾で来場者の注

目を集め、主催者より最優秀ブースデザイン賞を獲得した。 

 

 平成２６年３月５日～９日、ドイツ・ベルリンにて開催されたベルリン国際観光展（ＩＴＢベルリン）にお

いて、Ｇｏ Ａｓｉａ社主催のドイツの旅行会社３６９社を対象にしたアンケートに基づく表彰で、アジア

一の政府観光局を選ぶ「Ｂｅｓｔ Ｔｏｕｒｉｓｍ Ｂｏａｒｄ Ａｓｉａ」において、機構フランクフルト事務所が１

位に選ばれた。 

 

 平成２５年９月～１２月にかけ、訪日旅行１，０００万人を達成するため、ラストスパート事業として韓

国・香港・台湾・欧州等の市場において航空会社や旅行会社との共同広告を実施したほか、訪日需

要が回復し始めた中国市場において旅行会社と訪日旅行の販売促進イベントを実施するなど、直

接一般消費者にアピールしたことにより、平成２５年訪日旅行１，０００万人達成に貢献した。 
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【ラストスパート事業の例】 

＜航空会社等との広告宣伝（平成２５年１０月～１２月、台湾）＞ 

主要航空会社５社程度と、就航路線及び関連旅行商品についての共同広告を実施し、４万人規模の

送客効果があった。 

 

＜旅行会社との共同広告（平成２５年９月１５日～１２月３１日、香港）＞ 

香港における旅行会社１８社と販促商品を造成し、新聞・雑誌等で共同広告を実施した。当初、秋～

春にかけての実施を予定していたが、秋・冬に集中することで、４万人規模の送客効果があった。 

 

＜カナダにおける航空会社との共同広告事業（平成２５年９月～１２月、カナダ）＞ 

エア・カナダから特別キャンペーン料金の提供を受け、主要紙であるＭＥＴＲＯ、ＳＵＮ、Ｈｅｒａｌｄ、Ｓｔａｒ

及びオンライン媒体のＴＲＡＶＯＲＡ、Ｔｒｉｐ Ａｄｖｉｓｅｒにて共同広告を実施し、１，０００人規模の送客効果

があった。 
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（２）国内受入体制整備支援業務 

＞① 観光案内所の整備支援業務＜ 

【中期目標】 

訪日外国人旅行者の利便性・満足度を向上させるため、国内における受入環境整備として、外国人観

光案内所の認定・支援を行い、案内所の更なる質の向上・質の担保を図る。支援の実施に当たっては、

認定案内所からの評価を定量的に把握し、相当程度の評価を得るものとする。機構が運営するツーリス

ト・インフォメーション・センター（以下「ＴＩＣ」という。）については、機構がこれまでに培ってきたネットワー

クや手法に基づき、民間のノウハウを取り入れた効果的な運営を行うとともに案内所支援業務の中核と

して全国の案内所との連携を強化する。運営にあたっては、ウェブを活用した情報提供コンテンツを創設

するとともに、ＴＩＣにおいて対面、電話またはウェブによって情報提供を行う機会を増加させる。また、立

地や他の外国人観光案内所との連携方法等を含め、現行の在り方を利用者視点に立って見直す。 

通訳案内士試験の代行業務については、通訳案内士試験の受験手数料収入で試験業務経費を償う

ことができず赤字化している現状を踏まえ、その原因を分析した上で、受験者数の予測を行い、試験実

施方法の見直し等による試験事務の更なる効率化を実施し、あわせて、受験者数の増大を図ることによ

り、可能な限り早期に、本試験事務の収支が償う状態とする。 

【中期計画】 

訪日外国人旅行者の国内受入環境整備を推進するため、外国人観光案内所の認定・支援を行い、ボ

ランティアガイドの活用も視野に入れつつ、外国人観光案内所の更なる質の向上・質の担保を図る。支

援の実施に当たっては、外国人旅行者の動向や認定案内所のニーズを踏まえ、支援の充実を図ることと

する。 

ツーリスト・インフォメーション・センター（以下「ＴＩＣ」という。）については、機構がこれまでに培ってきた

ネットワークや手法に基づき、民間のノウハウを取り入れた効果的な運営を行うとともに、案内所支援業

務の中核として全国の案内所との連携を強化する。運営に当たっては、ウェブを活用した情報提供コンテ

ンツを創設するとともに、海外事務所等を通じたＴＩＣの広報の強化を行い、対面、電話またはウェブによ

って情報提供を行う機会を増加させる。また、立地や他の外国人観光案内所との連携方法等を含め、現

行の在り方を利用者視点に立って見直す。 

数値目標 

外国人観光案内所に対する調査において、機構からの支援サービスの評価が、４段階評価で上位２

つの評価を得る割合が７割以上となることを目指す。 

中期目標期間中に、ＴＩＣによる情報提供件数を年間１２万件とする。 

【年度計画】 

訪日外国人旅行者の国内受入環境整備を推進するため、外国人観光案内所の認定・支援を行い、ボ

ランティアガイドの活用も視野に入れつつ、外国人観光案内所の更なる質の向上・質の担保を図る。平

成２５年度は、地方運輸局と連携して新たに認定案内所実態調査を行うほか、認定観光案内所専用サイ

トを立ち上げる。支援の実施に当たっては、外国人旅行者の動向や認定案内所のニーズを踏まえ、支援
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の充実を図ることとする。 

ツーリスト・インフォメーション・センター（以下「ＴＩＣ」という。）については、機構がこれまでに培ってきた

ネットワークや手法に基づき、民間のノウハウを取り入れた効果的な運営を行うとともに、案内所支援業

務の中核として全国の案内所との連携を強化する。具体的にはＴＩＣと認定案内所（特に拠点案内所）と

の相互案内に取り組む。また、ウェブを活用した情報提供コンテンツを創設するとともに、海外事務所等

を通じたＴＩＣの広報の強化を行い、対面、電話またはウェブによって情報提供を行う機会を増加させる。

また、立地や他の外国人観光案内所との連携方法等を含め、現行の在り方を利用者視点に立って見直

す。 

数値目標 

外国人観光案内所に対する調査において、機構からの支援サービスの評価が、４段階評価で上位２

つの評価を得る割合が７割以上となることを目指す。 

ＴＩＣによる情報提供件数を６万３，０００件とする。 

 

年度計画における目標設定の考え方 

外国人観光案内所に対し機構のサービスの満足度に関する調査を行い、支援の質を高めていく。 

世界的なＩＣＴの技術革新にともなう訪日外国人旅行者の情報収集環境の変化に鑑み、ＴＩＣでの情報

提供方法についても、従来の対面や電話の直接対応に加え、ウェブサイトでの情報提供を強化する。そ

の成果指標としてＴＩＣ作成資料のダウンロード件数を設定し、平成２５年度の目標値を対面・電話での

情報提供と同水準の３万件とし、対面・電話での情報提供件数と合わせて、ＴＩＣによる情報提供件数を６

万３，０００件とすることを平成２５年度の目標とする。 

 

実績値と取組状況 

数値目標の達成状況 

【機構からの情報提供に対する評価】 

外国人観光案内所に対する調査において、機構からの情報提供が、４段階評価で上位２つの評価を

得る割合は９５．２％となり、目標である７割以上を大きく上回った。 

 ブロック別 

研修会（中国） 

ブロック別 

研修会（四国） 

認定案内所 

研修会 
平均評価 

大変役立った ２３．５％ ２７．４％ ６９．５％ 
９５．２％ 

役立った ７０．６％ ６８．４％ ２４．８％ 

あまり役立たなかった ５．９％ ４．２％ ３．３％ ４．０％ 

全く役立たなかった ０．０％ ０．０％ ０．６％ ０．２％ 

未回答 ― ― １．８％ ０．６％ 
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【ＴＩＣによる情報提供件数】 

平成２５年度のＴＩＣのよる情報提供件数は、１６万６，９９２件となり、目標値の６万３，０００件を大きく

上回った。 

 平成２５年度数値目標 平成２５年度実績 達成率 

対面・電話による 

情報提供件数※ 
３３，０００件 ４６，４６１件 １４０．８％ 

ウェブによる情報提供件数 ３０，０００件 １２０，５３１件       ４０１．８％ 

TIC による情報提供件数 ６３，０００件 １６６，９９２件       ２６５．１％ 

※手紙による情報提供件数も含む 

 

実績が目標を大きく上回った主な要因としては、積極的な広報活動による認知度向上により、来訪、

電話による情報提供件数が増加したことに加え、新設したウェブコンテンツのダウンロード数が想定以

上の伸びを示したことが挙げられる。 

 

取組状況 

（１） 外国人観光案内所の認定・支援 

観光庁が定めた「外国人観光案内所の設置・運営のあり方の指針」（平成２４年１月）に基づき、新た

に２７ヶ所の案内所の新規認定等の結果、平成２５年度末の認定案内所数は３６６ヶ所となった。 

【参考資料１３ 全国の認定外国人観光案内所数（都道府県・カテゴリー別）】 

 

また、２ヶ所の案内所のカテゴリー変更を認定するとともに、以下の取組を通じて、外国人観光案内所

の更なる質の向上・質の担保を図った。 

 

 認定案内所実態調査の実施 

観光庁及び地方運輸局等と合同で北海道、東北、北陸信越、中部、近畿及び沖縄の認定案内

所計６１ヶ所の実態調査を行い、案内業務の状況を確認したほか、課題の把握等を行った。 

 

 認定観光案内所向け情報発信 

平成２５年度より、認定案内所専用ウェブサイトの運用を開始し、ＴＩＣの案内事例や受入に関わ

る法令等について情報を発信するとともに、全国の自治体や認定案内所から外国語のバス時刻表

やイベント情報等を収集し、共有した。また、案内業務に役立つ情報をまとめたメールマガジン「ビ

ジット・ジャパン案内所通信」を、認定案内所やその運営主体に計２９回配信した。 

 

 認定案内所研修会の実施 

新たな取組として、地方・地域単位のブロック別研修会を中国地方（平成２５年９月、広島市、２７

人参加）と四国地方（平成２５年１２月、高松市、２８人参加）において地方運輸局と共同で開催した。
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各地の特性やニーズを踏まえた地域密着型の研修内容とし、認定案内所の横断的な連携や情報

共有の促進を図った。 

平成２６年２月に全国の認定案内所を対象とした研修会を２日間の日程で東京にて開催した。１

日目はＷｉ－ＦｉやＳＩＭカード等、訪日外国人旅行者からの問い合わせが多い通信分野についての

講義や、ＳＩＭカードをスマートフォンに挿入し、設定するといった実習、グループに分かれて案内業

務に関する課題等について意見交換を行った。２日目は近年大きく成長しているムスリム訪日旅行

市場について市場動向や習慣、ハラル対応について講義を行った。 

【参考資料１４ JNTO 認定外国人観光案内所研修会について】 

 

（２） ツーリスト・インフォメーション・センター（ＴＩＣ）による取組 

訪日外国人旅行者数全体の増加及び積極的な広報活動によるＴＩＣ移転後の認知度向上により、来

訪者数の合計は前年度比で１０９．４％となった。また、情報提供件数については、来訪や電話による照

会件数が増加したため、情報提供件数も前年度比でそれぞれ１４７．４％、１３０．２％と大きく伸長した。 

 

＜ＴＩＣの来訪者数＞ 

 平成２４年度 平成２５年度 増加率 

来訪者数 ２０，８１５人 ２２，７６６人 ９．４％ 

 

＜取扱照会件数＞ 

 平成２４年度 平成２５年度 増加率 

来訪による照会件数※１ １５，８５６人  １９，１９８人  ２１．１％  

電話による照会件数※２ １，５４６件  １，６７８件  ８．５％  

手紙による照会件数※３ ２７件  ２７件  ０％  

合計 １７，４２９人／件 ２０，９０３人／件 １９．９％  

※１ 来訪者数のうち、実際にカウンターに立ち寄り質問を行った利用者数の合計 

※２ 入電数の合計 

※３ 手紙受領件数の合計 

 

＜情報提供件数＞ 

 平成２４年度 平成２５年度 前年度比 

来訪による情報提供件数 ２９，５３８件  ４３，５４２件          ４７．４％ 

電話による情報提供件数 ２，２０９件  ２，８７６件          ３０．２％  

手紙による情報提供件数 ４１件  ４３件  ４．９％ 

ウェブによる情報提供件数 平成２５年度より実績取得 １２０，５３１件  － 

合計 ３１，７８８件  １６６，９９２件  － 
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また、以下の取組を通じて、ＴＩＣの効率的・効果的運営と全国の案内所との連携の強化を図った。 

 

 ウェブを活用した情報提供コンテンツの創設 

訪日旅行者向けのＴＩＣ作成資料等を紹介する情報提供コンテンツを JNTO サイト内に創設した。

JＮＴＯの各言語サイトからのＴＩＣページへの誘導を促進する等サイト構成を大幅に見直すことで、

今年度の目標であったＴＩＣ作成資料のダウンロード数が、目標の３万件を大幅に上回り、１２万件

を超えた。 

 

 認定案内所への支援サービスの提供 

認定案内所に対して電話による多言語（英・中・韓）通訳サービスや電話及びメールでの問い合

わせサービスを提供し、認定案内所のリード役としての機能を果たした。 

 

 ＴＩＣの広報強化 

定期的な連絡会の開催、共同でのチラシの作成・配布等を通じて、東京駅周辺に立地する認定

観光案内所と連携して広報を強化するとともに、相互送客を図った。また、海外事務所を通じて各

種メディアを通じたＴＩＣの広報強化を行った。 

 

 民間のノウハウを取り入れた運営 

ＴＩＣの運営を受託する民間事業者が、文化体験や地域連動イベントなどを実施する施設としてＴＩ

Ｃの上階で営業する「ｍａｒｕｎｏｕｃｈｉ ｃａｆｅ ＳＥＥＫ」を活用し、ＴＩＣ利用者に着物、習字、折り紙等

の文化体験を無料で提供した。特に雨天時や小さな子どもを連れた利用者からは、日本滞在の時

間を有意義に過ごすことができたと、高い評価を得た。また、季節のイベント情報をＪＮＴＯが運営

するＦａｃｅｂｏｏｋにて告知することで、文化体験をきっかけにＴＩＣを知る利用者が増え、ＴＩＣの来訪

者増加につながった。 

 

 認定案内所の在り方に関する検討会の設置 

平成２５年１２月に事業連携推進部内に「認定案内所の在り方に関する検討会」を設置し、立地

や他の認定観光案内所との連携方法等を含めて、ＴＩＣの今後のあり方についての検討を開始し

た。 

 

その他適切な評価を行う上で参考となり得る情報 

 訪日旅行中の通信環境の整備 

外国人旅行者が簡便に利用できるＷｉ－Ｆｉ環境の整備が望まれている状況に鑑み、認定案内所

向けのメールマガジンや研修会等の機会を捉えて、最新情報の提供等、環境整備に資する取組を

行った。全国の認定案内所を対象とする研修会で訪日旅行中の通信環境に関する講義や実習を
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行い、関係者・事業パートナーの知識やスキルの習得・向上を支援した。さらに、ＮＴＴ東日本と連

携し、ＴＩＣにおける外客向け無料Ｗｉ－Ｆｉカードの配布を開始した。 

 

 善意通訳制度の普及 

ボランティアガイドの活用も視野に入れつつ、善意通訳制度の普及や表彰の実施、活用促進に

向けて認定案内所や地方公共団体等と連携を図った。 
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＞② 通訳案内士試験業務＜ 

【中期目標】 

訪日外国人旅行者の利便性・満足度を向上させるため、国内における受入環境整備として、外国人観

光案内所の認定・支援を行い、案内所の更なる質の向上・質の担保を図る。支援の実施に当たっては、

認定案内所からの評価を定量的に把握し、相当程度の評価を得るものとする。機構が運営するツーリス

ト・インフォメーション・センター（以下「ＴＩＣ」という。）については、機構がこれまでに培ってきたネットワー

クや手法に基づき、民間のノウハウを取り入れた効果的な運営を行うとともに案内所支援業務の中核と

して全国の案内所との連携を強化する。運営にあたっては、ウェブを活用した情報提供コンテンツを創設

するとともに、ＴＩＣにおいて対面、電話またはウェブによって情報提供を行う機会を増加させる。また、立

地や他の外国人観光案内所との連携方法等を含め、現行の在り方を利用者視点に立って見直す。 

通訳案内士試験の代行業務については、通訳案内士試験の受験手数料収入で試験業務経費を償う

ことができず赤字化している現状を踏まえ、その原因を分析した上で、受験者数の予測を行い、試験実

施方法の見直し等による試験事務の更なる効率化を実施し、あわせて、受験者数の増大を図ることによ

り、可能な限り早期に、本試験事務の収支が償う状態とする。 

【中期計画】 

通訳案内士法に基づき、通訳案内士試験の実施に関する事務を行う。通訳案内士試験の受験手数料

収入で試験業務経費を償うことができず赤字化している現状を踏まえ、その原因を分析した上で、受験

者数の予測を行い、会場費の削減等試験実施方法の見直し等による試験事務の更なる効率化を実施

し、あわせて、広報強化等により受験者数の増大を図ることにより、本試験事務の収支が償う状態とす

る。  

【年度計画】 

通訳案内士法に基づき、通訳案内士試験の実施に関する事務を行う。通訳案内士試験の受験手数料

収入で試験業務経費を償うことができず赤字化している現状を踏まえ、その原因を分析した上で、受験

者数の予測を行い、会場費の削減等試験実施方法等の見直し等による試験事務の更なる効率化を実施

し、あわせて、広報強化等により受験者数の増大を図ることにより、本試験事務の収支が償う状態とす

る。具体的には、低廉な会場の利用により経費の削減を図るとともに、ソーシャルメディア等を活用した通

訳案内士試験の広報・周知の強化を通じて受験者の増大を図りつつ、準会場設置の働きかけを行い、受

験者の増大及び経費の削減に取り組む。 

 

年度計画における目標設定の考え方 

外国人観光旅客の受入体制の確保のため、国土交通省が策定した「通訳案内士試験ガイドライン」に

従い、試験事務代行機関として試験事務を適正かつ円滑に実施するとともに、通訳案内士試験の受験

手数料収入で試験業務経費を償うことができず赤字化している現状を踏まえ、本試験事務の収支が償

う状態とすべく、試験事務の更なる効率化を実施し、あわせて、広報強化等により受験者数の増大を図

ることとした。 
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当該年度における取組 

「通訳案内士試験ガイドライン」に基づき、試験事務の公正性等を確保しつつ、試験事務を代行した。

また、以下の取組を通じて、試験実施方法等の見直し等による試験事務の更なる効率化と広報強化等

による受験者増を図った。 

 

＜試験事務の効率化＞ 

昨年度までの取組に加えて、平成２５年度は新たに以下の取組を行った。 

 

 東京における試験実施会場の統合による運営の効率化 

 

 語学試験（英語）におけるマークシート方式採用に伴う問題作成業務、採点業務の効率化 

 

＜広報・周知の強化＞ 

昨年度までの取組に加えて、平成２５年度は新たに以下の取組を行った。 

 

 通訳案内士試験公式Ｆａｃｅｂｏｏｋを開設し、試験情報や通訳案内士の魅力等についての広報を行

った。 

 

 新たに導入された仏・独・中・ハングルの語学検定１級取得者を対象とする外国語の筆記試験の免

除、大学入試センター試験の高得点者を対象とする一般常識試験及び歴史試験の免除について

の積極的な広報を通じた受験者の拡大を図った。具体的には、Ｆａｃｅｂｏｏｋ・ウェブサイトを通じた

告知、各語学検定試験会場での通訳案内士試験周知チラシ配布等を実施した。 

 

 日本観光協会主催の通訳ガイドサービス体験デーの実施（平成２５年５月２０日）にあたり、報道発

表の実施、Ｆａｃｅｂｏｏｋ・ウェブサイトを通じた告知等を通じて協力した。 

 

上記の取組に加え、一定数の受験者確保を条件に学校等に試験会場を設置する「準会場」を導入し

た。平成２５年度は３ヶ所の準会場を設置し、５７人が受験した。 

また、地域限定通訳案内士試験を実施する沖縄県に対して、外国語筆記試験問題の提供等の支援

を行った。 

【参考資料１５ 平成２５年度通訳案内士試験実施概要】 

 

結果として、平成２５年度の出願者数は延べ５，５３５人（前年比３０９人減）、受験手数料収入は４８，

１５４，５００円となったのに対し、試験業務経費は６６，８６９，９８４円となり、収支は１８，７１５，４８４円

の赤字となった。収支が償う状態には至らなかったものの、出願者数の減少幅は、平成２０年度以降で

最も小さい３０９人（平成２４年度：４９６人、平成２３年度：２，０２８人）となった。
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（３）国際会議等の誘致・開催支援業務 

＞① 国際会議等の誘致支援業務＜ 

＞② 国際会議の開催支援業務＜ 

【中期目標】 

我が国のＭＩＣＥ（Ｍｅｅｔｉｎｇ, Ｉｎｃｅｎｔｉｖｅ Ｔｒａｖｅｌ, Ｃｏｎｖｅｎｔｉｏｎ, Ｅｘｈｉｂｉｔｉｏｎ/Ｅｖｅｎｔ の総称）分野の国

際競争力を強化するため、海外においては各種ＭＩＣＥ関連団体等との国際ネットワークの充実を図ると

ともに、世界のＭＩＣＥ市場の動向及び競合する都市や団体による誘致活動に関する情報の収集力を強

化し、今後の市場トレンドの分析や課題の整理・解決に向けた取組を実施する。また、大学・産業界等国

内主催者との一層の関係強化・支援強化に取り組むとともに、国内外において新規案件を発掘する機能

を拡大する。これらを始めとした各種マーケティング活動の強化を通じて、従来からのＭＩＣＥ誘致・開催

支援業務を強化するとともに、地方自治体、コンベンションビューロー等の誘致主体のマーケティング戦

略の高度化と戦略に基づく誘致活動の着実な実施に向けた支援を行う。 

これらの活動強化を基礎に、我が国のナショナルコンベンションビューローとして、国際会議及びイン

センティブ旅行（企業報奨旅行）等のＭＩＣＥ誘致についてさらなる深化を図る。 

なお、これらの各種取組に当たっては、成果の最大化の観点から、支援対象等の選択と集中の徹底

及び効率的な実施に留意することとする。 

【中期計画】 

① 国際会議等の誘致支援業務 

我が国のナショナルコンベンションビューローとしてのマーケティング機能を強化し、市場分析、誘致対

象のターゲティング、ポジショニング等を踏まえた誘致戦略を策定する。関係者のニーズを的確に反映し

つつ、従来からのＭＩＣＥ（Ｍｅｅｔｉｎｇ, Ｉｎｃｅｎｔｉｖｅ Ｔｒａｖｅｌ, Ｃｏｎｖｅｎｔｉｏｎ, Ｅｘｈｉｂｉｔｉｏｎ/ Ｅｖｅｎｔ の総称）誘

致・開催支援業務を一層充実するとともに、都市・コンベンションビューローの強化のためのコンサルティ

ング機能の拡充を図ることで、我が国のＭＩＣＥ誘致主体のマーケティング戦略の高度化とその着実な実

施に対する支援を行う。 

また、ＩＣＣＡ（Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ Ｃｏｎｇｒｅｓｓ ａｎｄ Ｃｏｎｖｅｎｔｉｏｎ Ａｓｓｏｃｉａｔｉｏｎ）を始めとする国際的なＭＩ

ＣＥ関連団体の活動への積極的な参画等による国際ネットワークの充実を図るとともに、海外における市

場や会議主催者等の動向及び競合国・都市等の誘致活動に関する情報の収集・分析を強化し、国内の

誘致関係者への情報提供を行う。また、国内においては有力な会議主催者等との関係強化や会議誘致

への啓蒙活動の充実等により主催者への動機づけを行い、誘致・開催に向けた意欲を高める等、大学・

産業界等との一層の関係強化を通じた新規案件発掘機能を拡大する。 

あわせて訪日インセンティブ旅行（企業報奨旅行）等の市場分析の強化を通じ、東南アジア、欧米豪等

の有望市場からの誘致拡大を図る。 

なお、これらの取組に当たり、支援対象等の絞りこみ、効率的な実施に留意する。 

②  国際会議の開催支援業務 

誘致が決定した国際会議の開催を円滑に進めるため、ノウハウ事例の提供、人材育成、寄附金募集・



 44 

交付金交付制度の運営等の事業を実施する。 

数値目標 

中期目標期間中に、機構が誘致に成功した国際会議及びインセンティブ旅行への外国人参加者予定

数を年間１０万２，０００人にする。 

【年度計画】 

① 国際会議等の誘致支援業務 

我が国のナショナルコンベンションビューローとしてのマーケティング機能を強化し、市場分析、誘致対

象のターゲティング、ポジショニング等を踏まえた誘致戦略を策定する。関係者のニーズを的確に反映し

つつ、従来からのＭＩＣＥ（Ｍｅｅｔｉｎｇ, Ｉｎｃｅｎｔｉｖｅ Ｔｒａｖｅｌ, Ｃｏｎｖｅｎｔｉｏｎ, Ｅｘｈｉｂｉｔｉｏｎ/ Ｅｖｅｎｔ の総称）誘

致・開催支援業務を一層充実するとともに、都市・コンベンションビューローの強化のためのコンサルティ

ング機能の拡充を図ることで、我が国のＭＩＣＥ誘致主体のマーケティング戦略の高度化とその着実な実

施に対する支援を行う。 

また、ＩＣＣＡ（Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ Ｃｏｎｇｒｅｓｓ ａｎｄ Ｃｏｎｖｅｎｔｉｏｎ Ａｓｓｏｃｉａｔｉｏｎ）を始めとする国際的なＭＩ

ＣＥ関連団体の活動への積極的な参画等による国際ネットワークの充実を図るとともに、海外における市

場や会議主催者等の動向及び競合国・都市等の誘致活動に関する情報の収集・分析を強化し、国内の

誘致関係者への情報提供を行う。また、国内においては有力な会議主催者等との関係強化や会議誘致

への啓蒙活動の充実等により主催者への動機づけを行い、誘致・開催に向けた意欲を高める等、大学・

産業界等との一層の関係強化を通じた新規案件発掘機能を拡大する。 

あわせて訪日インセンティブ旅行（企業報奨旅行）等の市場分析の強化を通じ、東南アジア、欧米豪等

の有望市場からの誘致拡大を図る。 

なお、これらの取組に当たり、支援対象等の絞りこみ、効率的な実施に留意する。 

具体的には、別添２の業務計画に基づき、業務を推進する。 

② 国際会議の開催支援業務 

誘致が決定した国際会議の開催を円滑に進めるため、ノウハウ事例の提供、人材育成、寄附金募集・

交付金交付制度の運営等の事業を実施する。 

数値目標 

機構が誘致に成功した国際会議及びインセンティブ旅行への外国人参加者予定数を８万２，７００人に

する。 

 

年度計画における目標値設定の考え方 

第３期中期計画は、機構が誘致に成功した国際会議及びインセンティブ旅行への外国人参加者予定

数を数値目標としており、その初年度となる平成２５年度は、平成２２年度の同参加者数７万８，４３０人

の５．５５％増（＊）となる８万２，７００人を目標値として設定した。 

 ＊５．５５％はＩＭＦによる２０１３年～２０１７年のアジアのＧＤＰ成長率予測の平均値 
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実績値と取組状況 

数値目標の達成状況 

 機構が誘致に成功した国際会議（６７件、対前年比１７．５％増）への外国人参加者予定数は３万９１１

人、機構が誘致に成功したインセンティブ旅行（９０２件、対前年比６１．６％増）への外国人参加者予定

数は６万１，２１７人となり、両者を合わせた同予定数は、９万２，１２８人となり目標を達成した。 

数値目標を大幅に達成した主な要因としては、中期計画・年度計画に基づいた誘致支援活動の強化

や観光庁と連携して導入した初の試みである「ＭＩＣＥアンバサダープログラム」によるＭＩＣＥの普及・啓

蒙活動を行ったことにより、国内誘致関係者との関係強化を通じた新規案件発掘機能が拡大したこと、

また、平成２４年度末までにクラウド型セールスデータベースシステムのリニューアルや英語版ウェブサ

イトの改訂を実施したことにより、情報発信や情報の共有化が進んだことが目標達成に大きく影響したも

のと考えられる。 

 

取組状況 

（１） 国際会議等の誘致支援業務 

① ナショナルコンベンションビューローとしてのマーケティング機能の強化及び誘致支援業務の充実化 

以下の取組を通じて、我が国のナショナルコンベンションビューローとしてのマーケティング機能

を強化し、都市・コンベンションビューローの誘致支援業務の充実化を図った。 

 

【マーケティング機能の強化】 

 市場戦略グループの新設 

４月に新たに「市場戦略グループ」を設置し、競合国情報の収集や会議情報のリサーチ等を行い、

マーケティング機能の強化を図った。 

 

 コンベンションマーケティングレポートの発行 

 海外ＭＩＣＥ業界の最新情報や競合国調査をはじめとする各種調査内容をコンパクトにまとめた

「コンベンションマーケティングレポート」を月例で発行し、機構の協賛団体である国際会議観光都

市・コンベンション推進機関等のマーケティング戦略の高度化を支援した。 

 

 グローバルＭＩＣＥ戦略都市及び強化都市への支援 

 観光庁の認定したグローバルＭＩＣＥ戦略都市（東京、横浜、京都、神戸、福岡）及び強化都市

（名古屋、大阪）の計７都市の海外におけるブランド力向上のため、欧州の国際会議主催者を主

な読者とするＨｅａｄｑｕａｒｔｅｒｓ誌の記者を招請した都市取材及び記事広告の掲載に協力した。ま

た、同様に上記都市が当該都市のＭＩＣＥ関連事業者との連携を目的に実施したセミナーに講師

として出席し、ＭＩＣＥ事業の重要性やステークホルダーの連携の在り方等について広報を行っ

た。 
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 学術団体等の国際会議開催意向調査 

観光庁と共同で、国内の学術関連団体、旅行業界団体等約４，０００団体を対象とした国際会議

開催意向調査を実施し、日本での開催可能性のある会議の掘り起しを行うとともに、主催者への各

種情報提供やコンサルティング業務を行った。 

 

 セールスデータベースの機能拡張 

セールスデータベースの機能を拡張し、会議分野、規模、開催頻度等の分析を行い、日本に誘

致の可能性がある国際会議をタイムリーに掘り起こし、適切な支援を主催者に提供した。 

 

【誘致支援業務の充実化】 

 観光庁長官、関係省庁大臣、機構理事長名の招請状の発出 

 会議開催地決定に際し、他国との競合がある会議について、機構理事長名による会議招請状の

発行を１９件行い、うち１５件については観光庁と協力して、会議に関連する省庁の大臣や観光庁

長官による会議招請状の発出を行った。 その結果、これまで計７件の会議の誘致に成功した。 

 

 国際会議海外キーパーソン招請事業／Ｍｅｅｔ Ｊａｐａｎ ２０１４ （平成２６年３月） 

国際会議開催地としての日本をアピールし、誘致促進を図るため、開催地決定に影響力のある

海外のキーパーソン６人を招請し、国内６都市の視察を行った他、視察都市を含む計９都市との商

談会を行った。 

 

 国際会議キーパーソン個別招請 （平成２５年５月、６月、平成２６年３月） 

 国際会議の誘致を図るため、誘致活動中の大型国際会議案件４件について、関係する国際団体

本部の会長及び事務局長らを日本へ個別に招請し、プレゼンテーションや開催立候補都市の視察

等を実施した。その結果、これまで計２件の会議の誘致に成功した。 

（視察都市：５月東京２件、６月福岡１件、３月つくば１件）。 

 

 海外ＭＩＣＥキーパーソン向けニュースレターの発行 

 海外の国際会議主催者やインセンティブ旅行等を扱うミーティングプランナーに対し、国際会議観

光都市の観光情報や支援サービス、見本市出展情報等、日本の最新ＭＩＣＥ情報を発信する英文ニ

ュースレターを計６回発行した。 

 

② 海外におけるネットワークの拡大・情報収集・分析の強化と国内誘致関係者への情報提供強化 

ＭＩＣＥ専門展示会への参加、国際的ＭＩＣＥ関連団体の活動への積極的参画を通じて海外におけ

るネットワークの拡大、情報収集・分析を強化し、国内の誘致関係者への情報提供を行った。具体

的な取組は以下のとおり。 
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【海外における商談会及びセミナーの開催】 

日程 開催地 旅行博・展示会名 実績 

平成２５年 

４月３日～４日 

フランス・ 

パリ 
MEEDEX 

・機構による単独出展 

・商談実施件数：２３件 

平成２５年 

４月１７日～１９日 

中国・ 

上海 

IT & CM China 

2013 

・機構による単独出展 

・商談実施件数：３３件 

平成２５年 

５月２１日～２３日 

ドイツ・ 

フランクフルト 
IMEX 2013 

・日本ブース共同出展者数：１３団体・企業 

・商談実施件数：７２件 

平成２５年 

６月２６日～２７日 

韓国・ 

ソウル 

KME 2013 

 

・機構による単独出展 

・商談実施件数：２５件 

平成２５年 

６月２８日 

韓国・ 

ソウル 

韓国国際会議 KP

セミナー 

・機構独自事業 

・参加者数：２２人 

平成２５年 

７月９日～１１日 

イギリス・ 

ロンドン 

The Meeting Show 

UK 

・機構による単独出展 

・商談実施件数：３５件 

平成２５年 

９月２日～４日 

中国・ 

北京 
CIBTM 2013 

・日本ブース共同出展者数：７団体・企業 

・商談実施件数：６１件 

平成２５年 

１０月１５日～１７日 

アメリカ・ 

ラスベガス 
IMEX America 

・日本ブース共同出展者数：１５団体・企業 

・商談実施件数：３９件 

平成２５年 

１１月１９日～２１日 

スペイン・ 

バルセロナ 
EIBTM 2013 

・日本ブース共同出展者数：１１団体・企業 

・商談実施件数：４４件 

平成２６年 

２月２６日～２７日 

オーストラリア・ 

メルボルン 
AIME 2014 

・日本ブース共同出展者数：７団体・企業 

・商談実施件数：３８件 

平成２６年 

３月２１日～２３日 

アメリカ・ 

ニューヨーク 
SMU 2014 

・機構による単独出展 

・商談実施件数：２１件 

 

【海外におけるネットワークの拡大及び情報収集】 

 Ａｍｅｒｉｃａｎ Ｓｏｃｉｅｔｙ ｏｆ Ａｓｓｏｃｉａｔｉｏｎ Ｅｘｅｃｔｉｖｅｓ （ＡＳＡＥ） 総会参加（平成２５年８月） 

 北米を中心とする学術会議主催者や会議専門ミーティングプランナーが所属している同団体が年

１回開催する総会であり、各種セミナーとともにトレードショーが開催される。機構は、ダラスで開催

された同総会に於いて情報提供ブースを出展し、参加したバイヤーとの情報交換を行い、有力な会

議案件の獲得に努めた。 
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 Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ Ｃｏｎｇｒｅｓｓ ＆ Ｃｏｎｖｅｎｔｉｏｎ Ａｓｓｏｃｉａｔｉｏｎ （ＩＣＣＡ） 総会参加 （平成２５年１０月

～１１月） 

中国・上海で開催された全世界の観光局、ＰＣＯ、コンベンション推進機関、主催者等会議関係者

が集まるＩＣＣＡ年次総会に参加し、コンベンション業界のトレンドセミナーに参加するとともに各地の

関係者と国際会議案件に関する情報交換を行った。 

 

 Ｐｒｏｆｅｓｓｉｏｎａｌ Ｃｏｎｖｅｎｔｉｏｎ Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ Ａｓｓｏｃｉａｔｉｏｎ （ＰＣＭＡ） 総会参加（平成２６年１月） 

 北米を中心とする学術団体関係のミーティングプランナーやインセンティブプランナー等のバイヤ

ーと関連業界のサプライヤーが所属する組織であるＰＣＭＡが、年１回バイヤーとサプライヤーのネ

ットワーキングを目的に開催する総会に参加した。機構はマサチューセッツ州ボストンで開催された

同総会で参加したバイヤーとの情報交換を行い、有力な会議案件の獲得に努めた。 

 

③ 国内誘致関係者の情報提供強化と新規案件発掘機能の拡大 

以下の取組を通じて、国内においては有力な会議主催者等との関係強化や会議誘致への啓蒙

活動の充実等により主催者への動機づけを行い、誘致・開催に向けた意欲を高める等、大学・産業

界等との一層の関係強化を通じた新規案件発掘機能を拡大した。 

 

 国際会議統計の発行及び国際会議協会（ＩＣＣＡ）、国際団体連合（ＵＩＡ）等への報告 

 観光庁と連携し、全国の地方自治体やコンベンション推進機関の協力を得て国際会議開催情報を

収集し、国が収集した府省庁の情報とともに取りまとめ、ＩＣＣＡ及びＵＩＡに報告した。 

 

 ウェブサイトを活用した国際会議開催情報の提供 

過去に日本で開催された国際会議や、今後日本で開催される国際会議のデータを継続して整備

し、検索可能な形式でウェブサイトに掲載した。 

 

 セミナーへの講師派遣及び協議会への参加協力 

ＭＩＣＥに関する国及び機構の施策・取組等について講演を行うため、国際会議観光都市、コンベ

ンション推進機関等、国際会議の国内主催者が実施するＭＩＣＥ振興に関するセミナーへ講師を派

遣した。また、自治体等が主催するＭＩＣＥ関連協議会等に要望を受け参加し情報提供と国内にお

けるＭＩＣＥ関係者との関係強化を図った。那覇市、富士吉田市、京都国際会館、京都文化交流コン

ベンションビューロー、京の雅実行委員会、岐阜観光コンベンション協会、インテックス大阪、ＪＴＢ栃

木支部インバウンド委員会、とくしまコンベンション誘致推進協議会、中部コンベンション連絡協議会、

軽井沢リゾート会議都市推進協議会、横浜観光コンベンションビューロー（２件）、横浜市の計１４件

に参加した。 
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 ＪＮＴＯコンベンション協賛都市連絡協議会の開催（平成２５年７月） 

機構の協賛団体である国際会議観光都市・コンベンション推進機関を対象に、観光庁及び機構

が実施するＭＩＣＥの施策や各種事業の内容や方針を説明するＪＮＴＯコンベンション協賛都市連絡

協議会を開催し、国内主要関係者への情報提供を行った。 

 

 ＭＩＣＥアンバサダープログラムの開始 

 学術分野や産業界において強い影響力を有する者に、各分野における「日本の顔」として日本の

広報活動や国際会議等の誘致活動に寄与いただくＭＩＣＥアンバサダープログラムを観光庁主催で

開始し、平成２５年度は計８人にＭＩＣＥアンバサダーが委嘱された。機構はアンバサダー候補者の

推薦及びアンバサダーの活動支援に協力した。 

 

 ＩＭＥ２０１３（国際ミーティング・エキスポ）開催時の来場及び商談促進（平成２５年１２月） 

 国際会議主催者の来場促進に取り組み、特に、国際会議誘致の鍵となる学協会関係者の来場者

確保に貢献し、各都市との商談を促進した。 

 

 国際会議主催者セミナーの開催（平成２５年１２月、平成２６年３月） 

１２月のＩＭＥ２０１３の開催時期にあわせて国内の学協会関係者、並びに主催者である大学教授

等の関係者を招待し、「国際会議誘致及び開催による学会活動の活性化」と題して、ＭＩＣＥアンバ

サダー２人、国際会議誘致・開催貢献賞受賞者１人によるパネルディスカッションを行うとともに、寄

付金募集制度の案内を行った。 

 また、３月には仙台観光コンベンション協会との共催事業として、東北大学の関係者を対象とした

国際会議主催者セミナーを仙台にて開催し、地方の拠点大学との関係を深め新規会議案件の発掘

に努めた。 

 

 国際会議誘致・開催貢献者表彰授賞式（平成２５年１２月） 

国が国家戦略として位置付ける国際会議誘致・開催の意義に関する国民の理解を促進し、国際

会議主催者及び都市・推進機関の社会的地位を高めることを目的とした「日本政府観光局（ＪＮＴＯ）

国際会議誘致・開催貢献賞」について、１２件の受賞会議を決定した。授賞式は、平成２５年１２月１

０日に東京国際フォーラムで開催された「第２３回国際ミーティング・エキスポ（ＩＭＥ２０１３）」会場内

にて、受賞会議の代表者を迎え実施した。また、ＭＩＣＥ専門誌への寄稿や機構のウェブサイトを使

用し、受賞者が誘致・開催した国際会議にまつわる実践的なノウハウや経験の紹介等、広く情報共

有を行った。 
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 ＪＮＴＯコンベンションニュースの発行 

 国際会議の主催者を対象とするメールマガジンで、年４回約３，０００人に配信。機構コンベンショ

ン協賛都市の最新情報、国際会議の誘致や開催に関するノウハウ、機構が主催者向けに実施する

各種事業等を紹介し、同内容はウェブサイトにも掲載した。 

 

 学術関連誌を活用した広報活動 

学術会議が発行する「学術の動向」は、国際会議等の開催を検討する研究者、学協会関係者が

購読する機関誌であることから、同誌にＩＭＥや海外キーパーソンの招請、ＭＩＣＥアンバサダープロ

グラムを広報するとともに、機構の認知度向上を図った。 

 

④ 訪日インセンティブ旅行の誘致拡大 

以下の取組を通じて、訪日インセンティブ旅行の市場分析を強化し、東アジア市場に加えて、東

南アジア、欧米豪等の有望市場からの誘致拡大を図った。 

 

【海外キーパーソン招請事業】 

 インセンティブ旅行キーパーソン・グループ招請 （平成２５年１２月） 

インセンティブ旅行の誘致促進を図るため、インセンティブ旅行誘致に意欲的である地方コンベン

ション都市７都市と連携して、シンガポール、マレーシア、タイ、インドネシア、中国の旅行会社を対

象とした視察旅行を実施し、計１７人の海外キーパーソンが参加した。また、東京では、これら参加

者と国際会議観光都市１１都市の商談会を実施した。 

 

【海外における商談会及びセミナーの開催】 

 台湾インセンティブセミナー（平成２５年６月） 

台湾からのインセンティブ旅行や企業ミーティングの誘致促進を図るため、台北においてインセン

ティブ旅行や海外での会議実施企業並びに現地旅行会社計５５社を招待し、訪日インセンティブ旅

行の魅力に関する説明会を実施するとともに、日本から参加したコンベンション推進機関６団体との

商談会を実施した。 

 

 ソウル・釜山インセンティブマート （平成２５年１０月） 

韓国からのインセンティブ旅行や企業ミーティングの誘致促進を図るため、ソウルにおいてインセ

ンティブ旅行や海外での会議実施企業並びに現地旅行会社計２４社を、釜山にて２７社を招待し、

市場説明会を実施するとともに、日本から参加したコンベンション推進機関７団体、５団体とそれぞ

れ商談を行った。 
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 バンコクインセンティブセミナー （平成２６年２月） 

バンコクで開催された国際旅行フェア（Ｔｈａｉ Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ Ｔｒａｖｅｌ Ｆａｉｒ（ＴＩＴＦ））にあわせて、同

見本市に来場するインセンティブ旅行を実施する旅行会社を対象に、訪日インセンティブ旅行をＰＲ

するセミナーを主催した。国際会議観光都市、コンベンションビューロー、自治体等５団体がブース

を設営し、タイ側旅行会社３０社と商談会を実施した。 

 

 シドニーＭＩＣＥセミナー （平成２６年３月） 

豪州からのインセンティブ旅行や企業会議の誘致促進を図るため、シドニーのインセンティブ旅

行専門会社やミーティングプランナー、メディアを対象に、ＭＩＣＥデスティネーションとしての日本を

紹介するセミナーを開催した。セミナーでは、日本の魅力を紹介するプレゼンテーションと、バイヤー

２３社と現地サプライヤー５団体（ホテル、旅行会社）との商談会を実施した。 

 

【その他】 

 アジアからのインセンティブ旅行に対し、有望であるグループの訪日時には、歓迎バナーを用意した

空港での出迎え、歓迎式典での理事による歓迎の挨拶、主催や理事長名による訪日参加者への歓

迎レターの発出を実施した。その他、インセンティブ旅行での訪問地コンベンション推進機関と協力し、

それぞれの滞在地での歓迎プログラムの提供を手配している。 

 

（２） 国際会議の開催支援業務 

① 人材育成 

以下の取組を通じて、ＭＩＣＥ産業を支える人材育成を行った。 

 日本政府観光局（ＪＮＴＯ）ＭＩＣＥセミナー 初級者対象 （平成２５年５月） 

新たにＭＩＣＥ業務の実務担当となった国際会議観光都市及びコンベンション推進機関等の関係

者を対象に、国際会議やインセンティブ旅行の誘致業務に関する基礎的な知識を成功事例等を用

いて講義し、業務に対する理解を深めてもらうことを目的に実施している研修事業で、平成２５年度

は、自治体・コンベンションビューロー、旅行業界関係者等より計４８人の参加があった。本事業は、

国費に加えて、機構のコンベンション協賛都市からの拠出金を活用して実施している事業であるこ

とから、コンベンション協賛都市及び当該都市のコンベンション推進機構からの参加者は無料とする

一方で、それ以外の団体・企業には有料参加とした。 

実施にあたっては、セミナー参加者向けの印刷教材やテキストは作成せず、機構職員が参加者

のニーズに即したプレゼンテーション資料等を作成し、業務の効率化を図った。また、機構は自前の

研修施設を有していないため、セミナー会場の選定にあたっては、見積もり競争により選定し、経費

の縮減に努めた。なお、セミナー後のアンケートでは、８割以上がセミナーの全体内容に満足という

結果となった。 
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 日本政府観光局（ＪＮＴＯ）ＭＩＣＥセミナー 中級者対象（平成２５年８月） 

 機構の協賛団体である国際会議観光都市・コンベンション推進機関やＭＩＣＥに携わる旅行業界関

係者等の職員で実務経験が３年以上ある者を対象に、実践的な誘致のノウハウを有するＭＩＣＥの

専門家を養成するための研修で、平成２５年度は計５４人の参加があった。内容については、以前

に実施したアンケートの結果、英語による情報発信に対するニーズが非常に高かったことから、英

語でのプレゼンテーションやセールス、英文ニュースレターの効果的な発信等に関する講義及びグ

ループワークを、外国人講師を活用して行った。 

本事業は、初級者研修と同様に、国費に加えて、機構のコンベンション協賛都市からの拠出金を

活用して実施している事業であることから、コンベンション協賛都市及び当該都市のコンベンション

推進機構からの参加者は無料とする一方で、それ以外の団体・企業には有料参加とした。 

実施にあたっては、セミナー参加者向けの印刷教材やテキストは作成せず、機構及び外部講師

にて、参加者のニーズに即したセミナーの課題を作成し、参加者が事前課題や当日のワークショッ

プに参加する形とした。また、機構は自前の研修施設を有していないため、セミナー会場の選定に

あたっては、見積もり競争により選定し、経費の縮減に努めた。なお、セミナー後のアンケートでは、

８割以上がセミナーの全体内容に満足と回答する等、参加者の満足度の高い研修となった。 

 

 ＩＣＣＡ研修会 （平成２５年１２月） 

観光庁が国際会議協会（ＩＣＣＡ）より海外のベテラン講師５人を招聘し、コンベンション推進機関、

コンベンション施設、コンベンション関連企業等の国際会議誘致活動の実務担当者を対象に、海外

の国際会議市場の動向や効果的なビッドペーパー（開催提案書）の作成、効果的な誘致プレゼンテ

ーションの仕方等、より高度な実務に関する研修を行うもので、東京で２日間にわたり実施し３８人

が参加した。 

機構はパネリストの提供、プログラム案へのアドバイス、参加者募集に協力したが、実施にあたっ

ては、講師５人のうち４人を、観光庁が別途実施したシンポジウムのパネリストにする等、業務の効

率化を図った。なお、本事業は観光庁事業であるため、機構にて参加費等は収受していない。 

 

② 各種ノウハウ事例の提供 

 ユニークべニュー開発の取組及び事例の共有 

観光庁とともに、都内の美術館・博物館に対して、国際会議のレセプション等、ＭＩＣＥイベントへ

の施設の開放意向調査を行うとともに、既にユニークべニューとして開放している施設におけるイベ

ントの運営事例や各種ノウハウ、海外の先進事例等を紹介する「ユニークべニューハンドブック」を

作成した。 
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③ 寄附金募集・交付金交付制度の運営 

【寄附金募集・交付金交付制度の運営】 

 平成２５年度に寄附金募集の協力が決まった国際会議は８件、交付金を交付した国際会議は７件

（交付額４２百万円）であった。 

 

 ＰＣＯの実務担当者及び学会関係者を対象に、制度を利用する場合の申請書類の作成方法、留意

点等をテーマに「寄附金募集・交付金交付制度実務研修会」を東京、仙台で実施し、約８０人が参加

した。 

 

＜寄附金募集・交付金交付制度について＞ 

機構の寄附金募集・交付金交付制度は、国際会議主催者の開催支援のために、機構が税制優遇措

置のある特定公益増進法人として日本での国際会議の開催のための寄附金を受入れ、主催者に対して

交付することにより、我が国における国際会議の開催が円滑に行われるよう支援する制度である。 

同制度を活用するためには、一定の要件（参加者数概ね２００人以上、うち外国人参加者概ね５０人以

上、参加国概ね１０ヶ国以上、開催経費概ね２，５００万円以上）を充足し、有識者７人からなる「開催支援

審査委員会」の審査を経て公益に資する国際会議であると了承されることが条件となる。 

 

【その他適切な評価を行う上で参考となり得る情報】 

 「ＭＩＣＥ Ｊａｐａｎ」等日本のＭＩＣＥ業界専門誌に対し、ＭＩＣＥへの取組に対するアドバイス、国際会

議誘致へのケーススタディーの紹介等、積極的に情報や記事を提供し、ＭＩＣＥ業界の理解や発展

に努めた。 

 

 観光庁と連携の上、内閣総理大臣、所管大臣、観光庁長官、機構理事長等の招請状の発出、国際

本部の有力決定権者の日本視察などを支援し、世界神経学会議（２０１７年京都開催、７，０００人）、

国際水協会世界会議（２０１８年東京開催、８，０００人）、国際栄養学会議（２０２１年東京開催、４，５

００人）の大型国際会議の誘致に成功した。 
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２．業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

（１）組織運営の効率化 

【中期目標】 

「観光立国推進基本計画」（平成２４年３月３０日閣議決定）等を踏まえ、観光庁との役割分担の下、機

構は海外事務所を基盤とした業務へのより一層の重点化を図るべく、経営資源と権限の海外シフトを進

める。このため、常勤職員については、国内・海外の比率が １：１ となるようシフトするとともに、海外事

務所長の判断により、活動経費の柔軟な執行ができる仕組みを構築する。あわせて、海外事務所の組

織体制を整備するため、民間からの出向者、中途採用者及び現地採用職員の積極的な活用を図る。 

職員の意欲向上を図り、組織を活性化させるため、能力と実績に基づく人事評価を行い、これに応じた

処遇を行うとともに、能力の啓発に努める。特にプロパー職員については、観光宣伝業務に関するノウハ

ウを着実に蓄積し、機構の中核として担うべき役割を的確に果たすことができるよう、その育成に努め

る。 

海外事務所については、それに係る成果指標に基づき毎年度厳格に評価を行い、事務所数や配置の

適正性について市場の動向に即して不断の見直しを行う。 

【中期計画】 

「観光立国推進基本計画」（平成２４年３月３０日閣議決定）等を踏まえ、観光庁との役割分担の下、海

外事務所を基盤とした業務へのより一層の重点化を図るべく、各海外事務所のこれまでの実績及び各国

における訪日旅行に対する需要や海外旅行者数等を参考とした市場の将来性等を踏まえ、経営資源と

権限の海外シフトを進める。このため、常勤職員については、中期目標期間中に国内：海外＝１：１となる

よう、国内における地方自治体、民間企業、国際会議主催者等の国内関係者との連携、組織の統括等

の本部機能を維持しつつ、計画的にシフトするものとする。さらに、当該シフトにあわせて、海外事務所長

の判断により、活動経費の柔軟な執行ができる仕組みを構築する。これら海外業務への重点化の方策

の実施に当たっては、更なる業務の効率化を図り、追加的な国費の投入を生じさせないよう留意する。 

海外事務所については、活動内容の実績や市場の将来性等について毎年度厳格に評価を行い、国

の外国人観光旅客誘致施策の動向も踏まえつつ、事務所数や配置の適正性、予算や人員等の経営資

源の配分等について不断の見直しを行う。 

【年度計画】 

「観光立国推進基本計画」（平成２４年３月３０日閣議決定）等を踏まえ、観光庁との役割分担の下、海

外事務所を基盤とした業務へのより一層の重点化を図るべく、各海外事務所のこれまでの実績及び各国

における訪日旅行に対する需要や海外旅行者数等を参考とした市場の将来性等を踏まえ、計画的に経

営資源と権限の海外シフトを進める。 

平成２５年度は、新たにジャカルタ事務所を新設するとともに、海外事務所の常勤職員等を増員する。

また、海外現地の市場動向の変化に応じたマーケティング活動を海外事務所において実施できるよう、

海外事務所長の判断で執行可能な経費を配分する。 
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海外事務所については、活動内容の実績や市場の将来性等について毎年度厳格に評価を行い、国

の外国人観光旅客誘致施策の動向も踏まえつつ、事務所数や配置の適正性、予算や人員等の経営資

源の配分等について不断の見直しを行う。 

 

年度計画における目標設定の考え方 

「観光立国推進基本計画」等を踏まえ、機構に求められる役割を果たすべく、組織運営の効率化を図

る。海外事務所については、活動内容や市場の将来性等を踏まえ、厳格な評価を行い、事務所数や配

置の適正化、経営資源の配分の見直しを図る。 

 

当該年度における取組  

（１） 組織体制の見直し 

本部においては、平成２５年４月にＭＩＣＥマーケティングの機能を強化するために、コンベンション誘

致部内に市場戦略グループを新設した。さらに、平成２５年８月には、「観光立国実現に向けたアクショ

ン・プログラム」を踏まえ、地域資源の海外展開やＭＩＣＥ誘致活動を支援するために、地方自治体、観光

協会、民間事業者等から訪日促進に関する相談を受け付ける「地域コンサルティング窓口」を事業連携

推進部内に設置するとともに、ＭＩＣＥの誘致・開催に関する相談を受け付ける「ＭＩＣＥ相談窓口」をコン

ベンション誘致部内に設置した。 

また、２０２０年オリンピック・パラリンピックの東京開催の決定を受けて、平成２６年１月２７日に、組織

横断的なプロジェクトチームである２０２０年オリンピック・パラリンピック東京大会対策室を本部内に設置

した。  
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【本部の組織体制＜平成２５年４月１日以降＞】 

 経営戦略部

総務広報グループ ■総務、情報公開、国内広報

経営計画グループ ■中期・年度計画、業務実績評価、規程管理

人事グループ ■人事制度、給与、人材育成、福利厚生

財務グループ ■予算、決算、契約

海外マーケティング部

市場統括グループ

アジアグループ

欧米豪グループ

事業連携推進部

事業開発グループ

情報サービスグループ

受入体制グループ

通訳案内士試験

 コンベンション誘致部

市場戦略グループ
■ＭＩＣＥマーケティング情報、ＭＩＣＥ関連統計の収集・分析・
　発信、ＭＩＣＥ関連の人材育成、寄附金募集・交付業務

■外国語による観光情報の収集・発信、外国語ウェブサイトの整備

■外国人観光案内所の体制整備及び支援、受入体制に係る関係団体
　との連携

理事長

理　事 監　事

■マーケティングデータの収集・分析・発信、市場別業務の総括、
　市場横断的マーケティング・プロモーション業務の実施

■市場別マーケティング・プロモーション業務の実施
　（ツアー造成・販売支援、海外メディア対応等）

■市場別マーケティング・プロモーション業務の実施
　（ツアー造成・販売支援、海外メディア対応等）

誘致推進グループ

■賛助団体・会員サービス、新規事業開発

観光情報戦略室

■通訳案内士試験の実施事務

■ＭＩＣＥ誘致に係るセールス・プロモーション業務の実施
　（誘致の推進及びその支援）

 

 

  海外においては、訪日旅行市場の成長が著しい東南アジアにおける業務実施体制を強化すべく、平

成２４年度からインドネシアのジャカルタに新事務所を開設すべく準備を進めていたが、平成２５年７月２

３日にインドネシア外務省から事務所設置に係る承認を取得し、平成２５年８月１１日にジャカルタ事務

所設置準備室を設置、さらに平成２６年３月２０日に機構の１４番目の事務所としてジャカルタ事務所を

開設した。 

【参考資料１６ ジャカルタ事務所開所式典】 
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上記のような組織体制の見直しの結果、平成２４年度末に５５：３４であった国内、海外の常勤職員の

比率は、平成２５年度末には５２：３７となった。 

 

（２） 現地マーケティング活動費の新設 

海外現地の市場動向の変化に応じたマーケティング活動を海外事務所において実施できるよう、海

外事務所長の判断で執行可能な経費として、平成２５年度より新たに「現地マーケティング活動費」を設

けた。各海外事務所は、本経費を活用し、事業パートナー等から持ち込まれるプロモーションの機会に

即応した費用対効果の高いマーケティング活動・広報宣伝活動を実施するとともに、現地における関係

者とのネットワークの拡大を図った。 

 

【現地マーケティング活動費を活用した事業の例】 

 具体的な事例としては以下のとおり。 

 訪日旅行拡大への貢献度の高い優良旅行会社の表彰 

上海事務所では、日本への送客数はもちろん、個人旅行・クルーズ・教育旅行の各分野や地方

へのツアー造成等訪日旅行市場拡大に貢献があった旅行会社を選定、表彰して今後の訪日旅行

販売の取組についてのモチベーション向上を図った。 

 

 東ジャワ物産展での訪日ＰＲの実施 

新設されたジャカルタ事務所は、平成２５年１０月３日～１３日にスラバヤで開催された東ジャワ物

産展において、在スラバヤ日本総領事館と連携して訪日旅行及び査証に関する情報発信を実施し

たほか、来場した一般消費者を対象にアンケート調査を行い、マーケティングデータの収集を行っ

た。 

 

 新興市場における訪日旅行セミナーの開催 

ロサンゼルス事務所では、平成２６年より訪日商品を４２本に大幅拡大したクルーズ会社・プリン

セスクルーズのメキシコ法人と連携して、メキシコのメディア・旅行会社１００人に対して日本のプレ

ゼンテーションを実施した。また、過去に招請事業に参加したメキシコの有力メディアによる具体的

な訪日旅行体験を来場者と共有してもらうことによって訪日旅行の販売促進を図った。 

 

 新規就航便を絡めた訪日旅行セミナーの開催 

フランス・パリ事務所は、平成２６年３月３０日より羽田線を就航予定の全日空と連携して旅行会

社１６社を対象に日本プレゼンテーションを実施した。平成２６年のイベント情報や新規ホテル等の

開業情報、さらには国内線の乗り継ぎ便の活用を想定したゴールデンルート以外の地方の魅力に

ついて紹介することによって訪日旅行販促と地方への誘客を働きかけた。 
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（３） 海外事務所評価の実施 

機構の重要な経営資源である海外事務所において、活動内容の実績や市場の将来性等について把

握し、予算や人員等の経営資源の配分に反映させるとともに、適正な事業実施や運営・管理を確保する

ため、訪日プロモーション業務及び国際会議等の誘致・開催支援業務等について定量的・定性的にパフ

ォーマンスを把握し、事業・運営の検証を行った。 

【参考資料１７ 海外事務所の組織・業務目標及び事業方針 評価及び参考項目】 

【参考資料１８ 海外事務所の組織・業務目標及び事業方針 評価結果概要】 

 

 【訪日プロモーション業務に関する参考指標】 

  
 旅行会社 

視察受入調整 

Ｅラーニング             

参加者数 

（新規/累計） 

現地セミナー 

実施回数 参加者数 

ソウル ７０４人 ― ― ― 

北京 ７４人 １７６人/２，８１５人 ２回 １３８人 

上海 ８４人 １８０人/３，１８６人 ２回 ６６人 

香港 ５８人 ７６人/１，２６１人 ４回 １１７人 

バンコク １９９人 ― ７回 ５７２人 

シンガポール ４８人 ― ２２回 １，１３９人 

ジャカルタ ８２人 ― ９回 ５０９人 

シドニー ６８人 ５１２人/１，１７５人 ７回 ５６７人 

ロンドン ２４人 １６１人/７８８人 １４回 ３５９人 

パリ １４人 ３人/３，２３１人 ３回 １７４人 

フランクフルト １１人 ５８２人/２，１８３人 １回 １５人 

ニューヨーク １３人 ９３５人/６，３７５人 ５回 ２７０人 

ロサンゼルス ２４人 ― １１回 ６９１人 

トロント １５人 １９５人/１，５８５人 ９回 ７３１人 

本部 ３７人 ― ２回 ３０９人 

計 １，４５５人 ２，８２０人/２２，５９９人 ９８回 ５，６５７人 

※ジャカルタ事務所の実績には、ジャカルタ事務所設置準備室の実績を合わせて計上。 
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※ ニュースレターには、海外事務所が発行するニュースレター（旅行業界関係者及び一般消費者向

け）、プレスリリースを含む。  

※ ジャカルタ事務所の実績には、ジャカルタ事務所設置準備室の実績を合わせて計上。 

 

 

 

 

  

ニュースレター（※）                  

プレスリリース 
メディア訪日取材支援 メディア広報 

発行回数 配信件数 成果件数 参加者数 成果件数 広告換算額 

ソウル ３３回 ３１件 ４件 ８人 ３０件 ¥１２４，９１４，０５６  

北京 ５９回 ２０，６５０件 ― ― １８７件 ¥２３６，１５９，４０４  

上海 ２５回 ２５件 ― ― ９件 ¥４００，４３９，０００  

香港 ２８回 ２３，９５４件 ６件 １７人 ５８件 ¥１，５３１，９３２，６６７  

バンコク １１回 ３６，２３３件 ９件 ３８人 １６２件 ¥１，２８９，７６６，２３３  

シンガ 

ポール 
４７回 ２１，１５０件 ３件 １６人 ２５件 ¥２６１，５６８，２７９  

ジャカ 

ルタ 
― ― ― ― １１件 ¥２８，５００，５２０  

シドニー ２３回 ４，１４４件 ７件 １６人 ６５件 ¥４４９，９７８，６６４  

ロンドン ６８回 ５０，８６３件 ２１件 ３２人 ４１９件 ¥４，０８０，５６４，０９８  

パリ ４回 １６，０９７件 ７件 １６人 １１４件 ¥９７８，１６５，９０９  

フランク 

フルト 
１０回 ８，０００件 １０件 １８人 ８０件 ¥３１９，８３４，０３１  

ニュー 

ヨーク 
３３回 １，１３１，８４４件 １０件 １２人 ８５件 ¥４，７９４，４４１，３９４  

ロサン 

ゼルス 
６回 ８１，７２１件 ３件 ２４人 ９８件 ¥１，８６７，６７６，８２５  

トロント ６回 ２５，８７２件 ４件 ６人 ４３５件 ¥３４２，７４７，７４１  

本部 ― ― ４件 ４３人 ９件 ¥２２３，７６８，６６４ 

  ３５３回 １，４２０，５８４件 ８８件 ２４６人 １，７８７件 ¥１６，９３０，４５７，４８５  
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【国際会議等の誘致・開催支援業務に関する参考指標】 

  

国際会議・インセンティブ旅行 

キーパーソン招請 

ＪＮＴＯ主催の現地セミナー 

現地ネットワーキングイベント 

件数 人数 回数 
外国人 

参加者数 

日本人 

参加者数 

合計 

参加者数 

ソウル ― ― ３回 １２１人 ４７人 １６８人 

北京 １件 ２人 ― ― ― ― 

上海 １件 ３人 ― ― ― ― 

香港 １件 ３人 ― ― ― ― 

バンコク １件 ３人 １回 ５０人 １２人 ６２人 

シンガポール ２件 ６人 ― ― ― ― 

ジャカルタ １件 ３人 ― ― ― ― 

シドニー ― ― １回 ３７人 ３人 ４０人 

ロンドン １件 ３人 ― ― ― ― 

パリ ― ― ― ― ― ― 

フランクフルト ― ― １回 １０人 １１人 ２１人 

ニューヨーク ― ― ― ― ― ― 

ロサンゼルス ― ― １回 ８人 ９人 １７人 

トロント ― ― ― ― ― ― 

本部 １件 ３人 ― ― ― ― 

計 ９件 ２６人 ７回 ２２６人 ８２人 ３０８人 

 
 

（４） 海外事務所の配置等の見直し 

 訪日旅行市場の成長が著しいイ東南アジアの業務執行体制を強化すべく、インドネシアのジャカルタ

に平成２６年３月２０日に新事務所を開設した。またジャカルタ事務所の開設に伴い、シンガポール事務

所の管轄の見直しを行った。
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（２）業務運営の効率化 

【中期目標】 

① 効率化目標の設定等 

運営費交付金を充当して行う業務については、今中期目標期間中、一般管理費（人件費、公租公課等

の所要額計上を必要とする経費及び特殊要因により増減する経費を除く。）及び業務経費（公租公課等

の所要額計上を必要とする経費及び特殊要因により増減する経費を除く。）の合計について、毎年度平

均で前年度比１．２５％以上の効率化を行うものとする。 

② 随意契約の見直し 

「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」（平成２１年１１月１７日閣議決定）を踏まえ、不断

の見直しを行い、一般競争入札の導入・範囲拡大や契約の見直し等を通じた業務運営の一層の効率化

を図るとともに、その取組状況を公表する。また、入札・契約の適正な実施について、契約監視委員会等

によるチェックを受けるものとする。 

【中期計画】 

① 効率化目標の設定等 

一般競争入札等の活用、業務執行方法の改善等を通じて、一般管理費の更なる削減と業務運営の効

率化に努める。 

運営費交付金を充当して行う業務については、今中期目標期間中、一般管理費（人件費、公租公課等

の所要額計上を必要とする経費及び特殊要因により増減する経費を除く。）及び業務経費（公租公課等

の所要額計上を必要とする経費及び特殊要因により増減する経費を除く。）の合計について、毎年度平

均で前年度比１．２５％以上の効率化を行う。 

② 随意契約の見直し 

「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」（平成２１年１１月１７日閣議決定）を踏まえ、不断

の見直しを行い、一般競争入札の導入・範囲拡大や契約の見直し等を通じた業務運営の一層の効率化

を図るとともに、その取組状況を公表する。また、契約が一般競争入札等による場合であっても、特に企

画競争、公募を行う場合には、競争性、透明性が確保される方法により実施する。さらに、監事による監

査及び契約監視委員会において、入札・契約の適正な実施についてチェックを受けるものとする。 

【年度計画】 

① 効率化目標の設定等 

一般競争入札等の活用、業務執行方法の改善等を通じて、一般管理費の更なる削減と業務運営の効

率化に努める。 

運営費交付金を充当して行う業務については、今中期目標期間中、一般管理費（人件費、公租公課等

の所要額計上を必要とする経費及び特殊要因により増減する経費を除く。）及び業務経費（公租公課等

の所要額計上を必要とする経費及び特殊要因により増減する経費を除く。）の合計について、毎年度平

均で前年度比１．２５％以上の効率化を行う。 

② 随意契約の見直し 
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「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」（平成２１年１１月１７日閣議決定）を踏まえ、不断

の見直しを行い、一般競争入札の導入・範囲拡大や契約の見直し等を通じた業務運営の一層の効率化

を図るとともに、その取組状況を公表する。また、契約が一般競争入札等による場合であっても、特に企

画競争、公募を行う場合には、競争性、透明性が確保される方法により実施する。さらに、監事による監

査及び契約監視委員会において、入札・契約の適正な実施についてチェックを受けるものとする。 

 

年度計画における目標設定の考え方 

① 効率化目標の設定等 

業務運営の効率化を推進するために必要な事項を具体的目標として挙げたものである。 

 

② 随意契約の見直し 

国における随意契約の見直しの取組等を踏まえ、引き続き不断の見直しを行い、業務運営の効

率化を図る。 

 

実績値と取組状況 

① 効率化目標の設定等 

数値目標の達成状況 

【一般管理費、運営費交付金対象業務経費の削減】 

 （単位：百万円） 

区分 

平成２５年度 

計画額 

（Ａ） 

平成２５年度 

実績額（Ｂ） 

（効率化対象） 

増減額 

（Ｂ－Ａ） 

平成２４年度 

（効率化対象） 

対平成２４年度 

増減率 

（効率化対象） 

一般管理費 ２５７ 
２４４ 

（１０８） 
△１３ 

２３４ 

（８２） 
 

運営費交付金 

対象業務経費 
７７０ 

７３９ 

（５４４） 
△３１ 

  ７７３ 

（５８３） 
 

合計 １，０２７ 
９８３ 

（６５２） 
△４４ 

１，００７ 

（６６５） 

 

（△１．８８％） 

 

取組状況 

急激な円安により海外事務所に係る経費（事務所賃料等）が増額するなか、一般競争入札等の活用、

業務執行方法の改善等を通じて、一般管理費の更なる削減と業務運営の効率化に努めるなどした結果、

一般管理費（人件費、公租公課等の所要額計上を必要とする経費及び特殊要因により増減する経費を

除く。）及び業務経費（公租公課等の所要額計上を必要とする経費及び特殊要因により増減する経費を

除く。）の合計は、前年度に対して１．８８％の減となった。 
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② 随意契約の見直し 

取組状況 

  平成２２年６月に「随意契約等見直し計画」を策定・公表し、引き続きその実施に取り組んでおり、

平成２３年度、平成２４年度に引き続き、平成２５年８月には平成２４年度における見直し計画のフォ

ローアップをホームページで公表した。 

 

  平成２５年度においては、２９件、１８３百万円を競争契約等（企画競争及び公募を含む）により契

約を行った。 

 

  「随意契約等見直し計画」を踏まえ、引き続き競争性のない随意契約の削減を図った。 

 

＜競争性のない随意契約件数＞  

平成２５年度 １０件（前年度１１件） 金額１５６百万円（前年度１６５百万円） 

 

  企画競争、公募を行う場合の実質的な競争性の確保については、基本的な指針を作成し、その中

で２社以上の申し出があった場合の取扱方法等を定め、競争性を確保した。 

 

  競争性のない随意契約の内容は、会計規程第３４条第１項第１号「契約の性質または目的が競争

を許さないとき」による本部事務所の借家料等が主であり、移行は困難である。 

 

  １者応札・１者応募については、実質的な競争性を確保するため、公告期間をできる限り長く設定

する、仕様書の作成については業務内容をより具体的かつ詳細に記載する、入札参加資格等の応

募要件について競争を制限することのないよう十分留意する等の１者応札・１者応募の改善方策を

平成２１年７月にホームページで公表している。 

平成２１年度以降の１者応札・１者応募の状況は、以下のとおりであり、平成２５年度においては、

６件の１者応札と２件の１者応募（公募によるものを除く）があった。なお、２年連続で１者応札・１者

応募となった契約が、それぞれ１件あった。 

このため、次回の契約監視委員会において改善方策等ご審議いただき、今後の入札に生かして

いきたい。 

 

           競争性のある契約    １者応札      １者応募（内訳：企画競争、公募） 

平成２１年度       ３６件          ０件         ０件 

平成２２年度       ２９件          ０件         ４件（０件、４件） 

平成２３年度       ３１件          ４件         ３件（０件、３件） 

平成２４年度       ２７件          ３件         ６件（３件、３件） 

平成２５年度       ２９件          ６件         ６件（２件、４件） 
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  契約手続きの執行体制は、金額にかかわらず、必ず、契約締結前に、その妥当性について契約

担当部門（財務グループ）で審査している。また、１件の予定価格が３００万円以上１，０００万円未

満の契約については経理担当理事まで、１件の予定価格が１，０００万円以上の契約については理

事長までの承認が必要である。なお、５００万円以上の契約については、監事に回付している。契約

の締結に際しては監督職員、検査職員を任命し、履行終了後は必ず検査・検収を行った上で支払

いをしている。 

 

  「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」（平成２１年１１月１７日閣議決定）の趣旨

を踏まえ、入札及び契約の手続等の透明性を確保し、公正な競争を促進するため、外部有識者を

委員とする契約監視委員会を平成２１年１２月に設置し、個別の契約状況について点検、見直しを

行い、その結果、報告の内容または審議した対象契約に係る理由及び経緯等に不適切な点または

改善すべき点があると認めたときは、必要な範囲で、理事長に対し意見の具申または勧告を行うこ

とができることとされているとともに、その内容を公表することとしている。 

 

  上記委員会の設置に基づき、契約監視委員会を平成２２年２月、平成２３年２月、平成２３年１２月、

平成２４年８月及び平成２５年７月に開催した。 

 

【契約件数及び契約金額の状況】 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額

(44.7%) (28.3%) (38.5%) (31.0%) (△11.8%) (15.4%) (43.1%) (38.7%)

17 91 15 105 △ 2 14 25 236

(26.3%) (20.6%) (35.9%) (23.0%) (40.0%) (18.2%) (17.2%) (9.5%)

10 66 14 78 4 12 10 58

(71.1%) (48.9%) (74.4%) (54.0%) (7.4%) (16.6%) (60.3%) (48.1%)

27 157 29 183 2 26 35 293

(28.9%) (51.1%) (25.6%) (46.0%) (△9.1%) (△4.9%) (39.7%) (51.7%)

11 164 10 156 △ 1 △ 8 23 315

(100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%) (2.6%) (5.6%) (100.0%) (100.0%)

38 321 39 339 1 18 58 609

平成２４年度 平成２５年度 比較増△減 （参考）見直し計画

競争入札等

企画競争
・公募

競争性のあ
る契約（小

計）

競争性のな
い随意契約

合計

 

その他適切な評価を行う上で参考となり得る情報 

 競争性のある契約は、２件２６百万円増加した。 

 

 競争性のない契約は、１件８百万円減少した。 
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（３）関係機関との連携強化 

【中期目標】 

オールジャパンによる訪日プロモーションを実施するため、在外公館をはじめとする関係省庁・政府関

係法人、インバウンドへの取組を強化する地方公共団体、日本ブランドを海外展開する経済界との連携

を強化することにより、プロモーションの高度化を支える効率的・効果的な体制を構築する。 

【中期計画】 

オールジャパンによる訪日プロモーションを実施するため、在外公館を始めとする関係省庁・政府関係

法人、インバウンドへの取組を強化する地方公共団体、日本ブランドを海外展開する経済界との連携を

強化することにより、プロモーションの高度化を支える効率的・効果的な体制を構築する。 

【年度計画】 

オールジャパンによる訪日プロモーションを実施するため、在外公館を始めとする関係省庁・政府関係

法人、インバウンドへの取組を強化する地方公共団体、日本ブランドを海外展開する経済界との連携を

強化することにより、プロモーションの高度化を支える効率的・効果的な体制を構築する。 

 

年度計画における目標設定の考え方 

オールジャパンによる訪日プロモーションを実施するため、在外公館を始めとする関係省庁・政府関

係法人、インバウンドへの取組を強化する地方公共団体、日本ブランドを海外展開する経済界との連携

を強化することにより、プロモーションの高度化を支える効率的・効果的な体制を構築すべく、日本国内

及び海外現地において、具体的な取組を行う。 

 

当該年度における取組 

オールジャパンによる訪日プロモーションを実施するため、日本国内及び海外現地において、在外公

館を始めとする関係省庁・政府関係法人、インバウンドへの取組を強化する地方公共団体、日本ブラン

ドを海外展開する経済界との事業連携を強化することにより、プロモーションの高度化を支える効率的・

効果的な体制の構築に努めた。主な取組は以下のとおり。 

 

 在外公館連携実績 

ビジット・ジャパン事業における在外公館連携事業の平成２５年度の実績は、５７件であった。 

 

 経済産業省・日本貿易振興機構・観光庁・機構との「訪日外国人増加に向けた共同行動計画」の策

定 

平成２５年６月に、経済産業省・日本貿易振興機構・観光庁・機構の４者による「訪日外国人増加

に向けた共同行動計画」を策定し、計画に基づき、日本貿易振興機構が出展する海外見本市やイ

ベントにおけ訪日観光PRの実施、ビジット・ジャパン事業の案件形成における相互協力連携等の具

体的な取組を９９件（暫定値）行った。 
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 国際交流基金との連携強化 

「独立行政法人改革等に関する基本的な方針｣（平成２５年１２月２４日閣議決定）を踏まえ、「国際

交流基金と国際観光振興機構の本部事務所の共用化に関する検討会議」を設置し、平成２６年夏ま

でに国際交流基金との本部事務所の共用化について具体的な工程表を策定すべく検討を行った。 

 

 観光庁・機構・フランス観光開発機構（Ａｔｏｕｔ Ｆｒａｎｃｅ）との「日仏間観光協力に関する声明」への

調印 

平成２５年６月に、観光庁及び機構、フランス観光開発機構の３者による「日仏間観光協力に関

する声明」に調印した。同声明にもとづき、共通のビジュアルを活用した交通広告を実施、両国の観

光魅力を紹介するリーフレットの発行等の取組を行った。 

 

 関係省庁、地方公共団体、観光関連団体等の主催する会議、セミナー等に役職員への講師派遣 

関係省庁、地方公共団体、観光関連団体等の主催する会議、セミナー等に役職員を講師として

派遣することを通じて、日本国内の関係者との連携を図った。 

 

 国際協力機構、国際交流基金、日本貿易振興機構の海外事務所との機能的統合 

各海外事務所において、国際協力機構、国際交流基金、日本貿易振興機構の海外事務所との

定期的な会議を開催するとともに、広報用資料の相互配置、各種イベントの関係者への周知及び

ポスター等の所内掲示、Ｆａｃｅｂｏｏｋ等で他法人事業の紹介、会議室の共同利用等の連携強化の

取組を行った。 

また、「独立行政法人改革等に関する基本的な方針｣を踏まえ、インドネシアのジャカルタにおい

て、平成２６年３月に国際交流基金及び日本貿易振興機構と同一のビルに機構ジャカルタ事務所を

開設し、共有化を実現した。 
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【在外公館、公的団体、民間企業等との事業連携の例】 

在
外
公
館 

① 「Ｖｉｓｉｔ Ｊａｐａｎ Ｂｕｓｉｎｅｓｓ Ｔａｌｋ ｆｏｒ Ｆ．Ｉ．Ｔ． Ｓｕｍｍｅｒ ２０１３」 告知に合わせた訪日査証

免除に関する共同広告の実施（平成２５年７月１８日・１９日、タイ（バンコク）） 

 平成２５年７月１日に査証免除が実施されたのを受けて、主要タイ字紙「デイリーニュース」紙上に

て、個人旅行向け旅行フェアの開催告知広告に合わせ、佐藤駐タイ日本大使、機構バンコク事務所

長のメッセージを掲載した査証免除告知広告を２度に渡って掲載した。 

 

② ＦＩＴＡ２０１３（平成２５年９月２６日～２９日、メキシコ（メキシコシティ）） 

 ビジット・ジャパン事業にて、中南米最大の旅行博覧会ＦＩＴＡ（Ｆｅｒｉａ Ｉｎｔｅｒｎａｃｉｏｎａｌ ｄｅ ｔｕｒｉｓｍｏ 

ｄｅ Ｌａｓ Ａｍｅｉｃａｓ）にブースを出展するのに際し、在メキシコシティ日本大使館の協力を得て日墨

交流４００周年のＰＲリーフレットを作成・配布するとともに、国際交流基金、日本貿易振興機構の資料

を配布した。また、在メキシコ日本大使館、国際交流基金メキシコ事務所のウェブサイトを通じた広報・

告知協力を受けた。 

 

③ ＴＴＧ Ｉｎｃｏｎｔｒｉ ２０１３（ＴＴＧ）／Ｂｏｒｓａ Ｉｎｔｅｒｎａｚｉｏｎａｌｅ ｄｅｌ Ｔｕｒｉｓｍｏ ２０１４（ＢＩＴ）出展事

業（ＴＴＧ：平成２５年１０月１７日～１９日、ＢＩＴ：平成２６年２月１３日～１５日、イタリア（ＴＴＧ：リミニ 

ＢＩＴ：ミラノ）） 

イタリアにおける主要旅行博覧会であるＴＴＧ（リミニ）、ＢＩＴ（ミラノ）において、在イタリア日本国大使

館／総領事館と連携して訪日旅行をＰＲするブースの運営を行った。またＢＩＴ開催に合わせて在ミラノ

日本国総領事公邸においてレセプションを開催し、機構パリ事務所長によるプレゼン及び現地旅行業

界関係者との意見交換を実施した。 

 

④ 広東ジャパンブランド（平成２５年１２月６日～８日、中国（広州）） 

ビジット・ジャパン連携事業の一環で広東ジャパンブランドに出展し、ＶＪブースにて日本酒試飲体

験会を在香港日本国総領事館と共同で実施した。また、同領事館が主催したステージイベント「日本

酒セミナー」にて機構が手配した酒蔵ツーリズムのパンフレットを配布し、食と観光を結び付けた訪日

旅行ＰＲを行った。 

 

⑤ Ｖｉｓｉｔ Ｊａｐａｎ 日本語当地グルメ展～鉄道・レンタカー・味覚の旅～（平成２６年３月１５日～１６

日、香港） 

ビジット・ジャパン事業の一環として、在香港日本国総領事館及び民間企業と連携したイベントを開

催し、１万５，０００人の来場者に対して、日本の「ご当地グルメ」の試食と地方ブースを関連付けなが

ら、各地の観光魅力をＰＲした。同時に、鉄道旅行やレンタカー旅行に関する大型展示を設営して、地

方への旅行需要拡大を図った。 

 

⑥ Ｊａｐａｎ Ｔｏｕｒｉｓｍ Ａｗａｒｄ Ｐｒｅｓｅｎｔｉｎｇ Ｒｅｃｅｐｔｉｏｎ 訪日１０００万人達成感謝の夕べ（平成２

６年３月２８日、シンガポール） 

 在シンガポール日本国大使館との共催で、シンガポールの訪日インバウンド業界関係者に対して感

謝の意と今後の協力要請を表明する目的で、大使公邸を会場として現地旅行会社、メディア、政府機

関等から８０人の参加を得、旅行会社１０社を表彰した。 
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国
際
交
流
基
金
（Ｊ
Ｆ
） 

① 日本映画祭における連携（平成２５年９月～１２月、オーストラリア各都市） 

国際交流基金が主催している日本映画祭と連携し、機構のＦａｃｅｂｏｏｋを活用して上映作品ロケ地

の旅行情報を提供する等のＰＲを行うとともに、映画祭会場では各都市の日本国総領事館職員の協

力を得ながら、訪日観光に関する資料配布等を実施した。 

 

② Ｆａｎ Ｅｘｐｏ Ｃａｎａｄａ（平成２５年８月２２日～２５日、カナダ（トロント）） 

 コミック本や映画、アニメなど様々なポップカルチャーを一堂に集めて８月２２日～２５日にかけて開

催された「Ｆａｎ Ｅｘｐｏ Ｃａｎａｄａ」において、国際交流基金がブースを出展した。同ブースで配布する

資料として、印刷物やギブアウェイの提供を行った。 

日
本
貿
易
振
興
機
構
（Ｊ
Ｅ
Ｔ
Ｒ
Ｏ
） 

① 日本観光展「日本精彩 由你発言」（あなたが見つける、日本の魅力）開催（平成２５年６月２０日～

２３日、中国（上海）） 

 機構上海事務所が観光庁とともに主催したイベントにおいて、日本貿易振興機構上海事務所と連携

し、オールジャパンとして観光や日本酒等の日本の魅力を総合的にＰＲした。 

 

② Ｆｏｏｄ Ｅｘｐｏ ２０１３（美食博覧）での観光パンフレット配布（平成２５年８月１５日～１９日、中国

（広州）） 

 香港貿易発展局主催のフードエキスポにおいて、日本貿易振興機構香港事務所が出展したブースに

機構作成の地図を提供することで、相乗効果の見込める観光と食を同時にＰＲした。 

他
国
政
府
観
光
局 

① 広東国際旅遊産業博覧会（ＣＩＴＥ）での日本食紹介パンフレットの配布（平成２５年８月２９日～９月

１日、中国（広州）） 

 中国国家旅遊局が主催する広東国際旅遊産業博覧会にて中国ビジット・ジャパン事業の一環として

ブースを出展し、日本貿易振興機構提供の日本食に関するパンフレットとともに、訪日観光のＰＲを行っ

た。 

 

② クール・ジャパン・ビジネス・ネットワーキング・イベント（平成２５年４月１２日、アメリカ（ロサンゼル

ス）） 

 在ロサンゼルス総領事館と経済産業省が共同で主催したイベントにおけるプログラムの中で、「日米

観光ＰＲ合戦」をコンセプトに機構ロサンゼルス事務所長が原宿を中心とした日本の観光魅力につい

て、またロサンゼルス観光局が米国の観光魅力について、それぞれプレゼンテーションを実施した。さ

らに、特別ゲストとしてアーティストのきゃりーぱみゅぱみゅが双方の魅力についてコメントした。 
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民
間
企
業
・地
方
公
共
団
体
等 

① 訪日観光・査証説明会（平成２５年４月２４日、中国（広州）） 

 在広州日本国総領事館との共催で、中国初となる機構／領事館合同の旅行会社向け査証制度説明

会兼訪日旅行説明会を実施し、機構からは事業説明と日本全体の観光情報の提供、沖縄と北海道か

らはそれぞれ各地の説明が、そして領事館からは査証制度の説明及び質疑応答等が行われた。 

 

② 和歌山県「食と観光のセミナー」（平成２５年５月７日、オーストラリア（シドニー）） 

 和歌山県が食と観光をテーマに豪州のエージェントやメディア向けにセミナーを実施したのに合わ

せ、機構は日本貿易振興機構とともに広報支援及び、旅行会社やメディアの招請を行った。 

 

③ 姉妹都市フォーラム（平成２５年８月５日、オーストラリア（シドニー）） 

奈良県大和高田市とニューサウスウェールズ州リズモア市が姉妹都市関係締結５０周年を迎えるに

あたって、記念フォーラムを自治体国際化協会と共催した。フォーラムでは、日本の地方公共団体によ

る観光ＰＲが行われたほか、自治体国際化協会シドニー事務所長による講演及び機構職員による日本

の観光ＰＲに関するプレゼンが行われた。 

 

④ 中部地域ハイレベルミッション観光セミナー（平成２５年１０月３０日、中国（北京）） 

長野県知事を団長とする中部地域観光推進協議会主催のセミナーに後援名義の協力を行ったほ

か、北京事務所長が開会挨拶を行った。 

 

⑤ Ｊａｐａｎ Ｅｘｐｏ（平成２５年１２月１４日、オーストラリア（シドニー）） 

 ビジット・ジャパン事業の一環として、シドニー永住者によって結成された祭実行委員会や日本政府機

関、日本の地方公共団体や賛助会員などと連携して日本の文化を発信するイベントを実施し、２０，００

０人が来場した。 

自
治
体
国
際
化
協
会 

①  訪日旅行イベント（平成２５年８月２４～２５日、１０月１２日～１３日、平成２６年３月２１日～２３日、

インドネシア（ジャカルタ）） 

インドネシア（ジャカルタ）で開催された、大相撲ジャカルタ巡業に合わせた訪日旅行フェア（平成２５

年８月２４～２５日）、Ｊａｐａｎ Ｔｒａｖｅｌ Ｆａｉｒ ２０１３（平成２５年１０月１２日～１３日）、Ａｓｔｉｎｄｏ Ｔｒａｖｅｌ 

Ｆａｉｒ ２０１４（平成２６年３月２１日～２３日）において、機構はＶＪブースを出展した。ブース運営にあた

っては自治体国際化協会職員と連携して地方の観光情報を提供し、来場者に対して総合的な訪日観

光案内を実施した。 

 

② 訪日教育旅行ガイドブックの作成（平成２６年３月３１日、中国（北京）） 

ビジット・ジャパン事業で中国の教育旅行関係者向けに作成した訪日教育旅行ガイドブックに、日本

での学校交流斡旋先窓口として、自治体国際化協会北京事務所や北京・大連に事務所を構える自治

体の連絡先を掲載した。 
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【関係省庁・自治体・観光関連団体等に対する講演協力の例】   

国土交通省中部運輸局 

（平成２５年６月１９日） 

昇龍道プロジェクト推進協議会において、東南アジアにおける海外旅行

の現状について、機構海外マーケティング部次長が講演。 

東京都台東区 

（平成２５年７月２５日） 

外国人旅行者接遇研修会おいて、英語圏からの訪日旅行市場の動向

について、機構海外マーケティング部アシスタントマネージャーが講演。 

内閣府沖縄総合事務局 

（平成２５年９月２日） 

ＶＪ地方連携事業の一環として、タイからの訪日インバウンドの最新動

向について、機構バンコク事務所長が講演。 

長野県、信州・長野県観光協会 

（平成２５年９月１８日） 

長野県観光関係者向け講演会において、東南アジア地域における訪日

旅行市場の動向について、機構海外マーケティング部次長が講演。 

青森県 

（平成２５年１０月２日） 

青森県インバウンド受入環境整備促進会議において、タイからの訪日

旅行市場の動向について、機構海外マーケティング部次長が講演。 

外務省 

（平成２５年１０月３１日） 

外務省地方連携関西シンポジウムにおいて、これからの日・ＡＳＥＡＮ関

係について、機構加藤理事が講演。 

（一社）長崎県観光連盟 

（平成２５年１０月３１日） 

長崎県観光セミナー・商談会ｉｎバンコクにおいて、タイからの訪日旅行

市場の動向について、機構バンコク事務所長が講演。 

（公財）京都文化交流コンベン

ションビューロー 

（平成２６年２月３日） 

平成２５年度賛助会員総会において、機構のＭＩＣＥ市場への取組と課

題について、機構松山理事長が講演。 

鹿児島県・鹿児島県観光連盟

（平成２６年２月１３日） 

外国人観光客受入体制推進講習会において、アセアン市場からの日旅

行市場の動向について、機構シンガポール事務所次長が講演。 

松山観光コンベンション協会

（平成２６年３月２５日） 

コンベンション地元誘致懇談会において、今後のインバウンド政策と地

域活性化について、機構加藤理事が講演。 

【参考資料１９ 役職員講演実績】 

 

その他適切な評価を行う上で参考となり得る情報 

 観光関係の会合の委員等に機構職員が就任し、アドバイス等を行った。 

【観光関係の会合の委員等に機構職員が就任した例】 

群馬県観光審議会 
県の観光行政の推進等ついての意見や指導を行うため、「群馬県観光審議

会」の委員として事業連携推進部職員が参画。 

観光庁 

我が国の国際会議誘致の競争力を高め、国際競争力の高い都市づくりのた

めの「グローバルＭＩＣＥ戦略都市選定・評価委員会」委員として松山理事長が

参画。 

観光庁 
沖縄観光の更なる発展を図る「沖縄観光振興会議」のメンバーとして神保理事

が参画。 

日本能率協会 
ホテル・レストランショー企画委員会に委員として機構海外マーケティング部長

が参画。 
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文化庁 

文化芸術イベント等の実施により、東アジア域内の相互理解と連携、多様な文

化の発信力を図る「２０１４東アジア文化都市実行委員会」の委員として神保理

事が参画。 

日本観光振興協会・

日本旅行業協会 
「ツーリズムＥＸＰＯジャパン」組織委員会の委員として松山理事長が参画。 

国土交通省 
外客の受入改善の方策として、宅配便運送サービスを利用した訪日旅行者の

「手ぶら観光検討会」の委員として事業連携推進部次長が参画。 

日本観光振興協会 
「観光立国政策をさらに推進するための「観光立国推進協議会」の委員として

松山理事長が参画。 

神奈川県観光審議会 
県の観光行政の推進等ついての意見や指導を行うため、「神奈川県観光審議

会」の委員として事業連携推進部職員が参画。 
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（４）内部統制の充実 

【中期目標】 

内部規程の整備、職員に対する周知等により、内部統制の充実を図る。 

【中期計画】 

内部統制については、内部規定の整備、業務運営方針や組織・業務目標の明確化を行い、役職員に

よる共有を図るとともに、定期的に業務実績や課題を整理し、改善を行う。 

法令等について、職員等に対する周知を行い、機構全体の職員のコンプライアンスの更なる徹底を図

る。また、訪日旅行商品の造成・販売支援等の事業の実施に当たっては、広く機会の平等を担保するとと

もに、特定の企業への利益誘導にならないよう留意する。 

「国民を守る情報セキュリティ戦略」等の政府方針を踏まえ、適切な情報セキュリティ対策を推進する。 

【年度計画】 

内部統制については、内部規定の整備、業務運営方針や組織・業務目標の明確化を行い、役職員に

よる共有を図るとともに、定期的に業務実績や課題を整理し、改善を行う。 

法令等について、職員等に対する周知を行い、機構全体の職員のコンプライアンスの更なる徹底を図

る。また、訪日旅行商品の造成・販売支援等の事業の実施に当たっては、広く機会の平等を担保するとと

もに、特定の企業への利益誘導にならないよう留意する。 

「国民を守る情報セキュリティ戦略」等の政府方針を踏まえ、適切な情報セキュリティ対策を推進する。 

 

年度計画における目標設定の考え方 

内部統制の充実を図るべく、内部規定の整備、業務運営方針や組織業務目標の明確化を行うととも

に、職員等に対する周知徹底に努める。また、業務遂行に当たってのリスクを把握し、その対応につい

て取り組む。 

 

当該年度における取組 

（１） 内部規定の整備、周知、研修  

以下の規程等を制定するとともに、規程に基づく体制整備を行った。 

業務運営にかかる法令及び規程の制定及び改正にあたっては、その内容を随時職員に周知した。ま

た、研修を充実化し、平成２５年度は本部に勤務する全職員を対象としてコンプライアンス及び内部統制

に関する研修を実施すると共に、会計関連研修により適正な経理処理にかかる意識の徹底を図った。 

[組織運営] 組織規程、理事長の職務代理、理事会運営規程、部長会設置運営要領等の整備。 

[労務管理] 就業規則、衛生管理規程、懲戒処分手続内規、ハラスメント防止規程、労働環境紛争パネ 

ル規程、役職員倫理規定等の整備。規程に基づく衛生委員会、懲戒審査委員会、労働環 

境紛争パネルの設置。 

[財務・会計] 会計規程、会計規程実施細則、契約事務実施細則、契約監視委員会設置規程等の整 

備。規程に基づく契約監視委員会の設置。 

[文書管理] 文書管理規程、専決事務処理内規、法人文書開示規程等の整備。 
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［個人情報の適正管理］ 個人情報管理規程の整備。規程に基づく、個人情報保護管理体制の整備。 

[危機管理] 海外における緊急事態対応マニュアル、事業継続計画（ＢＣＰ）の整備。マニュアル・計画に 

基づく緊急連絡体制の整備。 

 

（２） 業務運営方針、組織・業務目標の明確化 

平成２６年度計画を踏まえ、部・海外事務所ごとに組織運営において果たすべき役割や各職員の業

務遂行の基礎をなす行動規範を定めた「組織・業務目標」を策定し、業務運営方針や組織・業務目標の

明確化を図った。また、期中を通じて定期的に主要業務の実績と数値目標の達成状況を部長会、理事

会に報告し、課題を整理するとともに、業務の改善を図った。 

 

（３） 訪日旅行商品の造成・販売支援等の事業実施に当たっての留意 

海外事務所においては、当該国・地域においてアウトバウンドを取り扱う資格を有し、旅程に日本を含

む商品を取り扱っている旅行会社について、日本への送客実績や取扱商品を調査の上で、データベー

ス化を行い、事業の実施に当たっては、こうしたデータベースに基づき、合理的な理由なく特定の旅行会

社に偏らないよう配慮しつつ支援対象の旅行会社を選定した。 

 

（４） 監事監査 

監事監査規程に基づき作成した監事監査計画により、平成２５年度は決算監査、業務監査（監査テー

マ：内部統制の整備、運用状況について（監査））、海外事務所現地監査（対象事務所：ソウル事務所、

シンガポール事務所）、保有個人情報の管理に関する監査を実施し、監査の指摘事項を踏まえ、業務改

善に取り組んだ。 

 

（５） 情報セキュリティ対策の推進 

研修や情報システム部門からの周知メール等を通じて、情報セキュリティ面での各種注意喚起を行っ

た。また、本部オフィスにおいては、不審な通信等、ＰＣやネットワークの稼働状況を継続的に監視する

とともに、外部からの持ち込みＰＣの機構内ＬＡＮへの接続、許可されていないＵＳＢメモリ利用などの自

動検知・接続ブロック機能を運用し、ウイルス等の侵入リスク低減を図った。 

さらに、本部オフィスで運用を開始した無線ＬＡＮについて、アクセスポイントのＳＳＩＤステルス化、パス

ワードの定期的変更により、関係者外の利用を防止するとともに、機構内イントラネットから論理的に隔

離し、業務用サーバー等への不正侵入の危険性排除に努めた。 

 

その他適切な評価を行う上で参考となり得る情報 

 理事会を定期的に開催し、理事長をはじめとした役員で重要な情報を共有し、審議事項について

は、議論の上、意思決定した。 
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 平成２５年度は、職員及びその家族の安全を確保しつつ、最低限必要な機構の業務を継続するこ

とを目的として平成２４年度に策定した事業継続計画（ＢＣＰ）に記載されている情報伝達訓練を９

月に実施し、その結果も踏まえ、定期的な周知と改善の一環として同事業継続計画を改訂した。改

訂後の本計画は、自然災害のうち、地震（震度６弱以上（２３区内震度５強以上））を対象災害とし、

機構の重要業務を明確化し、災害発生直後、その後回復期にすべきこと、さらにツーリスト・インフ

ォメーション・センター（ＴＩＣ）による訪日外国人への情報提供内容を示している。 
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（５）戦略的な情報発信 

【中期目標】 

国民への説明責任の徹底及び各事業の必要性・効率性等の評価に資する観点から、マーケティング

情報や事業・活動の成果物等の公表の充実を図るとともに、保有資料・データの公開やホームページの

内容の充実を図ること等により、情報発信を積極的に推進する。 

【中期計画】 

機構の取組や業務成果を幅広く発信し、各事業の必要性・効率性等の評価に資するため、市場別プロ

モーション方針・事業計画概要、事業・活動の成果物等の公表の充実を図るとともに、統計・マーケティン

グデータ等保有資料・データの公開やウェブサイトの内容の充実を図ること等により、情報公開・発信を

積極的に推進する。 

【年度計画】 

機構の取組や業務成果を幅広く発信し、各事業の必要性・効率性等の評価に資するため、市場別プロ

モーション方針・事業計画概要、事業・活動の成果物等の公表の充実を図るとともに、統計・マーケティン

グデータ等保有資料・データの公開やウェブサイトの内容の充実を図ること等により、情報公開・発信を

積極的に推進する。 

 

年度計画における目標設定の考え方 

機構の運営や業務実績に関する情報を、ウェブサイト等を通じて広く公表することにより、機構の業務

に対する国民の認識・理解を高め、独立行政法人としての国民に対する説明責任を果たすとともに、機

能の保有する資料・マーケティングデータの公開やウェブサイトの内容の充実を図ることを通じて、機構

の保有する情報の有効活用を図る。 

 

当該年度における取組 

（１） ウェブサイト上での機構の取組、業務成果の公開    

機構の取組、業務成果を取りまとめた「業務実績報告書」及び「年次報告書」を機構のウェブサイト上

で公開している。 

（ 業務実績報告書： http://www.jnto.go.jp/jpn/about_us/reports/business_reports.html ） 

（ 年次報告書： http://www.jnto.go.jp/jpn/about_us/reports/annual_reports.html ） 

機構の年度計画、業務実績、業績評価、財務に関する情報等はウェブサイトに関連項目を設けて公

開した。 

 

（２） 市場別プロモーション方針・事業計画概要の公表 

ビジット・ジャパン事業や機構の取組の業務成果を幅広く発信し市場別プロモーション方針・事業計画

概要、毎月の訪日動向を市場別に紹介する「市場動向トピックス」を機構のウェブサイトを通じて公開す

るとともに、統計・マーケティングデータ等保有資料・データの公開を図ること等により、機構が保有する

情報を積極的に公開した。 
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（３） 機構の保有する資料・マーケティングデータの公開 

毎月、（前月の）訪日外客数一覧表及び地域別訪日旅行市場の概況に加えて、翌月の市場動向や注

目トピックなどをまとめて機構のウェブサイト上で公開を実施したほか、統計資料を冊子としてとりまとめ

て広く関係者へ配布を実施した（「日本の国際観光統計２０１２」、「ＪＮＴＯ訪日旅行誘致ハンドブック２０

１４（欧米豪６市場編）」の発行）。また、「ＪＮＴＯ賛助団体・会員専用サイト」を通じて、主要１７ヶ国・地域

の市場別マーケティング情報や、ＪＮＴＯ発表資料のバックナンバーを公開したほか、主要旅行会社・メ

ディアのリスト、都道府県別に人気のある観光地・観光資源をまとめた資料を事業パートナーに提供し

た。 

  

（４） ウェブサイトの内容の充実 

国民目線に立った日本語ウェブサイトのリニューアルを行うために、改訂を順次実施するとともに、不

断の見直しを行いつつ、新規の項目として機構役職員執筆原稿を設置したほか、募集型事業等のアイ

コンをトップページに設置するなど、サイト内ナビゲーションの改善を行った。また、日本語ウェブサイト

内の「最新情報」「報道発表」「ＪＮＴＯ事業パートナー（賛助団体・会員）からのニュース」「トピックス」「統

計発表」「マーケティング・データ」の項に新規情報・資料を随時掲載した。これらの取組を行った結果、

機構の日本語ウェブサイトのアクセス数は前年比５５％増となった。 

 

その他適切な評価を行う上で参考となり得る情報 

 機構の業務に対する国民の認識・理解を高めるため、国内広報に重点的に取組、報道資料の発表

（国土交通省記者クラブへの投げ込み、マスコミ向け電子メール配信、ウェブサイトでの公開等）に

加え、テレビ・一般紙・旅行業界紙誌のインタビューへの対応、最新のマーケット動向や機構の活

動状況について役職員の寄稿等を行った。 

 【参考資料２０ 月例訪日外客統計発表資料の例】 

 

 平成２５年度は、特に理事長・理事の対外的な活動の強化や国内外の出張時の現地メディアへの

働きかけに努め、理事長のテレビ・ラジオ番組出演や、一般紙、旅行業界紙、ポータルサイト等の

インタビュー対応等を拡大した結果、報道発表件数が４１件となり、紙媒体、ウェブサイト、ＴＶにお

ける掲載記事及び報道件数の総数が、前年比４１％増の１，７０９件となった。 

【参考資料２１ 報道発表案件一覧】 

【参考資料２２ 広報効果】 

 

 「観光立国実現に向けたアクション・プログラム」に基づくムスリム旅行者への対応強化の施策の一

環として、国内外で関係省庁・民間企業等が開催するムスリム旅行者対応のセミナーに機構の職

員を講師として派遣した。平成２５年度の講演実績６４件のうち、ムスリム関係は１６件に上った。 
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３．予算、収支計画及び資金計画 

 

【中期目標】 

事業パートナーに対する質の高いサービスの提供や連携の拡大、新たな事業パートナーの開拓等に

より、自己収入の拡大に向けた取組を行う。 

 毎年の運営費交付金額の算定については、運営費交付金債務残高の発生状況にも留意した上で、厳

格に行う。 

【中期計画】 

（１）自己収入の確保 

海外事務所を活用した市場動向の情報提供、個別相談会の開催等事業パートナー等を対象とする事

業等の強化・拡大やビジット・ジャパン事業の実施に当たっての支援、国際会議の誘致・開催の支援等を

通じて、事業パートナーとの連携を強化し、顧客満足度を高めることにより、地方自治体､民間事業者等

からの賛助金・会費等の維持・増加に努めるとともに、賛助団体・会員等の増加による収入の増加を図

る。また、機構のノウハウを活かした受託業務等にも積極的に取り組み、収入増を図る。 

（２）予算（人件費の見積りを含む。） 

別紙 

（３）収支計画及び資金計画 

別紙 

【年度計画】 

（１）自己収入の確保 

海外事務所を活用した市場動向の情報提供、個別相談会の開催等事業パートナー等を対象とする事

業等の強化・拡大やビジット・ジャパン事業の実施に当たっての支援、国際会議の開催・誘致の支援等を

通じて、事業パートナーとの連携を強化し、顧客満足度を高めることにより、地方自治体､民間事業者等

からの賛助金・会費等の維持・増加に努めるとともに、賛助団体・会員等の増加による収入の増加を図

る。また、機構のノウハウを活かした受託業務等にも積極的に取り組み、収入増を図る。 

（２）予算（人件費の見積りを含む。） 

別紙 

（３）収支計画及び資金計画 

別紙 

 

年度計画における目標設定の考え方 

事業パートナーである地方公共団体及び民間事業者に対して質の高いサービスを提供することによ

り顧客満足度を高め、賛助団体・会員からの賛助金・会費収入の維持・増加を図る。さらに新たな事業

パートナーを開拓し、新規賛助団体・会員獲得を進める。また、機構のノウハウを生かした受託事業を積

極的に実施し、受益者負担による収入増加を目指す。 
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当該年度における取組  

（１） 自己収入の確保 

１．賛助団体・会員の維持・増加に向けた取組  

 インバウンドの取組に機構を活用しようとする団体・企業に対し、機会をとらえて本部・海外事務所

を挙げてサービスの提供及び勧誘活動を行った。その結果、平成２５年度末時点の賛助団体・会

員数の合計は、過去最多の３４３団体となり、賛助金・会費収入も過去最高となった。 

 

 平成２５年度は、新たに賛助団体として１３団体、会員として３５団体が加入した一方、財政事情等

の理由により、賛助団体４団体、会員１０団体が退会した。 

 

＜賛助団体・会員数＞    

 平成２３年度末 平成２４年度末 平成２５年度末 

賛助団体数 １６７ １６３ １７２ 

会員数 １３６ １４６ １７１ 

合計 ３０３ ３０９ ３４３ 

 

 新規賛助団体・会員獲得のため、賛助団体募集パンフレット及び会員サービス案内パンフレットを

それぞれ刷新し、加入のメリットをより分かりやすくした。あわせてウェブサイトの事業パートナーペ

ージをリニューアルし、ウェブサイトからもサービス内容を見やすくした。 

 

 訪日旅行者の増加に伴って、新たにインバウンド観光ビジネスの受益者となりつつあるＩＴ・インター

ネット関連事業者や、旅行・観光業界以外の新たな業種の賛助団体・会員勧誘に取り組んだ。 

 

 賛助団体・会員を主な対象として、９月に個別相談会、１月にインバウンド旅行振興フォーラムを開

催し、最新の海外旅行市場動向の説明を行うとともに、海外事務所長等との個別相談の場を設け

た。また、機構の組織・業務方針等について説明する業務報告会（７月）を開催することにより、賛

助団体・会員に対し機構活動に関するより一層の情報提供の拡充を行った。 

 

 機構の活用と、賛助金の拠出への理解を得るため、賛助団体・会員を訪問し、サービス内容につ

いての説明を行った。 

 

 賛助団体・会員との「交流勉強会」を３ヶ月に１回程度、計４回開催し、賛助団体・会員からの事業

説明、機構に対する要望を聴取の後、意見交換を行った。 

 

 前年度に引き続き、１月のインバウンド旅行振興フォーラムにおいて、市場説明会を一般に有料で

開放し、自己収入の増加を図った。また、９月の個別相談会、１月のインバウンド旅行振興フォーラ
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ムにおいて、有料Ｂ ｔｏ Ｂデスクを設置し、会員にビジネスチャンスを提供するとともに収入の増

加を図った。 

 

２．ウェブを活用した収益事業の推進 

 平成２４年度に引き続き、ウェブサイトのマンスリーウェブマガジンへの有料記事広告搭載サービス

の募集を行い、１１枠の申込みがあり、前年比１６％増の約２，２００万円の収入となった。 

 

 新たな収益モデル確立のため、旅行商品情報検索サイトを立ち上げ、着地型ツアー等を販売する

３社とアフィリエイト契約を締結した。 

 

３．新規事業の開発等 

 賛助団体・会員及びその他団体からの委託を受け、海外での観光セミナー開催支援や、海外の旅

行会社・メディア招請支援を受託業務として実施した。平成２５年度は、年間３５件、合計約９００万

円の収入をあげた。 

 

 民間事業者等からの需要が多い日本地図、東京地図、京都奈良地図の有償提供を開始し、約１９，

０００部を販売した。さらに、地域の観光宣伝印刷物の受託制作にも取り組んだ結果、印刷物関連

で約３９０万円の収益をあげ、自己収入増に貢献した。 

 

 新たな取組として、海外プロモーション・コンサルティング事業を立ち上げ、地域の海外プロモーショ

ンに関する有料コンサルティングを開始した。平成２５年度は、初年度として２件（９０万円）を受託し

た。 

 

（２） 予算（人件費の見積りを含む。） 

（３） 収支計画及び資金計画 

 

年度予算等の執行状況 

＜一般勘定＞ 

平成２５年度の収入は、計画額２３億９８百万円に対して、合計で１億１百万円減の２２億９７百万円と

なった。この変動の主な要因は以下のとおりである（表１）。 

 

 受託業務及び観光情報提供事業の減少等により事業収入が計画額に対して５９百万円の減となっ

た。 

 

 観光宣伝事業賛助金収入は、拠出者（会員）の増により前年比で２１百万円、計画額に対しては６

百万円の増となっている。 
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 コンベンション協賛金収入については、地方自治体財政が厳しい状況にあることを受け、前年度と

ほぼ同額、計画額に対しては４０百万円の減となった。 

 

 事業外収入は計画額に対して８百万円の減となっている。 

 

 支出については、計画額２３億９８百万円に対して、合計で１億９４百万円減の２２億４百万円となっ

た。この変動の主な要因は以下のとおりである。 

 

 業務経費については、計画額に対して３１百万円の減となった。これは、海外観光宣伝事業経費が

ジャカルタ事務所の開設、円安の影響等により計画額に対して５３百万円の増となったこと、コンベ

ンション誘致事業経費が事業の見直し等により計画額に対して４７百万円の減となったこと等によ

る。 

 

 受託経費については、計画額に対して９３百万円の減となった。これは、受託業務経費が計画額に

対して２３百万円の減となったこと、共同事業経費が事業規模の縮小等により、計画額に対して６２

百万円の減となったこと等による。 

 

 また、人件費については自己都合退職者の発生等により、計画額に対して５７百万円の減となっ

た。 

 

 一般管理費（人件費を除く）については、契約の見直し等により、計画額に対して１３百万円の減と

なった。 

 

＜交付金勘定＞ 

平成２５年度の収入は、寄附者からの寄附金収入が減少したことにより、計画額３億８０百万円に対し

て３億４６百万円減の３４百万円となった（表１）。 

支出については、国際会議の減少に伴う交付金交付額の減により、計画額３億８０百万円に対して３

億２４百万円減の５６百万円となった（表１）。 

 

＜利益剰余金の発生要因＞ 

［一般勘定］ 

平成２５年度の利益剰余金の発生要因については、当期未処分利益及び前中期目標期間繰越積立

金６百万円の取り崩し等により７百万円の利益剰余金が発生することとなった。 

 

［交付金勘定］ 

平成２５年度の利益剰余金の発生要因については、前年度からの積立金４９百万円と当期未処理損

失１１百万円により、３８百万円の利益剰余金を計上することとなった。 
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＜経常損益では損失計上していたものが最終的に利益計上になった場合の経緯＞ 

 該当なし。 

 

表１ 予算 

〔一般勘定〕 

（単位：百万円）

区　　　　　　分 予算額 決算額 差額

＜収入＞

運営費交付金 1,837 1,837 0
賛助金・コンベンション協賛金収入 338 304 △ 34
事業収入 201 141 △ 59
事業外収入 22 14 △ 8

計 2,398 2,297 △ 101
＜支出＞

業務経費 770 739 31
受託経費 276 182 93
人件費 1,096 1,039 57
一般管理費 257 244 13

計 2,398 2,204 194
※各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。

 

〔交付金勘定〕 

（単位：百万円）

区　　　　　　分 予算額 決算額 差額

＜収入＞

寄付金収入 380 34 △ 346
事業外収入 0 0 0

計 380 34 △ 346
＜支出＞

交付金事業経費 380 56 324
計 380 56 324

※各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。
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表２ 収支計画 

〔一般勘定〕 

（単位：百万円）

区　　　　　　分 予算額 決算額 差額

＜費用の部＞

経常費用 2,387 2,220 △ 167
　業務経費 770 740 △ 30
　受託経費 275 181 △ 94
　一般管理費 1,325 1,281 △ 44
　減価償却費 17 18 1
臨時損失 － 0 0
雑損 － 1 1

計 2,387 2,221 △ 166
＜収益の部＞

運営費交付金収益 1,810 1,754 56
国際観光振興事業収入 539 443 96
資産見返運営費交付金戻入 17 15 2
資産見返補助金戻入 － 0 0
資産見返寄附金戻入 － 3 △ 3
事業外収益 21 6 15
臨時利益 － 1 △ 1

計 2,387 2,222 165
当期純利益（△当期純損失） － 1 △ 1
前中期目標期間繰越積立金取崩 － 6 △ 6
当期総利益（△当期総損失） － 7 △ 7
※各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。
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〔交付金勘定〕 

（単位：百万円）

区　　　　　　分 予算額 決算額 差額

＜費用の部＞

経常費用 380 56 △ 324
　交付金事業経費 380 56 △ 324
当期利益金（△当期損失金） 0 △ 11 △ 11

計 380 45 △ 335
＜収益の部＞

寄付金収入 380 45 335
事業外収益 0 0 0

計 380 45 335
※各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。
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表３ 資金計画 

〔一般勘定〕 

（単位：百万円）

区　　　　　　分 予算額 決算額 差額

＜資金支出＞

業務活動による支出 2,398 2,298 △ 100
投資活動による支出 0 7 7
事業外支出 0 1,094 1,094
次期への繰越金 0 657 657

計 2,398 4,056 1,658
＜資金収入＞

業務活動による収入 2,398 2,293 105
　運営費交付金による収入 1,837 1,837 0
　賛助金・コンベンション協賛金収入 338 304 34
　事業収入 201 150 51
　事業外収入 22 2 20
投資活動による収入 0 1 △ 1
前期からの繰越金 0 1,763 △ 1,763

計 2,398 4,056 △ 1,658
※各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。

〔交付金勘定〕 

（単位：百万円）

区　　　　　　分 予算額 決算額 差額

＜資金支出＞

業務活動による支出 380 56 △ 324
次期への繰越金 0 62 62

計 380 118 △ 262
＜資金収入＞

業務活動による収入 380 34 346
　寄付金による収入 380 34 346
　事業外収入 0 0 0
前期からの繰越金 0 84 △ 84

計 380 118 262
※各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。
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４．短期借入金の限度額 

 

【中期目標】 

なし 

【中期計画】 

予見し難い事故等の事由に限り、資金不足となる場合における短期借入金の限度額は、１００百万円

とする。 

【年度計画】 

予見し難い事故等の事由に限り、資金不足となる場合における短期借入金の限度額は、１００百万円

とする。 

 

【該当なし】 
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４の２．不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産がある場合には、当該財

産の処分に関する計画 

 

【中期目標】 

なし 

 

【中期計画】 

なし 

 

【年度計画】 

なし 

 

 

当該年度における取組  

平成２２年の独法通則法改正の趣旨、「独立行政法人改革等に関する基本的な方針（平成２５年１２

月閣議決定）」等を踏まえ、保有資産の見直しを行い、政府出資金１，３９７，６１１，７８２円が充てられて

いる財産のうち、４３９，１８５，４２８円を不要財産の額として確定し、３月２８日に国庫納付するとともに、

同額の減資登記を行った。 
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５．重要な財産を譲渡し、又は担保にする計画 

 

【中期目標】 

なし 

 

【中期計画】 

なし 

 

【年度計画】 

なし 

 

 

【該当なし】
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６．剰余金の使途 

 

【中期目標】 

 なし 

【中期計画】 

剰余金が発生した場合には、独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第４４条第３項の規定

による国土交通大臣の承認を受けて、海外からの訪日旅行の促進の効果が高く見込まれる海外宣伝事

業費の使途に充てる。 

【年度計画】 

剰余金が発生した場合には、独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第４４条第３項の規定

による国土交通大臣の承認を受けて、海外からの訪日旅行の促進の効果が高く見込まれる海外宣伝事

業費の使途に充てる。 

 

【該当なし】
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７．その他主務省令で定める業務運営に関する事項 

（１）人事に関する計画 

 

【中期目標】 

なし 

【中期計画】 

上記目標の達成に向けて、効率的かつ効果的な業務運営を行うための人材確保、人材育成を着実に

実施する。 

プロパー職員を中核とした体制を構築するため、語学を始めとする専門能力をもった職員の採用･育成

に努め、プロパー職員が機構の中核として担うべき役割を的確に果たすことのできる体制を構築する。ま

た、プロパー職員の育成とあわせて外部からの有能な人材の登用を行う。 

職員個々の能力と実績に基づいた適切な人事評価を実施し、適材適所の人事配置を行う。現地採用

職員についても、事務所所在国の人事・労務に係る法令・慣行に配慮しつつ、可能な限り人事評価を実

施する。 

本部採用職員に対しては、海外事務所勤務を含め様々な業務を経験できるようキャリア形成に配慮し

た人事異動を行い、ＯＪＴや内外の研修等も活用し、職員の意欲向上と能力開発を図る。また、現地採用

職員に対しては、その能力･意欲に合わせた処遇の改善を行い、業務への取組意欲の向上を図るととも

に、一層の活用を進める。  

給与水準については、国家公務員の給与水準も十分に考慮し、引き続き手当を含め役職員給与の在

り方について検証した上で、これを維持する合理的理由がない場合には給与水準の適正化に取り組むと

ともに、その検証結果や取組状況を公表する。また、総人件費については、政府における総人件費削減

の取組を踏まえ、厳しく見直す。 

【年度計画】 

上記目標の達成に向けて、効果的かつ効率的な業務運営を行うための人材確保、人材育成を着実に

実施する。 

 プロパー職員を中核とした体制を構築するため、語学を始めとする専門能力をもった職員の採用･育成

に努め、プロパー職員が機構の中核として担うべき役割を的確に果たすことのできる体制を構築する。ま

た、プロパー職員の育成とあわせて外部からの有能な人材の登用を行う。 

 職員個々の能力と実績に基づいた適切な人事評価を実施し、適材適所の人事配置を行う。現地採用

職員についても、事務所所在国の人事・労務に係る法令・慣行に配慮しつつ、可能な限り人事評価を実

施する。 

 本部採用職員に対しては、海外事務所勤務を含め様々な業務を経験できるようキャリア形成に配慮し

た人事異動を行い、ＯＪＴや内外の研修等も活用し、職員の意欲向上と能力開発を図る。また、現地採用

職員に対しては、その能力･意欲に合わせた処遇の改善を行い、業務への取組意欲の向上を図るととも

に、一層の活用を進める。  

 給与水準については、国家公務員の給与水準も十分に考慮し、引き続き手当を含め役職員給与の在り

方について検証した上で、これを維持する合理的理由がない場合には給与水準の適正化に取り組むとと
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もに、その検証結果や取組状況を公表する。また、総人件費については、政府における総人件費削減の

取組を踏まえ、厳しく見直す。 

 

年度計画における目標設定の考え方 

 プロパー職員を中核とした体制を構築すべく、人事体制を整備すると共に、職員個々の能力と実績に

基づいた適切な人事評価を実施し、適材適所の人事配置を行うものである。また、政府における総人件

費削減の取組を踏まえ、給与水準の適正化の取組を実施するものである。 

 

当該年度における取組  

（１）  効果的かつ効率的な業務運営を行うための人材確保 

プロパー職員を中核とした体制強化のため、国内外で各種事業・事務に従事する総合職職員として、

平成２５年度の新卒採用として４人を採用したほか、ＩＣＴ分野における業務経験を有した者を中途採用し、

即戦力の強化を図った。また、地方自治体、観光関連事業者等から経験豊富な人材の受入を、引き続

き実施した。 

 

（２） 人事評価の実施と適材適所の人事配置 

従来より実施している全職員を対象とした人事評価制度を見直し、能力評価及び業績評価の２種類

に区分することにより、各職員の能力及び業績をより適切に評価し、その結果を処遇に反映した。海外

事務所の現地採用職員についても人事評価を行い、成績が優秀な者には特別手当を支給する等処遇

に反映させた。また、物価等の上昇が著しい国に所在する海外事務所の現地採用職員については、そ

れを踏まえた給与の調整を行った。 

 

（３） 職員の意欲の向上と能力開発 

本部採用のプロパー職員に対しては、キャリア形成に配慮した人事異動を行うとともに、業務遂行に

必要な知識・スキルを習得する機会を拡充すべく、目的・テーマ別研修等（奨学金を含む）を実施し、職

員の能力開発・向上を支援した。平成２５年度は、マーケティング研修の実施や旅行業界研究研修の充

実化により職員の実務能力の向上を図ったほか、中間管理職研修及び評価者研修を実施し、管理職の

資質向上を図った。また、当該年度に顕著な功績のあった職員を顕彰することにより、職員の積極的な

創意工夫を促し、業務実績の向上と改善に資することを目的として、平成２５年度に職員表彰制度を規

定した。 

 

（４） 給与水準の適正化等 

平成２５年度のラスパイレス指数（国家公務員と比較した給与水準）は１１０．２、地域と学歴を勘案し

た国家公務員との比較では９４．７となった。年齢のみを勘案した対国家公務員指数は１００を越えてい

るが、当機構は地方組織が無く、職員の約９割が大卒・大学院卒であり、地域と学歴を勘案した指数は

平成２５年度も１００を下回った。職員の給与については、引き続き国に準じて適正な水準の維持が図ら

れるよう、適切な措置を講じていく。 
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報酬・給与への業務実績・勤務成績の反映方法として、役員報酬に関しては、期末特別手当に対し国

土交通省独立行政法人評価委員会が行う業績評価の結果を参考にして、役員の実績に応じ決定した。

職員に関しては、人事評価制度による厳正な人事評価を行い、引き続き評価結果を職員の昇給等の処

遇に反映させ、平成２５年度には、能力評価結果が普通評価の５５歳超職員については昇給抑制措置

を導入した。また、平成２５年１２月より、賞与の一部を勤勉手当とし、勤務成績を反映することとした。 

 

平成２５年度は、「国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律」に基づく国家公務員の給

与の見直しに関連して、平成２４年度から継続して以下の措置を実施した。 

【役員】 

国家公務員に準じた率（俸給月額の削減率９．７７％）で、本来の支給額からの減額を実施した（平成

２４年４月～平成２６年３月）。 

【職員】 

国家公務員に準じた率（平均７．８％削減）で、本来の支給額からの減額を実施した（平成２４年７月～

平成２６年６月）。 

 

また、平成２５年度は、国家公務員の退職手当の支給水準引下げ等（平成２４年８月７日閣議決定）に

基づき、以下の引下げ措置を実施した。 

【役員】 

平成２５年３月１５日以降に退職する役員について、国家公務員に準じた調整率（※１）を設定し、退職

手当支給水準の引下げを実施した。 

※１ 退職日が平成２５年３月１５日～平成２５年１１月３０日  ９８/１００ 

退職日が平成２５年１２月１日～平成２６年８月３１日  ９２/１００ 

退職日が平成２６年９月１日～  ８７/１００ 

【職員】 

平成２５年６月２２日以降に退職する職員について、国家公務員に準じた調整率（※２）を設定し、退職

手当支給水準の引下げを実施した。 

※２ 退職日が平成２５年６月２２日～平成２６年２月２８日  ９８/１００ 

退職日が平成２６年３月１日～平成２６年１１月３０日  ９２/１００ 

     退職日が平成２６年１２月１日～  ８７/１００ 

 

役員報酬額の公表については、上記の措置状況やラスパイレス指数等を含め「役職員の報酬・給与

等の公表」として、平成２６年６月末にホームページ上で平成２５年度分を公表（予定）。 
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（２） 独立行政法人国際観光振興機構法（平成１４年法律第１８１号）第１０条第１項に

規定する積立金の使途 

 

【中期目標】 

なし 

【中期計画】 

前中期目標期間の最終事業年度において、独立行政法人通則法第４４条の処理を行った後の積立金

に相当する金額のうち主務大臣の承認を受けた金額について、前中期目標期間終了までに自己収入財

源で取得し、今中期目標期間に繰り越した固定資産の減価償却に要する費用等に充当する。 

【年度計画】 

前期中期目標期間の最終事業年度において、独立行政法人通則法第４４条の処理を行った後の積立

金に相当する金額のうち主務大臣の承認を受けた金額について、前期中期目標期間終了までに自己収

入財源で取得し、当期中期目標期間に繰り越した固定資産の減価償却に要する費用等に充当する。 

 

前期中期目標期間繰越積立金６，０１７，６１８円については、自己収入財源で取得し、当期中期目標

期間に繰り越した固定資産の減価償却費に要する必要等に５，８７６，４３２円を充当し、前期中期目標

期間繰越積立金の残高は１４１，１８６円となった。 
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参考資料１  第１１回ＪＮＴＯインバウンド旅行振興フォーラム                 

 

平成２６年１月３０日及び３１日、機構は「第１１回ＪＮＴＯインバウンド旅行振興フォーラム」をホテル椿

山荘東京で開催した。参加者は日本各地の地方公共団体、観光・コンベンション推進機関、宿泊施設、

旅行会社、運輸機関等、機構の賛助団体及び会員を中心に９１９人（２日間延べ人数）となった。 

 

ＪＮＴＯインバウンド旅行振興フォーラムでは、２日間にわたり海外事務所長等が最新のインバウンド

市場動向を説明するセミナー会場と、海外事務所長等と参加者が事前アポイントメント形式で個別面談

を行う個別相談会場を設け、セミナーと個別相談会を同時並行で運営した。 

 

セミナーでは、地域別の各主要市場の最新動向の説明のほか、インバウンド関係者の関心を集めて

いる「ムスリム市場」や「ＭＩＣＥの現状と取組」のほか、平成２５年１２月にユネスコの無形文化遺産に登

録された「和食」等のテーマに関する講演を行った。 

 

個別相談会では、訪日旅行者数の増大が顕著な東南アジア市場について、「インドネシア」デスクと

「ＡＳＥＡＮ」デスクを新たに設置し、参加者のニーズに応えるように努めた。 

 

当日、会場のホワイエにおいては、賛助団体・会員間相互のＰＲ、情報交換、ビジネスの促進のため、

申込みのあった賛助団体及び会員等８団体によるＢ ｔｏ Ｂデスクを設置し、事業パートナー相互の情

報交換の場とした。 

 

１月３０日夜に開催した「交流会」では、多くの参加者が機構の海外事務所長及び次長との意見交換・

交流を行った。 

 

第１１回ＪＮＴＯインバウンド旅行振興フォーラムに参加した賛助団体・会員を対象としたアンケートで

は、全体評価で「大変役立った」が４８％、「役立った」が５１％と、ほぼ全員（９９％）が「役立った」と回答

した。 

（上記報告は以下のウェブサイトから抜粋） 

http://www.jnto.go.jp/jpn/biz_partners/report/inbound_forum.html 
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参考資料２  ムスリム・ツーリズムセミナー                             

 

平成２５年５月１７日、機構は「ムスリム・ツーリズムセミナー」を東京都内で開催した。参加者は日本

各地の地方自治体、観光・コンベンション推進機関、宿泊施設、旅行会社、運輸機関等、機構の賛助団

体及び会員を中心に１０６人となった。当日は多くのマスコミが取材に入るなど、関心の高さがうかがえ

た。 

 

ムスリム・ツーリズムセミナー開催概要 

 

１． 開 催 目 的 ： 訪日旅行の成長著しい東南アジア市場のインドネシア及びマレーシアにおける 

ムスリム・ツーリズムの最新の市場動向及び受入状況について、国内インバウン 

ド関係者と共有する。 

 

２． 開 催 日 時 ： 平成２５年５月１７日（金） １２：３０～１５：３０ 

 

３． 開 催 場 所 ： 品川プリンスホテル （東京都品川区） 

 

４． 主 催 ： 日本政府観光局（ＪＮＴＯ） 

 

５． 協 力 ： 観光庁 

 

６． 参 加 者 数 ： １０６人 

 

７． プログラム ： ・ハラールフード体験・解説：ハラル食品会社 

・ムスリム層旅行動向調査概要：日本政府観光局 

・マレーシアからのムスリム旅行者の概況：マレーシア旅行会社 

・インドネシアからのムスリム旅行者の概況：インドネシア旅行会社 

・質疑応答 
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参考資料３  機構が関与したビジット・ジャパン事業の実績 

機構が海外マネジメント業務等に関与した事業は以下のとおり。 

 

事   業   名 実施国 

平成２５年度韓国における旅行博に併設した訪日旅行商談会等実施事業 韓国 

風評被害対策における韓国観光イベント及び記事広告掲載事業 韓国 

平成２５年度韓国における「マラソン・ジャパン」開催事業 韓国 

平成２５年度韓国における海外現地オールジャパン連携事業 韓国 

平成２５年度韓国における訴求コンテンツを深掘りした新たな訪日旅行商品促進事業 韓国 

平成２５年度韓国における日韓間直行便等の拡大を契機としたエアライン等との訪日旅行

促進事業 
韓国 

平成２５年度韓国における訪日旅行需要回復のための情報発信事業 韓国 

平成２５年度韓国における訪日旅行促進のための旅行会社等との共同広告実施事業 韓国 

平成２５年度中国市場におけるビジット・ジャパン基幹クリエイティブを活用した広告宣伝及

び旅行会社との共同広告実施事業 
中国 

平成２５年度中国市場における海外現地オールジャパン連携事業 中国 

平成２５年度中国市場における旅行博・商談会等出展事業 中国 

北京国際旅游博覧会（ＢＩＴＥ）２０１３出展事業 中国 

平成２５年度香港におけるご当地グルメを活用した訪日旅行プロモーション事業（海外現地

オールジャパン連携事業） 
香港 

平成２５年度 香港における広告宣伝及び旅行会社等との共同広告実施事業 香港 

平成２５年度 香港における旅行博出展・商談会開催事業 香港 

第１３回Ｔｈａｉ Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ Ｔｒａｖｅｌ Ｆａｉｒ（８月期）における海外現地オールジャパン連

携事業及び併催セミナー商談会実施事業 
タイ 

平成２５年度タイにおける海外現地オールジャパン連携事業及びセミナー・商談会実施事

業 
タイ 

平成２５年度タイにおける広告宣伝及び旅行会社との共同広告等実施事業 タイ 

第３回Ｖｉｓｉｔ Ｊａｐａｎ ＦＩＴ Ｔｒａｖｅｌ Ｅ２６Ｆａｉｒにおける海外現地オールジャパン連携事業及

び併催商談会実施事業 
タイ 

平成２５年度シンガポールにおける「ＪＡＰＡＮ ＴＲＡＶＥＬ ＦＡＩＲ ２０１３」（仮称）運営事業 シンガポール 

平成２５年度シンガポールにおけるテレビ番組制作事業（放映枠の確保） シンガポール 

平成２５年度シンガポールにおける海外現地オールジャパン連携事業（２月期） シンガポール 

平成２５年度シンガポールにおける海外現地オールジャパン連携事業（８月期） シンガポール 

平成２５年度シンガポールにおける共同広告等実施事業 シンガポール 

平成２５年度シンガポールにおける教育セミナー・インセンティブセミナー事業 シンガポール 

平成２５年度マレーシアにおけるＬＣＣ新規就航に伴う訪日旅行促進事業 マレーシア 
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平成２５年度マレーシアにおけるセミナー・商談会開催事業 マレーシア 

平成２５年度マレーシアにおける海外現地オールジャパン連携事業（３月期）、セミナー・商

談会開催事業、旅行会社等との共同広告実施事業（下期）及び旅行会社招請事業 
マレーシア 

平成２５年度マレーシアにおける海外現地オールジャパン連携事業（９月期）及び旅行会社

等との共同広告実施事業（８月期） 
マレーシア 

平成２５年度マレーシアにおける市場情報収集・現地旅行会社への情報提供等事業 マレーシア 

平成２５年度インドネシアにおける広告宣伝及び旅行会社等との共同広告等実施事業 インドネシア 

平成２５年度インドネシアにおけるセミナー・商談会開催事業 インドネシア 

平成２５年度インドネシアにおける海外現地オールジャパン連携事業（９月期） インドネシア 

平成２５年度インドネシアにおける大相撲ジャカルタ巡業との連携による訪日旅行促進事

業 
インドネシア 

平成２５年度インドネシアにおける日・インドネシア間直行便等の拡大を契機としたエアライ

ン等との訪日旅行促進事業 
インドネシア 

平成２６年度インドネシアにおける海外現地オールジャパン連携事業（下期）、旅行会社招

請事業、出展等事業 
インドネシア 

平成２５年度フィリピンにおける海外現地オールジャパン連携事業 フィリピン 

平成２５年度フィリピンにおける訪日旅行促進事業及び現地での情報発信・市場動向調査

事業 
フィリピン 

平成２５年度ベトナムにおけるメディア招請及び訪日旅行促進イベント実施事業 ベトナム 

平成２５年度ベトナムにおける旅行会社等との共同広告及びセミナー・商談会実施事業 ベトナム 

平成２５年度ＡＳＥＡＮ共通キャンペーンの実施による訪日旅行促進事業 ＡＳＥＡＮ 

インド現地での情報発信・市場動向調査事業 インド 

平成２５年度インドにおける海外現地オールジャパン連携事業 インド 

平成２５年度豪州における訪日旅行促進事業 豪州 

平成２５年度豪州における旅行博出展等事業 豪州 

平成２５年度豪州及びニュージーランドにおける海外現地オールジャパン連携事業 
豪州・ニュージ

ーランド 

平成２５年度米国におけるＯＦ、ＢＧＴＳ、ＬＡＴＡＳ、ＳＧＴＳ、ＮＹＴＴＳ、ＨＦ及びカナダにおけ

るＯＡＳＴ出展事業（海外現地オールジャパン連携事業） 
米国 

平成２５年度米国におけるセミナー・商談会等開催事業 米国 

平成２５年度米国における広告宣伝及び旅行会社等との共同プロモーション等実施事業 米国 

平成２５年度米国における訪日旅行促進のためのウェブサイト等制作・運営事業 米国 

平成２５年度米国における旅行博出展等実施事業 米国 

米国における海外進出日系企業と連携した訪日旅行促進事業 米国 

平成２５年度Ｊａｐａｎ Ｅｘｐｏを活用した訪日旅行プロモーション事業（海外現地オールジャ

パン連携事業）  
米国 
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平成２５年度市場横断事業Ｗｏｒｌｄ Ｒｏｕｔｅｓ２０１３出展事業 米国 

平成２５年度メキシコにおけるＦＩＴＡ、米国におけるＮＹＣＣ、ＤＴＡＳ及びカナダにおけるＳＩＴ

Ｖ出展事業（海外現地オールジャパン連携事業） 
メキシコ 

平成２５年度カナダ市場におけるフランス語圏への訪日旅行促進事業 カナダ 

平成２５年度カナダ市場におけるメインストリーム向け訪日旅行促進事業 カナダ 

平成２５年度カナダ市場における訪日旅行促進事業 カナダ 

平成２５年度ロシアにおける海外現地オールジャパン連携事業 ロシア 

平成２５年度ロシア市場における訪日旅行市場調査事業 ロシア 

平成２５年度英国・オランダ・イスラエルにおける海外現地オールジャパン連携事業 
英国・オラン

ダ・イスラエル 

平成２５年度フィンランド・スウェーデンにおける海外現地オールジャパン連携事業 
フィンランド・ 

スウェーデン 

Ｊａｐａｎ Ｅｘｐｏ２０１３における海外現地オールジャパン連携事業 フランス 

イタリアにおける日本食レストランを活用した訪日旅行促進事業 イタリア 

平成２５年度フランス・ベルギーにおける海外現地オールジャパン連携事業 
フランス・ 

ベルギー 

平成２５年度イタリア・スペインにおける海外現地オールジャパン連携事業 
イタリア・ 

スペイン 

平成２５年度ドイツにおけるＳｅａｔｒａｄｅ Ｅｕｒｏｐｅ出展事業 ドイツ 

平成２５年度ドイツにおける海外現地オールジャパン連携事業及び現地旅行会社招請事業 ドイツ 

アンビエンテを活用した海外進出日系企業のデザイン力を活用した訪日旅行促進事業 ドイツ 

平成２５年度サンパウロにおけるＦｅｓｔｉｖａｌ ｄｏ Ｊａｐａｏ（日本まつり） ブラジル 

平成２５年度ポーランド・スイスにおける海外現地オールジャパン連携事業 
ポーランド・ 

スイス 

平成２５年度英国・フランス・ドイツにおける航空会社・旅行会社等との共同広告事業 
英国・フラン

ス・ドイツ 

平成２５年度欧州市場における旅行博出展事業（ＷＴＭ・ＩＴＢ） 欧州 

平成２５年度欧州における航空路線拡大を契機とした共同広告等事業 欧州 

平成２５年度欧米市場における富裕層を対象とした訪日旅行商品造成促進等事業 欧州 

平成２５年度 グローバル情報誌を活用した訪日旅行促進事業 全世界 

平成２５年度台湾における訪日旅行促進のためのウェブサイト等制作・運営事業 台湾 

平成２５年度台湾におけるビジット・ジャパン基幹クリエイティブを活用した広告宣伝及び旅

行会社等との共同広告実施事業 
台湾 

平成２５年度台湾における訪日教育旅行促進事業 台湾 

平成２５年度台湾における旅行博出展・商談会開催事業 台湾 

平成２５年度台湾漫画博覧会における海外現地オールジャパン連携事業 台湾 
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風評被害対策における台湾メディア・旅行会社招請及びＦＩＴ向け観光ツール作成事業 台湾 

平成２５年度台湾におけるウェブを活用した春季訪日旅行促進事業 台湾 

平成２５年度台湾における春季訪日旅行促進のための広告宣伝事業 台湾 

東アジアからの旅行会社招請・商談会開催等事業 
台湾・香港・ 

中国 

海外有力メディア・旅行会社招請のための手配業務 
中国・韓国等

１６市場 

ＶＩＳＩＴ ＪＡＰＡＮトラベルマート（ＶＪＴＭ）２０１３事業 
中国・韓国等

２０ヶ国・地域 

Ｓｈａｒｅ Ｙｏｕｒ Ｗｏｗ Ｊａｐａｎ Ｐｈｏｔｏ Ｃｏｎｔｅｓｔ事業 世界各国 

「普遍的な日本の魅力」の再構築・発信事業 世界各国 
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参考資料４  訪日旅行に特化した旅行フェア開催（タイ） 

 

平成２６年２月２０日～２３日、タイ・バンコク市内のシリキット国際会議場で標記トラベルフェアが開催

され、３５万人以上が来場した。日本からは観光庁・ＪＮＴＯをはじめ、官民あわせて５９社・団体が参加し、

一般消費者に対し日本の観光魅力をＰＲするとともに、旅行商品販売の促進を行った。 

タイ市場は近年海外旅行の需要が増加しており、旅行目的地としての日本の人気も高まりつつあり、

平成２５年７月の査証免除を受けて大きく成長している。今後大幅な訪日客の増加が見込める有望市場

である。 

 

 開催場所： クイーン・シリキット国際会議場（Ｑｕｅｅｎ Ｓｉｒｉｋｉｔ Ｎａｔｉｏｎａｌ Ｃｏｎｖｅｎｔｉｏｎ Ｃｅｎｔｅｒ） 

 主催者： Ｔｈａｉ Ｔｒａｖｅｌ Ａｇｅｎｃｙ Ａｓｓｏｃｉａｔｉｏｎ（ＴＴＡＡ タイ旅行サービス協会） 

 来場者数： 約３５万人 

 総出展ブース数： ７１１ブース 

※ 出展した他国大使館・観光局は、台湾、韓国、香港、マレーシア、フィリピン、シンガポール、

ニュージーランド、トルコ、スイス、ドイツ、南アフリカ他 

 日本ブース出展者：計５９団体 

※ 協力：在タイ日本国大使館、自治体国際化協会シンガポール事務所、日本学生支援機構 

 会場での訪日旅行商品販売支援実績（開催４日間の実績） 

・ 連携した旅行会社数：７７社 

・ 連携した旅行会社での訪日旅行商品購入者：６，６２７人  

（内訳：団体パッケージ３，０３９人、ＦＩＴ商品３，５８８人） 

・ 訪日旅行商品の販売総額（概算）約２．０７バーツ （約６．４億円） 

 

＜出展風景＞ 
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参考資料５  ウェブサイトの言語／事務所別アクセス数の推移 

 

機構が運用するウェブサイトの言語／事務所別アクセス数 

（単位：ページビュー） 

事務所 言語 平成２４年度 平成２５年度 
平成２５年度増加率 

平成２４年度比 

本部 

英語 ＊３８，５４８，１４９ ＊４３，０２５，０８０ １１．６％ 

中国語繁体（台湾向け） ＊１５，４８５，７０７ ＊４６，６６４，４７７ ２０１．３％ 

アラビア語 １２９，５０３ １９０，４６７ ４７．１％ 

日本語 ６，２９７，６０８ ９，７６１，５５５ ５５．０％ 

ニューヨーク 

ロサンゼルス 

英語 ＊３８，２１６，６７４ ＊３６，４７９，５３６ －４．５％ 

ポルトガル語 ８９，０３４ １３２，４５２ ４８．８％ 

トロント 英語・フランス語 ＊１，３４４，３５１ ＊２，３９６，６１８ ７８．３％ 

ロンドン 
英語 ＊３，０３８，６４０ ＊２，１２０，７９９ －３０．２％ 

ロシア語 ２４４，３４８ ２４８，７５８ １．８％ 

パリ 

フランス語 ＊６，７５５，１２０ ＊７，６２３，４７３ １２．９％ 

スペイン語 ４８７，４２４ ５３８，９１５ １０．６％ 

イタリア語 ３９６，３４０ ４０９，２６３ ３．３％ 

フランクフルト 

 

ドイツ語 ＊２，４７４，６８５ ＊２，７０７，９３２ ９．４％ 

北京 中国語簡体 ３１，２９９，０６４ ７７，５０７，１７７ １４７．６％ 

香港 中国語繁体 ＊４７，５８３，００２ ＊５０，７３０，１４７ ６．６％ 

ソウル 韓国語 ＊２０，５３３，８１０ ＊１９，７５６，２００ －３．８％ 

シンガポール 英語 ＊５３，６９５，３７５ ＊５８，２６０，９３６ ８．５％ 

バンコク タイ語 ＊２５，２６１，１７９ ＊３５，５６３，６５９ ４０．８％ 

ジャカルタ 

 

インドネシア語 

 

― ＊５５０，１０７ 

 

― 

 シドニー 英語 ＊６，５０１，９６９ ＊８，８４４，０７７ ３６．０％ 

 
※先頭に＊付のアクセス数は、Ｆａｃｅｂｏｏｋページのページビュー数を含む。 
※上記以外に各言語には分類していないアクセスがある。 
※日本語による観光情報の提供は行っていない。 

 

 



 102 

参考資料６  各市場向けＦａｃｅｂｏｏｋ及び微博の運用状況 

 

○ Ｆａｃｅｂｏｏｋの運用状況 

事務所 ページ名称 開設年月 

ファン数 

（平成２５年３

月末） 

ファン数 

（平成２６年３月

末） 

増加率 

（％） 

米国 Ｖｉｓｉｔ Ｊａｐａｎ 平成２１年 ８月 １５４，３７１ ２１９，４３１ ４２．１ 

シンガ 

ポール 
Ｖｉｓｉｔ Ｊａｐａｎ Now 平成２１年１１月 １４２，１７６ ２２１，４９０ ５５．８ 

タイ                      － Ｖｉｓｉｔ Ｊａｐａｎ  平成２２年 ８月 ９５，１９９ ２３１，９５０ １４３．６ 

英国 Ｖｉｓｉｔ Ｊａｐａｎ ｆｒｏｍ ｔｈｅ ＵＫ 平成２２年 ９月 １４，９５４ １８，５９５ ２４．３ 

香港 Ｖｉｓｉｔ Ｊａｐａｎ ｆｏｒ ＨＫ 平成２２年１０月 ７９，００４ １１８，３８０ ４９．８ 

カナダ Ｉ Ｌｏｖｅ Ｊａｐａｎ 平成２２年１１月 ２０，３９３ ４９，２３９ １４１．５ 

フランス Ｄéｃｏｕｖｒｉｒ ｌｅ Ｊａｐｏｎ 平成２３年 ４月 １７，００５ ２１，８１３ ２８．３ 

ドイツ 
Ｊａｐａｎｉｓｃｈｅ Ｆｒｅｍｄｅｎｖｅｒｋｅｈｒｓｚｅｎｔ

ｒａｌｅ 
平成２３年 ９月 ４，４８０ ４，９７７ １１．１ 

インド Ｖｉｓｉｔ Ｊａｐａｎ Ｆｒｏｍ Ｉｎｄｉａ 平成２３年１０月 １４，０４９ １５，６１１ １１．１ 

韓国 Ｊｏｉｎ Ｊ ｒｏｕｔｅ 平成２３年１０月 １７，９９５ ２３，６２２ ３１．３ 

豪州 Ｖｉｓｉｔ Ｊａｐａｎ Ｄｏｗｎ Ｕｎｄｅｒ 平成２３年１０月 ２０，８１９ ２７，９１３ ３４．１ 

台湾 日本旅遊活動 ＶＩＳＩＴ ＪＡＰＡＮ ＮＯＷ 平成２３年１１月 ５９，４６０ ２３０，６７８ ２８８．０ 

グローバル Ｖｉｓｉｔ Ｊａｐａｎ Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ  平成２３年１２月 ２２，８６１ ５１，９０４ １２７．０ 

ベトナム Ｃảｍ ｎｈậｎ Ｎｈậｔ Ｂảｎ 平成２５年１０月 ― １０，４８５ ― 

インドネシア Ｋｕｎｊｕｎｇｉ Ｊｅｐａｎｇ ｄａｒｉ Ｉｎｄｏｎｅｓｉａ 平成２６年 １月 ― ３７，９１２ ― 

合 計 ６６２，７６６ １，２８４，０００ ９３．７ 

 

○ 微博の運用状況 

事務所 ページ名称 開設年月 

ファン数 

（平成２５年３月

末） 

ファン数 

（平成２６年３月

末） 

増加率 

（％） 

北京事務所 日本国家旅游局ＪＮＴＯ 平成２２年７月 ５８，３６１  １２４，４５７ １１３．３ 

上海事務所 日本国家旅游局－上海 平成２３年５月 ７０，５２４ １５４，３４９ １１８．９ 

合 計 １２８，８８５ ２７８，８０６ １１６．３ 
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参考資料７  インドネシア市場向けウェブサイトを開設 
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参考資料８  マンスリーウェブマガジンの記事事例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【四国遍路】                【富士登山】            【和食世界遺産登録】 
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参考資料９  地域産品サイトを開設 

 

 

参考資料１０  スマートデバイスによる情報提供事例 

 

【タブレット向けサイト（中国語繁体字版）】 
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参考資料１１  メディア取材支援実績の内訳 

 

（単位：件） 

地域 

媒体種類 
アジア 豪州 欧州 米州 その他 合計 

ガイドブック １３ ０ ５ ３ ０ ２１ 

新聞・雑誌 

（一般） 
１６４ ３８ ３２７ ９３ ９ ６３１ 

新聞・雑誌 

（旅行業界） 
９９ ２０ １１２ ７３ ４ ３０８ 

テレビ 

ラジオ 
１２７ ４ ３０ １６ ７ １８４ 

インターネット １００ １３ ９３ ４３４ １ ６４１ 

その他 １ ０ ０ １ ０ ２ 

合計 ５０４ ７５ ５６７ ６２０ ２１ １,７８７ 

  

※ 上記地域分類は、発行国・地域ベースとなっている。例えば、ロンドン事務所で取材を斡旋した

雑誌がブラジルで出版される場合、米州に分類される。 

※ 実績値には、前年度以前に取材協力・招聘した成果が含まれる。 
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参考資料１２  海外事務所発行のニュースレターの例（ニューヨーク事務所発行） 

   



 108 

参考資料１３  全国の認定外国人観光案内所数（都道府県別・カテゴリー別） 

 

 

カテゴリー３ カテゴリー２ カテゴリー１ パートナー施設 合計

北海道 ０ ９ ９ ０ １８

青森県 ０ ４ ２ ０ ６

岩手県 ０ ２ ７ ０ ９

宮城県 ０ ３ １ ０ ４

秋田県 ０ １ ３ ０ ４

山形県 ０ １ ０ １ ２

福島県 ０ ０ ５ ０ ５

茨城県 ０ ０ ３ ０ ３

栃木県 ０ ２ ３ ２ ７

群馬県 ０ ２ １ ０ ３

埼玉県 ０ ０ ３ ０ ３

千葉県 ２ ４ ７ １ １４

東京都 ４ １５ ６ ６ ３１

神奈川県 ０ ５ ５ ３ １３

山梨県 ０ １ １０ １ １２

新潟県 ０ ２ ５ ０ ７

富山県 ０ ０ ９ １ １０

石川県 ０ １ ５ ４ １０

長野県 ０ ４ １１ １ １６

福井県 ０ ０ ３ ０ ３

岐阜県 ０ ２ １３ ０ １５

静岡県 ０ ３ ２５ ０ ２８

愛知県 ０ ５ ４ １ １０

三重県 ０ ３ ５ ０ ８

滋賀県 ０ ０ ８ ０ ８

京都府 １ ５ ４ ２ １２

大阪府 ０ ５ ６ １ １２

兵庫県 ０ ３ ２ ０ ５

奈良県 ０ １ ３ ２ ６

和歌山県 ０ １ １ ０ ２

鳥取県 ０ １ ２ ０ ３

島根県 ０ １ ３ ０ ４

岡山県 ０ １ ３ ０ ４

広島県 ０ ３ ７ ４ １４

山口県 ０ ０ ３ １ ４

徳島県 ０ １ １ ０ ２

香川県 ０ １ １ ０ ２

愛媛県 ０ １ ２ １ ４

高知県 ０ ２ ０ ０ ２

福岡県 ０ ７ ６ ０ １３

佐賀県 ０ ０ ４ ０ ４

長崎県 ０ ２ ０ ０ ２

熊本県 ０ ６ １ ０ ７

大分県 ０ ２ ０ １ ３

宮崎県 ０ １ ３ ０ ４

鹿児島県 ０ １ ２ ０ ３

沖縄県 ０ ２ ３ ０ ５

計 ７ １１６ ２１０ ３３ ３６６
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参考資料１４  JNTO 認定外国人観光案内所研修会について 

 

全国の認定案内所関係者が、訪日外国人旅行者の動向や最新の受入関連の情報について理解を

深め、共通の課題について意見交換を行うことで、案内業務のさらなる質の向上と全国規模での

受入対応力の強化を図ることを目的に、認定案内所関係者を対象とした研修会を以下のとおり開

催した。 

 

１． 開催日 平成２６年２月２０日（木）、２月２１日（金） 

 

２． 会場／プログラム 

１日目 平成２６年２月２０日（木）１３：００～１８：００ 

場所：フクラシア東京ステーション５階 会議室Ｈ 

内容：訪日外国人旅行者の動向及び受入についての説明 

   案内業務についての事例紹介及びグループディスカッション 

   Ｗｉ－ＦｉやＳＩＭカード等の訪日外国人旅行者の通信環境についての説明及び実習 

   （講師：日本通信㈱ アシスタントバイスプレジデント 後藤堅一氏 ほか） 
 

２日目 平成２６年２月２１日（金）９：３０～１３：００ 

場所：日本アセアンセンター１階 アセアンホール 

内容：ムスリム訪日旅行市場の概況説明 

   アセアンからのムスリム訪日旅行者についての説明 

 （講師：日本アセアンセンター 観光交流部長代理 神田瑞穂氏） 

   ハラールフード解説 

（講師：㈱二宮 代表取締役社長 二宮伸介氏） 

   ＪＮＴＯ外国人総合観光案内所（ＴＩＣ）及び都内認定案内所視察 

 

３． 参加者数 

 ２月２０日 １２３人    

 ２月２１日 １０４人 

 

４． 参加者からの評価 

研修会後の参加者アンケートでは４段階評価中、上位２つを得た割合が１日目は９３％、２日目は９６％

となった。 
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参考資料１５  平成２５年度通訳案内士試験実施概要 

 

① 実施日程 

願書・施行要領の配付と願書受付期間  ： 平成２５年５月２０日（月）～６月２４日（月） 

筆 記 試 験    ： 平成２５年 ８月２５日（日） 

筆 記 試 験 合 格 発 表    ： 平成２５年１１月１５日（金） 

口 述 試 験     ： 平成２５年１２月 ８日（日） 

最 終 合 格 発 表   ： 平成２６年 ２月 ７日（金） 

 

② 試験地 

筆記試験 ： 札幌市、仙台市、東京近郊、名古屋市、大阪近郊、広島市、福岡市、那覇市、 

ソウル市、北京市、台北市 

口述試験 ： 東京近郊、大阪近郊、福岡市 

 

③ 試験科目 

筆記試験 ： ◎外国語（出願者の選択する一ヶ国語） 

（英語）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・記述式とマークシート方式の併用 

（フランス語、スペイン語、ドイツ語、中国語、イタリア語、 

ポルトガル語、ロシア語、韓国語、タイ語）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・記述式 

◎日本地理、日本歴史、産業・経済・政治・文化に関する一般常識 

・・・・マークシート方式 

口述試験 ： 筆記試験で選択した外国語による通訳案内の現場で必要とされるコミュニケーション 

を図るための実践的な能力について判定 

 

④ 受験料 ： ８，７００円 

 

⑤ 実施結果 

出願者数（延べ数） ： ５，５３５人 

受 験 者 数 ： ４，７０６人 

合格者数（最終） ： １，２０１人 

合 格 数 ： ２５．５％ 
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参考資料１６  ジャカルタ事務所開所式典 

 

１． 日時 ： 平成２６年３月２４日 １２：３０－１３：１５ 

 

２． 会場 ： シャングリラ・ホテル・ジャカルタ 

 

３． プログラム： 

 開 会 ： ジャカルタ太鼓クラブによるパフォーマンス 

 主催者挨拶： ＪＮＴＯ松山理事長 

 来 賓 挨 拶 ： インドネシア観光創造経済省 エスティ総局長 

 テープカット 

在インドネシア日本大使館 鹿取大使 

アセアン日本政府代表部 相星大使 

インドネシア観光創造経済省 エスティ総局長 

インドネシア外務省アジア大洋州局 トゥンパル副局長 

インドネシア航空券発券代理店協会 エリー会長 

観光庁 大野国際観光課長 

ＪＮＴＯ松山理事長 

ＪＮＴＯ石崎ジャカルタ事務所長 

 ジャカルタ事務所スタッフ紹介 

 中 締 め ： ＪＮＴＯ石崎ジャカルタ事務所長 

 

４． 参加者数 ： 約２００人（日尼政府関係者、現地旅行会社、航空会社、メディア等） 

 

 

 
 

 

 

 

 

http://www.jnto.go.jp/jpn/news/topics/topics140404_1_large.jpg
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参考資料１７  海外事務所の組織・業務目標及び事業方針 評価及び参考項目                        

 

■平成25年度 「海外事務所の組織・業務目標及び事業方針」評価及び参考項目

◇評価項目（数値目標）：数値実績の把握及び「各項目への取組み」に関し事務所及び本部担当部が定性評価を行い、各事務所の評価とする。

担当部

　Ⅰ．訪日プロモーション業務に関する指標　

（1） 面談方式の個別コンサルティング実施件数 事業連携推進部

（2） ウェブサイトのアクセス数（ページビュー数） 事業連携推進部

（3） 造成・販売支援を行った旅行商品による訪日外国人数 海外マーケティング部

　Ⅱ．国際会議等の誘致・開催支援業務に関する指標　

（1） 国際会議及びインセンティブ旅行への外国人参加予定者数 コンベンション誘致部

◇参考項目：「各項目への取組み」に関し事務所及び本部担当部が定性評価を行い、各事務所評価の参考とする。

担当部

　Ⅰ．訪日プロモーション業務に関する指標　

1．訪日プロモーション業務に関する指標 全般（海外マーケティング部所掌業務） 海外マーケティング部

（1）  メディア・旅行会社支援者数

（2） Eラーニング参加者数

（3） 現地セミナー実施回数・参加者数

（4） ニュースレター・プレスリリース発行回数・配信件数

（5） 現地マーケティング活動費の活用

（6） メディア広報（成果件数・広告換算額）

（7） Facebook・微博ファン数、twitterフォロワー数

２．訪日プロモーション業務に関する指標 全般（事業連携推進部所掌業務） 事業連携推進部

　Ⅱ．国際会議等の誘致・開催支援業務に関する指標　

１．国際会議等の誘致・開催支援業務に関する指標 全般 コンベンション誘致部

（1） 国際会議キーパーソン招請（件数及び人数）

（2） インセンティブ旅行キーパーソン招請（件数及び人数）

ＪＮＴＯ主催の現地セミナー・現地ネットワーキングイベント

　（回数及び参加者数）（外国人参加者数、日本人参加者数）

　Ⅲ．その他

１．管理業務全般 経営戦略部

（1） 適切な予算及び資金管理

（2） 在外公館、他独法等公的機関との連携

項目

経営戦略部

（3）

コンベンション誘致部

項目

海外マーケティング部
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参考資料１８  海外事務所の組織・業務目標及び事業方針 評価結果概要 

 

■検証結果概要 

 
目標値 実績値 達成率

（人） （人） （％）

ソウル ２５，２２０ ２７，８１０ １１０．３
ソウル・プサンでのインセンティブセミナーをはじめ、キーパーソン意見交換
会（４０回）の実施など、いまだ原発報道に影響が残る中、２５，０００人以
上の訪日旅行の開催に成功し目標を達成した。

北京 ４，７５０ ３，３７６ ７１．１

北京は政治情勢に敏感な国営企業が集中していることから尖閣問題の影
響が大きかったが、出展事業やセミナーのフォローアップを地道に行った。
目標を達成できなかったが、小規模インセンティブ旅行を着実に獲得する
など取組は評価に値する。

上海 ５，１２０ ５，５５６ １０８．５
尖閣問題や中国当局による「倹約令」等、インセンティブ旅行自粛傾向の
なかでも、現地最大手旅行会社Ｃｔｒｉｐの社内インセンティブ旅行を関係自
治体等と連携して獲得するなどにより目標を達成した。

香港 ２，３００ ３，３５６ １４５．９

東京周辺を目的地としたインセンティブ旅行を中心に獲得するなど現地の
ニーズを的確に把握し、目標を達成した。ユニークべニューや体験プログラ
ムの情報提供依頼が多いので、今後はこの種の情報提供を増やしていき
たい。

バンコク ５，０７０ １１，８６６ ２３４

査証免除を全面に押し出し、効果的にセールス活動を展開したことによ
り、目標を大幅に上回った。タイ市場のインセンティブ旅行は、テクニカルビ
ジットの要素を含む案件等、内容が多様化しつつあり今後も情報収集に努
めたい。

シンガポール ５，９５０ ５，３５２ ８９．９

目標達成には至らなかったが、シンガポール・マレーシアのキーパーソンと
連絡を密にしインセンティブショーケース等も活用しながら関係強化に努め
ている。マレーシアの査証免除の好機を活用するなど、今後もツアー造成
に繋がるように努める。

（ジャカルタ） ― ４３３ ―

事務所開設準備と並行し、インセンティブショーケース事業に現地有力旅
行会社３名を招請するなどし、造成に繋げた。インドネシアではムスリム対
応（食事・礼拝所等）が重要であり、現地のニーズを本部と共有し本格的
な活動に努めたい。

シドニー ９２０ １，７７７ １９３．２
ＡＩＭＥへの出展及びＭＩＣＥセミナー開催後に積極的にフォローアップを行
い、シドニー地域を中心にＭＩＣＥバイヤーと友好的な関係構築に努め、目
標を達成した。

ロンドン ３５０ ５００ １４２．９
欧州の見本市やオイスターのイベント参加、現地のネットワークへの地道
なセールス活動を継続すると共に、データベースを改善すること等により結
果、目標を達成した。

パリ ６０ １８５ ３０８．３

ＭＥＥＤＥＸやＭＩＣＥ商談会へのＡＮＡとの共同出展等、ＭＩＣＥ市場に対し
積極的な働きかけを強化した。また、基本的なことではあるが、関係者か
らの依頼・照会に迅速的に対応することにより目標を大幅に上回る実績を
達成した。

フランクフルト １０ ― ―
ロンドン事務所と連携して関係者への働きかけを行ったが、実績を挙げる
ことはできなかった。今後は、企業をクライアントに持つ旅行会社を中心に
ヒアリングを強化し実績を挙げられるように努めたい。

ニューヨーク １００ ３００ ３００．０
米国経済状況を反映しＭＩＣＥ市場は停滞気味ではあったが、データー
ベースの更新作業を手掛けデータを有効活用すると共に、見本市等にて
新規リード案件の発掘に努めた結果、目標を達成した。

ロサンゼルス １４０ １３２ ９４．３
事務所のマンパワーを考慮し、旅行会社等の情報交換時には一般観光の
みならずＭＩＣＥの最新情報を一緒にヒアリングするように努めるとともに、
関係自治体（札幌）と連携し、概ね目標を達成した。

トロント ３００ ５７４ １９１．３
カナダ経済が概ね好調であることを背景に、旅行会社等への情報収集を
行い有望案件に対しツアー造成に繋がるように地道ではあるがコンタクト
に努め、目標を達成した。

合計 ５０，２９０ ６１，２１７ １２１．７

事務所

平成２５年度（インセンティブ旅行）

検証結果概要
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参考資料１９  役職員講演実績 

 

開催日 主催者 講演会名 派遣講師 講演内容 

平成２５年 
４月１９日 日本経済新聞社 

中部経済活性化シンポ
ジウム 

原口 健司 
（海外マーケティング部Ｍｇｒ） 

中華圏が取り組む中部・北
陸エリアへの昇龍道プロジ
ェクトとは 

平成２５年 
４月２２日 三重県志摩市 日台観光セミナー 

井久保 敏信 
（海外マーケティング部ＳＳ） 

台湾からの訪日観光客の誘
致について 

平成２５年 
５月１６日 

Ｂｏｏｋｉｎｇ．ｃｏｍ（ブ
ッキングドットコム）  

2013 Booking.com東京セ
ミナー 

大野 金幸 
（事業連携推進部長） 

最近の日本へのインバウン
ドお取組及び動向について 

平成２５年 
５月２８日 

明海大学ホスピタリ
ティーツーリズム学
部 

トラベル・エージェンシー
論講義 

奥田 有恒 
（海外マーケティング部Ｍｇｒ） 

東南アジアからの訪日旅行
の動向について 

平成２５年 
５月２９日 北海道運輸局 

ムスリム観光客受入セミ
ナー 

下村 健一郎 
（海外マーケティング部次長） 

ムスリム観光圏訪日客の受
入ノウハウについて 

平成２５年 
６月３日 

韓国・釜山市 国際コンベンションフォー
ラム 

蜷川 彰 
（コンベンション誘致部長） 

日本のＭＩＣＥの現状と取組
について 

平成２５年 
６月１９日 

国土交通省中部運
輸局 

昇龍道プロジェクト推進
協議会 東南アジア部会 

神田 辰明 
（海外マーケティング部次長） 

東南アジアにおける海外旅
行の現状について 

平成２５年 
６月２４日 

ＪＴＢ旅館・ホテル連
盟栃木支部インバ
ウンド委員会 

JTB 旅館・ホテル連盟栃
木支部インバウンド委員
会 

蜷川 彰 
（コンベンション誘致部長） 

ＭＩＣＥ及びインセンティブ旅
行の取組と世界の状況等に
ついて 

平成２５年 
６月２８日 

長崎県・日本アセア
ンセンター 

平成 25 年度第 1 回イン
バウンド研究会 

小堀 守  
（海外マーケティング部長） 

東南アジア訪日観光市場の
動向とムスリム観光客の受
入について 

平成２５年 
７月１１日 

（一社）日本経済団
体連合会・九州経
済連合会、九州観
光推進機構 

国際観光シンポジウム 加藤 隆司 
（理 事） 

ＶＪ事業での日韓観光交流
へ向けた取組について 

平成２５年 
７月１６日 

ＪＲ九州旅連九州地
域本部 

訪日外国人誘客研修会
in バンコク 

伊東 和宏  
（バンコク事務所長） 

タイの訪日旅行市場の概況
及び最新事情について 

平成２５年 
７月２３日 

（公財）日本観光振
興協会、首都大学
東京 

観光経営トップセミナー 
小堀 守 
（海外マーケティング部長） 

日本のインバウンド・プロモ
ーションとマーケット分析に
ついて 

平成２５年 
７月２３日 

ノースアジア大学
（秋田市） 

シティーカレッジ（公開講
座） 

松山 良一 
（理事長） 

日本の観光の現状と秋田県
への期待 

平成２５年 
７月２５日 

東京都台東区 外国人旅行者接遇研修
会 

青島 美奈子 
（海外マーケティング部ＡＭ） 

英語圏からの外国人旅行者
の動向について 

平成２５年 
７月２５、 
２６日 

徳島県観光協会 
とくしまコンベンション誘
致推進協議会設立総会
及び第 1 回協議会 

川崎 悦子 
（コンベンション誘致部次長） 

国・ＪＮＴＯ・地域におけるＭＩ
ＣＥ取組について 

平成２５年 
８月１日 

泰日旅行業協会 8 月定例会 講演会 
神田 辰明 
（海外マーケティング部次長） 

タイからの訪日旅行市場の
最新動向について 
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平成２５年 
８月２９日 

㈱ジェイティービー 
JTB グループ地域交流
事業会議ビジット・ジャパ
ン地方連携事業 

奥田 有恒 
（海外マーケティング部Ｍｇｒ） 

ＶＪ事業の現状と今後のＡＳ
ＥＡＮ市場の現状について 

平成２５年 
９月２日 

内閣府沖縄総合事
務局 

JTB グループ地域交流
事業会議 

伊東 和宏  
（バンコク事務所長） 

タイからの訪日インバウンド
最新の動向について 

平成２５年 
９月１４日 

（一社）日本旅行業
協会 

JATA 国際観光フォーラ
ムシンポジウム 

冨岡 秀樹 
（海外マーケティング部次長） 

メディアとツーリズム・プロモ
ーションについて 

平成２５年 
９月１８日 

長野県、信州・長野
県観光協会 

長野県観光関係者講演
会 

神田 辰明 
（海外マーケティング部次長） 

東南アジア地域における訪
日旅行市場の動向について 

平成２５年 
９月２６日 

中部コンベンション
連絡協議会 

中部コンベンション連絡
協議会会議 

川崎 悦子 
（コンベンション誘致部次長） 

ＭＩＣＥの誘致を巡る最近の
動きについて 

平成２５年 
１０月２日 

青森県 インバウンド受入環境整
備促進会議 

神田 辰明 
（海外マーケティング部次長） 

タイからの訪日インバウンド
市場について 

平成２５年 
１０月２日 

㈱ジェイティービー 
 

旅ホ連山梨支部 東南ア
ジア戦略勉強会 

奥田 有恒 
（海外マーケティング部Ｍｇｒ） 

東南アジア各国の訪日旅行
最新情報と山梨県の取組に
ついて 

平成２５年 
１０月８日 

（一社）海外運輸協
力協会 

JICA 研修団（観光とマー
ケティング(A)コース） 

冨岡 秀樹 
（海外マーケティング部次長） 

ＪＮＴＯの役割と活動につい
て 

平成２５年 
１０月１７日 

仙台・宮城銀聰カー
ド利用推進協議会 

中国人観光客誘致セミナ
ー 

菊池 朋子 
（海外マーケティング部ＡＭ） 

訪日中国市場の魅力と今後
の展望について 

平成２５年 
１０月１７日 

㈱ジェイティービー 
 

JTB グループ地域交流
事業会議 

奥田 有恒 
（海外マーケティング部Ｍｇｒ） 

アジアからの訪日旅行市場
の最新事情について 

平成２５年 
１０月２１日 

国立京都国際会館 京都国際会館情報交換
会 

板垣 彩子 
（コンベンション誘致部Ｍｇｒ） 

機構と観光庁の国際会議誘
致戦略について 

平成２５年 
１０月２４日 

国際コモンズ学会
北富士大会組織委
員会 

国際コモンズ学会第 14
回世界大会 

蜷川 彰 
（コンベンション誘致部長） 

ＭＩＣＥの意義、日本と世界
の現状、他の国内都市の成
功事例紹介等について 

平成２５年 
１０月３１日 

（一社）長崎県観光
連盟 

長崎県観光セミナー 
伊東 和宏  
（バンコク事務所長） 

タイからの訪日旅行市場の
現状について 

平成２５年 
１０月３１日 

外務省 外務省地方連携関西シ
ンポジウム 

加藤 隆司 
（理 事） 

これからの日・ＡＳＥＡＮ関係
～地域レベルのＡＳＥＡＮと
の観光～ 

平成２５年 
１１月５日   

（一社）日本旅行業
協会 

ＪＡＴＡ訪日旅行推進委
員会セミナー 

小堀 守 
（海外マーケティング部長） 

イスラム旅行市場の現状と
可能性について 

平成２５年 
１１月５日 

（財）自治体国際化
協会 

海外経済セミナー（観光
分野） 

冨岡 秀樹 
（海外マーケティング部次長） 

訪日外国人観光客の現状と
訪日需要喚起に向けた取組 

平成２５年 
１１月１９日 

明海大学 
ホスピタリティーツーリズ
ム学部 インバウンド講
義 

冨岡 秀樹 
（海外マーケティング部次長） 

東南アジアからの訪日旅行
市場の最新動向について 

平成２５年 
１１月２５日 石川県 

石川県インバウンド研究
会 

奥田 有恒 
（海外マーケティング部Ｍｇｒ） 

東南アジアの訪日旅行市場
の特性と訪日事情について 



 116 

平成２６年 
１月６日 

（公財）日本観光振
興協会、明治大学 

明治大学 「学部間共通
総合講座」 

神田 辰明 
（海外マーケティング部次長） 

訪日旅行市場の創造と外国
人観光客のおもてなし 

平成２６年 
１月１５日 

（一社）海外運輸協
力協会 

JICA 研修「観光振興（セ
ルビア・アルバニア・モン
テネグロ）」 

山田 洋 
（事業連携推進部次長） 

ＪＮＴＯの役割と活動につい
て 

平成２６年 
１月１５、 
１６日 

外務省 日・アセアン観光交流会
議 

神保 憲二、小堀 守 
（理事、海外マーケティング部長） 

日・アセアン観光交流に向
けた展望と課題等 

平成２６年 
１月１６日 

大阪湾ベイエリア開
発推進機構 

インバウンド市場セミナ
ー 

小堀 守 
（海外マーケティング部長） 

インドネシ訪日市場の最新
動向と今後の対応について 

平成２６年 
１月１７日 

ＪＴＢ協定旅館ホテ
ル連盟 

インバウンド委員会講演
会 

亀山 秀一  
（事業連携推進部長） 

ＪＮＴＯとＶＪ事業との連携に
ついて 

平成２６年 
１月２０日 

ＪＴＢ中部圏誘致協
議会 

中部圏誘致協議会「賀詞
交換会」 

神田 辰明 
（海外マーケティング部次長） 

東南アジア地域における訪
日旅行市場の動向について 

平成２６年 
１月２０日 

立教大学 観光学部「国際観光政策
論」 

菊池 朋子 
（海外マーケティング部ＡＭ） 

ＪＮＴＯの役割とＶＪ事業につ
いて 

平成２６年 
１月２３日 

日本ショッピングセ
ンター協会 

日本ショッピングセンター
全国大会 

松山 良一  
（理事長） 

市場拡大を見据えた、これ
からのインバウンド戦略 

平成２６年 
１月２４日 

日高東部・十勝南
部広域連携推進協
議会 

観光シンポジウム 
平田 真幸 
（香港事務所長） 

香港市場から見る日勝地域
観光の可能性と戦略につい
て 

平成２６年 
１月２４日 

㈱ホテルオークラ 
ＪＡＬホテルズ 

バンコク商談会・セール
スコール 

伊東 和宏  
（バンコク事務所長） 

タイからの訪日旅行市場に
ついて 

平成２６年 
２月３日 

（公財）京都文化交
流コンベンションビ
ューロー 

平成 25 年度賛助会員総
会 

松山 良一  
（理事長） 

ＪＮＴＯのＭＩＣＥ市場への取
組と課題について 

平成２６年 
２月３日 

（財）自治体国際化
協会 

海外自治体幹部交流協
力セミナー 

冨岡 秀樹 
（海外マーケティング部次長） 

日本における観光客誘致の
取組について 

平成２６年 
２月４日 

栃木県国際観光推
進協議会 

外国人観光客誘致セミナ
ー 

奥田 有恒  
（海外マーケティング部Ｍｇｒ） 

最新の訪日観光客市場動
向について 

平成２６年 
２月５日 

東京都大田区 外国語ボランティアガイ
ド養成講座 

飯塚 一貴 
（海外マーケティング部ＡＭ） 

日本における観光客誘致の
取組について 

平成２６年 
２月５日 

（公財）東京観光財
団 

タウンアメニティー委員
会講演会 

冨岡 秀樹 
（海外マーケティング部次長） 

ビジットブリティンのロンドン
オリンピックを活用した観光
振興策について 

平成２６年 
２月１１日 

東京都 
インドネシアプロモーショ

ン in ジャカルタ 
石崎 雄久 
（ジャカルタ事務所長） 

インドネシア訪日市場の最
新動向について 

平成２６年 
２月１２日 

東京都台東区 外国人旅行者接遇研修
会 

臼井 裕朗 
（海外マーケティング部ＳＡＭ） 

日本における観光客誘致の
取組（欧米市場） 

平成２６年 
２月１２、 
１３日 

岩手県 台湾観光客市場開拓研
修会 

井久保 敏信 
（海外マーケティング部ＳＳ） 

台湾人訪日観光客の誘致
策について 
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平成２６年 
２月１３日 

鹿児島県・鹿児島
県観光連盟 

外国人観光客受入体制
推進講習会 

加藤 英彦 
（シンガポール事務所次長） 

アセアン市場からの訪日観
光客について 

平成２６年 
２月１３日 

東京都 ベトナムプロモーション in
ハノイ 

伊東 和宏  
（バンコク事務所長） 

ベトナム訪日市場の最新動
向について 

平成２６年 
２月２１日 

人事院公務員研修
所 

行政研修シンガポール
派遣コース 

真鍋 英樹 
（シンガポール事務所長） 

ＪＮＴＯの役割と活動につい
て 

平成２６年 
２月２６日 

富良野美瑛広域観
光推進協議会 

ムスリム観光客受入セミ
ナー 

奥田 有恒  
（海外マーケティング部Ｍｇｒ） 

ムスリム市場概観及び来年
度の方向性と取組について 

平成２６年 
２月２７日 

博多まちづくり推進
協議会 

おもてなし講座 
菊池 朋子 
（海外マーケティング部ＡＭ） 

外国人旅行客から見た日本
の魅力について 

平成２６年 
２月２７日 

富士山静岡空港利
用促進協議会 

自治体空港利活用促進
委員会 

君塚 秀喜 
（経営戦略部次長） 

訪日インバウンドの最新情
報・今後の戦略について 

平成２６年 
３月２日 成田市 成田観光学シリーズ 

松山 良一 
（理事長） 

訪日外国人旅行者２０００万
人時代に向けて 

平成２６年 
３月５日 

神奈川県 
ASEAN 訪日観光客対応
セミナー 

平塚 由紀子 
（海外マーケティング部ＤＭ） 

アセアンからの訪日観光客
の各国の状況、特徴につい
て 

平成２６年 
３月６日 

倉敷インバウンド誘
致委員会 倉敷インバウンド研修会 

窪田 美香 
（海外マーケティング部ＤＭ） 

訪日フランス市場の攻略法
について 

平成２６年 
３月１９日 

国土交通省中部運
輸局 

昇龍道プロジェクト推進
協議会 

鈴木 克明 
（海外マーケティング部次長） 

中国市場における海外旅行
等の現状について 

平成２６年 
３月２５日 

松山観光コンベン
ション協会 

コンベンション地元誘致
懇談会 

加藤 隆司 
（理 事） 

２０００万人の高みを目指し
て～今後のインバウンド政
策と地域活性化～ 

平成２６年 
３月２８日 

（一社）不動産協会 不動産協会例会 松山 良一 
（理事長） 

日本の国際競争力強化と観
光立国の実現 
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参考資料２０  月例訪日外客統計発表資料の例 
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参考資料２１  報道発表案件一覧 

 

発表時期 報道発表案件 

平成２５年４月 １. 訪日外客数（平成２５年３月推計値） 

平成２５年５月 １. ムスリム・ツーリズムセミナー開催します！ 

２. 通訳ガイドサービス体験デーの実施について 

３. 平成２５年度通訳案内士試験の実施予定について 

４. 訪日外客数（平成２５年４月推計値） 

平成２５年６月 １. 日仏両国機関が観光協力に関する覚書に調印します 

２. 訪日外客数（平成２５年５月推計値） 

３. 日本政府観光局（ＪＮＴＯ）が、広島でコンベンション協賛都市会議を開催 

平成２５年７月 １. 訪日外客数（平成２５年６月推計値及び上半期推計値） 

２. ＭＩＣＥ相談窓口を設置しました 

平成２５年８月 １. 日本政府観光局（ＪＮＴＯ）がインドネシアにジャカルタ事務所を新設 

２. 平成２５年度 外国人観光案内所認定申請の募集開始について 

３. 地域の観光資源の海外プロモーションを支援する取組を強化します！ 

４. 訪日外客数（２０１３年７月推計値） 

５. 平成２５年度ＪＮＴＯ 個別相談会（東京/神戸） 

ＪＮＴＯ 海外事務所長による個別相談会と講演会開催について 

平成２５年９月 １. 訪日外客数（２０１３年８月推計値） 

２. 平成２５年度「第１回ＪＮＴＯ認定外国人観光案内所ブロック別研修会」の開催 

３. 大型国際会議の日本開催が続々決定！ 

～オールジャパン体制による誘致活動が奏功～ 

平成２５年１０月 １. 訪日外客数（２０１３年９月推計値） 

平成２５年１１月 １. 「平成２５年度日本政府観光局（ＪＮＴＯ）国際会議誘致・開催貢献賞」を決定 

～受賞会議の発表と受賞式の開催について～ 

２. 訪日外客数（２０１３年１０月推計値） 

３. 「ＭＩＣＥシンポジウム２０１３」を開催します！～ ＭＩＣＥの今、未来を語る。 ～ 

４. “日本で唯一のＭＩＣＥ見本市” 

「第２３回国際ミーティング・エキスポ（ＩＭＥ２０１３）」を開催します！ 

平成２５年１２月 １. 平成２５年度「第２回ＪＮＴＯ認定外国人観光案内所ブロック別研修会」の開催 

２. 訪日外客数（２０１３年１１月推計値）  

３. みずほ銀行、三菱東京ＵＦＪ 銀行、三井住友銀行のメガバンク３行による海外

発行クレジットカードに対応するＡＴＭの設置の取組により、外国人旅行者の

利便性が飛躍的に向上します！ 

４. 外国人観光案内所２７ヶ所を新たに認定 
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～外国人観光案内所ネットワークは全国３６７ヶ所に拡大～ 

５. 訪日外客数（２０１３年１１月推計値） ※出国日本人 

６. ２０１２年の「日本の国際会議開催件数」を発表 

～過去１０年で最多、前年比で２３．５％増、東日本大震災からの回復顕著 

に～ 

７. 訪日外国人旅行者数１０００万人を達成！ 

平成２６年１月 １. 訪日外客数（２０１４年１２月及び年間推計値） 

２. 第１１回ＪＮＴＯインバウンド旅行振興フォーラムの開催について 

平成２６年２月 １. 平成２５年度通訳案内士試験の合格発表 

２. 平成２５年度 ＪＮＴＯ認定外国人観光案内所研修会 

３. 訪日外客数（２０１４年１月推計値） 

４. 米国からの訪日アフィニティ旅行市場の拡大を目指し初のキーパーソン招請

事業を実施します。 

５. 平成２５年度 日本政府観光局（ＪＮＴＯ）主催  

国際会議海外キーパーソン招請事業（Ｍｅｅｔ Ｊａｐａｎ ２０１４）の実施 

平成２６年３月 １. ＪＮＴＯ理事長表彰の実施について 

２. ＭＩＣＥアンバサダーを講師に迎え、国際会議主催者セミナーを仙台で開催！ 

３. 日本政府観光局（ＪＮＴＯ）は、インドネシアに、ジャカルタ事務所をオープン 

します 

４. 訪日外客数（２０１４年２月推計値） 
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参考資料２２  広報効果（理事長インタビュー、職員寄稿記事、プレスリリース掲載記事） 

松山理事長のテレビ・ラジオ番組出演や、一般紙、旅行業界紙、ポータルサイト等のインタビュー対応

等を行った。また、タイムリーな話題を随時プレスリリースし、マスコミ取材への対応を行った結果、多く

の記事が一般紙や旅行業界誌（オンライン・ネット新聞を含む）、テレビ等で紹介された。 

 

 

 

        テレビ東京本社（左は同出演者の千葉千枝子氏） 

 

 

 

 

           

ラジオ日本・東京スタジオ（右はパーソナリティの鶴蒔靖夫氏） 

 

 

 

 

         

ラジオ日本｢こんにちは！鶴蒔靖夫です｣松山理事長出演（２月２１日放送） 

 

 平成２４年３月号 

ＢＳジャパン｢日経プラス１０｣松山理事長出演（１１月１４日放送） 

 

 平成２４年３月号 

やまとごころ．ｊｐ松山理事長インタビュー（３月２７日インタビュー） 

 

 平成２４年３月号 
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週刊トラベルジャーナル ６月２４日 
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ホテルレビュー １－２月号 
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参考資料２３  運営費交付金の算定ルール 

 

［運営費交付金の算定方法］ 

運営費交付金 ＝ 人件費（Ａ） ＋ 運営費交付金対象経費（Ｂ） － 自己収入（Ｙ１） － 運営費交付

金対象外事業収益（Ｙ２） 

 

［運営費交付金の算定ルール］ 

１．人件費（Ａ）＝ 当年度人件費相当額 ＋ 前年度給与改定分等 

（１） 当年度人件費相当額 ＝ 前年度基準給与総額 × 人件費調整係数ｓ ＋ 退職手当等所要額 

（イ） 前年度基準給与総額× 人件費調整係数ｓ  

（ロ） 退職手当等所要額 

退職手当：当年度に退職が想定される人員ごとに積算 

（２） 前年度給与改定分等 

昇給原資額、給与改定額、退職手当等当初見込み得なかった人件費の不足額 

なお、昇給原資額及び給与改定額は運営状況を勘案して措置することとする。 

運営状況等によっては、措置を行わないことも排除されない。 

 

２．運営費交付金対象経費（Ｂ） 

（前年度一般管理費相当額［所要額計上経費及び特殊要因を除く］ ＋ 前年度業務経費相当額［所要

額計上経費及び特殊要因を除く］）× 運営費交付金対象経費の効率化係数α × 消費者物価指数

δ ＋ 当年度の所要額計上経費 ± 特殊要因 

 

３．自己収入（Ｙ１） ＝ 運営費交付金を財源として実施する事務・事業から生じるであろう自己収入の

見積り額 

＝ 前年度自己収入の見積額 × 収入政策係数ｙ１ 

 

４．運営費交付金対象外事業収益（Ｙ２） ＝ 運営費交付金を財源として実施しない事務・事業から生じ

るであろう自己収入 － 当該収入に係る支出 

＝ 前年度当該自己収入の見積額 × 収入政策係数ｙ２ － 前年度当該自己収入に係る支出 

     注：本収益がマイナスの場合には０とする。 

人件費調整係数ｓ              ：毎年度の予算編成過程において決定 

運営費交付金対象経費の効率化係数α：毎年度の予算編成過程において決定 

消費者物価指数δ              ：毎年度の予算編成過程において決定 

政策係数ｒ                   ：毎年度の予算編成過程において決定 

自己収入政策係数ｙ１            ：毎年度の予算編成過程において決定 

〃         ｙ２            ：毎年度の予算編成過程において決定 

所要額計上経費               ：公租公課、事務所借料等の所要額計上を必要とする経費 
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特殊要因                    ：新規・拡充事業費など特殊な要因により必要となる経費につ

いて、毎年度の予算編成過程において決定 

 

［中期計画予算の見積りに際し使用した具体的係数及びその設定根拠等］ 

 

【注記】前提条件 

人件費調整係数ｓ                ：中期計画期間中は対前年度１．００として推計                                  

運営費交付金対象経費の効率化係数 α ：平成２５年度の運営費交付金対象経費の内一般管理費の

効率化係数は対前年度０．９９、業務経費の効率化係数

は対前年度０．９９５、平成２６年度以降の運営費交付金

対象経費の効率化係数は対前年度０．９８５５として推計 

消費者物価指数δ                ：中期計画期間中は１．００として推計 

政策係数ｒ                ：中期計画期間中は１．００として推計 

自己収入政策係数ｙ１          ：中期計画期間中は１．００として推計 

（但し、観光宣伝事業賛助金収入は２６年度収入見込額に

対し、２７年度以降、対前年度２，０００千円増として推計） 

       〃    ｙ２          ：中期計画期間中は１．００として推計 

                            （但し、観光情報提供事業収入は２５年度収入見込額に対

し、２６年度以降、対前年度２，０００千円増として推計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 126 

機構関連の用語集  ※あいうえお順 

 

・ インバウンド 

外国から「内に向かってくる（ｉｎｂｏｕｎｄ）」旅行者の流れのこと。日本から見ると、訪日外国人旅行を意

味する。 

 

・ キーパーソン 

国際会議等の開催地決定のカギを握る人物のこと。具体的には国際団体の会長、事務局長、候補地

選定委員クラスを指す。 

 

・ 国際会議観光都市 

「国際会議等の誘致の促進及び開催の円滑化等による国際観光の振興に関する法律（通称はコンベ

ンション法）」に基づき、観光庁長官が国際会議施設、宿泊施設等のハード面やコンベンションビューロ

ー等のソフト面が整備されており、「国際会議等の誘致の促進及び開催の円滑化等の措置を講じること

が国際観光の振興に特に資する」と認定した市町村のこと。 

 

・ 国際会議協会（ＩＣＣＡ） 

国際会議協会（本部：アムステルダム）は１９６３年設立の団体。会員は会議場、ビューロー、ＰＣＯ、ホ

テル、旅行会社、航空会社、関連サービスの７業種に分類され、総会等を通じて相互の情報交換、産業

発展のための諸活動を行っている。 

 

・ 国際団体連合（ＵＩＡ） 

国際団体連合（本部：ブリュッセル）は１９０７年に設立された団体。世界の組織団体が開催する会議

の統計を取り、毎年発表している。毎年発行の「Ｙｅａｒ Ｂｏｏｋ ｏｆ Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ Ｏｒｇａｎｉｚａｔｉｏｎｓ」は

公的及び民間の各種国際団体に関する詳細な情報を網羅している。 

 

・ コンベンション 

相当数の人が参加する会議、シンポジウム、フォーラム等を総称した用語のこと。これらの開催にあ

わせて観光や交流を目的とした旅行やレセプション等の催しが実施されるため、裾野の広い経済波及

効果が見込まれ、地域経済の活性化に寄与している。海外からの相当数の外国人の参加が見込まれ

るコンベンションを国際コンベンションと呼ぶ。 

 

・ ターゲット・セグメント 

プロモーション等のマーケティング活動における対象者を属性で分類した同質集団。 
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・ ダイレクトマーケティング 

ウェブサイト等を活用し、より直接的に、消費者情報を収集するプロモーション戦略のこと。特定の消

費者を対象とし直接的な反応を獲得し、プロモーションに活用するマーケティングの方法。 

 

・ ツアーオペレーター 

不特定多数の旅行者を対象に旅行を企画し、その手配を行う旅行業者のこと。商品をつくるだけで直

接消費者向け販売を行わない卸専門（ホールセラー）の業者と、販売まで行う小売（リテーラー）兼務の

業者の二種類に分類できる。日本ではホールセラーとリテーラー兼務の業者が多い。 

 

・ 通訳案内士 

報酬を受けて外国人に附き添い、外国語を用いて旅行に関する案内をする業のこと。通訳案内士を

営むには観光庁長官が行う試験に合格し、登録申請書を都道府県知事に提出しなければならない。機

構が通訳案内士試験の実施を代行している。 

 

・ 独立行政法人通則法第４４条第３項 

独立行政法人通則法第４４条は「独立行政法人は、毎事業年度、損益計算において利益を生じたとき

は、前事業年度から繰り越した損失をうめ、なお残余があるときは、その残余の額は、積立金として整理

しなければならない。ただし、第３項の規定により同項の使途に充てる場合は、この限りでない。」と規定

しており、機構は主務大臣の承認を受けて、剰余金を海外からの訪日旅行の促進の効果が高く見込ま

れる海外宣伝事業費の使途に充てることができる。 

 

・ ＭＩＣＥ 

企業等の会議（Ｍｅｅｔｉｎｇ）、企業の行う報奨・研修旅行（Ｉｎｃｅｎｔ ｉｖｅ  Ｔｒａｖｅｌ）、国際会議 

（Ｃｏｎｖｅｎｔｉｏｎ）、イベント・展示会・見本市（Ｅｖｅｎｔ／Ｅｘｈｉｂｉｔｉｏｎ）の総称。 

 

・ ＰＣＯ 

「Ｐｒｏｆｅｓｓｉｏｎａｌ Ｃｏｎｇｒｅｓｓ Ｏｒｇａｎｉｚｅｒ」の頭文字をとったもので、コンベンション等を専門的かつ総

合的に組織・企画・運営する専門業者のこと。 


